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創立の精神 

真理を探究し開拓の精神をもって日本工業界に寄与し進んで人類の福祉に貢献する。 

 

 

教育理念 

自主・自立の精神を養い，高度化・複雑化した社会にあって，技術とその社会に及ぼす影響を多面

的に捉え，自らの専門知識を基礎に，能動的かつ実践的に，新しいシステムを創生し，地球環境と

の共生に立った，真に人類の繁栄に資す素養のある心身共に健全な技術者を養成する。 
 

 

教育目標 

１．ものづくり能力 
社会の変化と要請を的確に捉え，ものづくりを多面的に認識し，実現可能なシステムを構築で

きる技術者の養成 
２．基礎学力 

実験・実習で培われる豊かな体験と基礎理論の深い理解との融合から生まれるエンジニアリン

グ基盤の確立 

３．問題解決能力 
問題意識と考える力を持ち，自ら学習することによる創造力と実践力を備えた技術者の養成 

４．コミュニケーション能力 

科学的な分析に基づく論理的な記述力，明解な口頭発表能力，十分な討議能力及び国際的に通

用するコミュニケーション能力の修得 

５．技術者倫理 

世界の文化・歴史の中で，技術が社会に与える影響を考え，自らの責任を自覚し誇りを持つこ

とのできる技術者の育成 

 
 

ディプロマ・ポリシー（卒業認定の方針） 

機械工学科 

機械工学科における以下の学科教育目標を実現するため，学生が身につけるべき具体的学習成果

の達成を卒業認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習状況及び定期試験等によって判

定し，卒業認定の要件を満たした者には，卒業判定会議の議を経て，校長が卒業を認定します。 

 

(1) ものづくり能力 

機能性・安全性を追求する材料・材料力学分野，エネルギーの効率的利用を追求する熱・流体

力学分野，「ものづくり」の手法を追求する工作・加工分野，高精度化を追求する計測・制御

分野等の基礎を中心に機械工学を体系的に修得させ，問題解決能力の素養をつけさせる。 

(2) 基礎学力 

実験・実習に多くの時間を充当し，「ものづくり」を通じて工学基礎理論の理解を促進し，「も

のづくり」の精神を肌で感じる機械技術者を育成する。 

(3) 問題解決能力 

社会の求める実践的技術者を育成するため，「ものづくり」を中心に据えた教育を行う。 

(4) コミュニケーション能力 

校外実習，工学ゼミ及び卒業研究等を通じてコミュニケーションや発表のスキルをもつ技術者

を育成する。 

(5) 技術者倫理 

「ものづくり」において環境を考慮し，資源の無駄を無くす視点を持つとともに，技術者とし

ての洞察力，協調性及び社会性を身につけさせる。 
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電気・電子システム工学科 

電気・電子システム工学科における以下の学科教育目標を実現するため，学生が身につけるべき

具体的学習成果の達成を卒業認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習状況及び定期試

験等によって判定し，卒業認定の要件を満たした者には，卒業判定会議の議を経て，校長が卒業を

認定します。 

 

(1) ものづくり能力 

電気エネルギーの運用（発生，輸送，変換）に関する原理，エレクトロニクスの基礎，コンピ

ュータによる情報・通信（情報の保持・変換・伝達）の概念を理解している技術者を養成する。 

(2) 基礎学力 

現象の観察・体験を出発点として学習することによる電気・電子回路及び電気磁気学等の基礎

的内容を修得させる。 

(3) 問題解決能力 

実験，研究の背景を意識し，実験データを科学的に分析でき，簡単な考察を加えることのでき

る技術者を養成する。 

(4) コミュニケーション能力 

得られた成果を短い報告書にまとめ，わかりやすく口頭発表する能力を修得させる。 

(5) 技術者倫理 

社会における技術者の役割を意識した技術者を養成する。 

 

情報工学科 

情報工学科における以下の学科教育目標を実現するため，学生が身につけるべき具体的学習成果

の達成を卒業認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習状況及び定期試験等によって判

定し，卒業認定の要件を満たした者には，卒業判定会議の議を経て，校長が卒業を認定します。 

 
(1) ものづくり能力 

ハードウェア・ソフトウェアに関する知識・技能を総合的に活用することにより，実現可能な

コンピュータシステムを構築できる能力を養う。 

(2) 基礎学力 

電気回路・ディジタル回路・ソフトウェア開発などの実験・実習を通して，数理基礎をはじめ

とした情報工学における個々の基礎理論を深く理解させるとともに，総合力を養う。 

(3) 問題解決能力 

現実の問題や未知の問題に対して，問題の本質を的確に捉え，コンピュータを活用した問題解

決手法を自ら立案・推進できる能力を養う。 

(4) コミュニケーション能力 

実験・実習・研究の結果を，筋道を立てて報告書にまとめ，説得力のある口頭発表を行なう能

力を養う。 

(5) 技術者倫理 

情報モラルを有し，コンピュータやネットワークが社会に与える影響を考慮できる技術者を育

成する。 

 

環境都市工学科 

環境都市工学科における以下の学科教育目標を実現するため，学生が身につけるべき具体的学習

成果の達成を卒業認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習状況及び定期試験等によっ

て判定し，卒業認定の要件を満たした者には，卒業判定会議の議を経て，校長が卒業を認定します。 

 

(1) ものづくり能力 

社会基盤への要求やその役割について理解させ，さまざまな視野から構造物や社会システムに

ついての設計・開発能力を養成する。 

(2) 基礎学力 
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数学・自然科学の基礎や専門の基礎理論について理解させ，実験実習を通して実践的技術者に

欠かせない計測技術やデータ整理技術を養成する。 

(3) 問題解決能力 

防災，環境，社会資本整備等について自ら学習し，問題を提起する能力を養う。 

また，問題の解決策を豊かな発想で創造するための能力をもつ技術者を育成する。 

(4) コミュニケーション能力 

実験や研究の成果について，記述力，口頭発表能力及び討議能力を養成する。 

(5) 技術者倫理 

日本や世界の文化・歴史，技術が社会に与える影響を理解させ，また，自らにも社会にも誠実

であり，技術者としての誇りと責任感を養成する。 

 

建築学科 

建築学科における以下の学科教育目標を実現するため，学生が身につけるべき具体的学習成果の

達成を卒業認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習状況及び定期試験等によって判定

し，卒業認定の要件を満たした者には，卒業判定会議の議を経て，校長が卒業を認定します。 

 

(1) ものづくり能力 

与えられた設計条件の下で，様々な問題を解決し，バランス良くデザイン・提案する能力を養

成する。 

(2) 基礎学力 

建築分野に必要な知識や技術を理解させ，それらを応用して問題を解決する能力を養成する。 

(3) 問題解決能力 

建築図面を理解し，設計する能力を養成する。ドローイングやCADによる作図技術や模型製作

技術を養成する。 

(4) コミュニケーション能力 

設計意図や内容を十分に伝達できる説明力とプレゼンテーション力を養成する。 

(5) 技術者倫理 

日本や世界の文化や歴史を多面的に認識する能力を養成する。 

 

 

ディプロマ・ポリシー（修了認定の方針） 

電子機械工学専攻（機械工学） 

電子機械工学専攻（機械工学）における以下の教育目標を実現するため，学生が身につけるべき

具体的学習成果の達成を修了認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習状況及び定期試

験等によって判定し，修了認定の要件を満たした者には，修了判定会議の議を経て，校長が修了を

認定します。 

 
(1)ものづくり能力 

「材料と構造」，「運動と振動」，「エネルギーと流れ」，「情報と計測・制御」，「設計と生産・管

理」及び，「機械とシステム」の各分野に基礎的な造詣を持つ技術者を育成する。 

(2) 基礎学力 

機械工学の諸分野における問題に対して適切な実験を計画し，結果を得ることのできる技術

者を育成する。 

(3) 問題解決能力 

本科で修得した基礎的な能力に加えて，より深い教養と広い工学的知識を身につけた技術者を

育成する。 

(4) コミュニケーション能力 

機械工学の諸分野における課題に対して得られた成果を，外部に伝達できるコミュニケーショ

ン能力を持つ技術者を育成する。 

(5) 技術者倫理 
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技術の社会への影響ならびに技術者倫理を学ぶことにより，社会における役割と責任 

を理解する技術者を育成する。 

 

電子機械工学専攻（電気・電子システム工学） 

電子機械工学専攻（電気・電子システム工学）における以下の教育目標を実現するため，学生が

身につけるべき具体的学習成果の達成を修了認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習

状況及び定期試験等によって判定し，修了認定の要件を満たした者には，修了判定会議の議を経て，

校長が修了を認定します。 

 

(1) ものづくり能力 

システムの安定性を考慮した制御法，及び電子デバイスの利用・計測技術及びスキルと安全意

識を身に付けた技術者を養成する。 

(2) 基礎学力 

本科で身に付けた自然科学分野に対する理解力をさらに向上した上で，電気・電子回路設計等

の実践的知識を身に付けた技術者を養成する。 

(3) 問題解決能力 

実験，研究の背景を自ら調査・整理し，技術的な問題点を明確にした上で目的と方法を設定し，

計画的，継続的に研究できる基礎的な研究能力を持つ技術者を養成する。 

(4) コミュニケーション能力 

整った章立てに従い，わかりやすい日本語で報告書を作成でき，聴衆に合わせたわかりやすい

日本語で口頭発表，質疑応答することができ，TOEIC450点相当以上の英語運用能力を持った技

術者を養成する。 

(5) 技術者倫理 

社会における技術者の役割と責任を理解した技術者を養成する。 

 

情報科学専攻 

情報科学専攻における以下の教育目標を実現するため，学生が身につけるべき具体的学習成果の

達成を修了認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習状況及び定期試験等によって判定

し，修了認定の要件を満たした者には，修了判定会議の議を経て，校長が修了を認定します。 

 

(A) 「ハードウェア」・「ソフトウェア」・「数理基礎」に関する知識の修得 

ハードウェア・ソフトウェアの知識及び技能を総合的に活用し，社会に役立つコンピュータシ

ステムを構築できる実践的技術者を養成する。さらに，問題の本質を数理的にとらえ，コンピ

ュータシステムを活用した問題解決方法を多角的視野から検討できる技術者を養成する。 

(B) 実体験によって培われる実践力の養成 

社会の多様なニーズに応えるコンピュータシステムを設計・開発するためのデザイン能力を有

し，コンピュータを用いた適切な解析・処理を提案できる創造的技術者を養成する。 

(C) 世界的視野をもつ良識ある人間性の育成 

日本語を使って，説得力のある口頭発表ができ，筋道を立てて報告書を書くことができるとと

もに，英語によるコミュニケーション基礎能力を有する技術者を養成する。また、倫理観をも

ち，コンピュータやネットワークが社会に与える影響を正しく認識できる技術者を養成する。 

 

建設工学専攻（環境都市工学） 

建設工学専攻（環境都市工学）における以下の教育目標を実現するため，学生が身につけるべき

具体的学習成果の達成を修了認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習状況及び定期試

験等によって判定し，修了認定の要件を満たした者には，修了判定会議の議を経て，校長が修了を

認定します。 

 

(1) ものづくり能力 
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社会の変化と要請を的確に捉え，人の生活を支える社会基盤の役割を熟知した上で，社会シス

テムの技術的な検討や評価を行い，多角的視野からシステムや構造物の設計能力をもった実践

的技術者を養成する。 

(2) 基礎学力 

数学・自然科学・情報技術の基礎や工学の基礎理論に裏打ちされた専門知識を高度化し，実験

実習を通して実践的技術者に欠かせない計測技術やデータ解析法について養成する。 

(3) 問題解決能力 

防災，環境，社会資本整備等について自ら学習することで，問題を提起する能力や問題の解決

策を豊かな発想で創造し，解決に向けて計画，実践する能力を有した技術者を養成する。 

(4) コミュニケーション能力 

日本語による論理的な記述力，明解な口頭発表能力，十分な討議能力を養成し，国際理解を深

め，英語での記述，口頭発表及び討議のための基礎知識を修得させる。 

(5) 技術者倫理 

日本や世界の文化や歴史をよく認識し，技術が社会に与える影響を理解し，自らにも社会にも

誠実であり，技術者としての誇りと責任感をもった技術者を育成する。 

 

建設工学専攻（建築学） 

建設工学専攻（建築学）における以下の教育目標を実現するため，学生が身につけるべき具体的

学習成果の達成を修了認定の方針とします。成果の達成状況は，平素の学習状況及び定期試験等に

よって判定し，修了認定の要件を満たした者には，修了判定会議の議を経て，校長が修了を認定し

ます。 

 

(1) ものづくり能力 

社会の変化・要請を捉え，問題を分析・抽出し，条件の下で問題を解決・提案する能力を養成

する。 

(2) 基礎学力 

建築分野の実社会に必要で役立つ知識や技術を応用して問題を解決する能力を養成する。 

(3) 問題解決能力 

報告書作成能力，図面判読能力及び，設計に関する説明力とプレゼンテーション力，討議能力

を養成する。 

(4) コミュニケーション能力 

日本語による論理的な記述，口頭発表，討議能力，英語文献読解力と基本的英会話能力を養成

する。 

(5) 技術者倫理 

建築技術が社会に与える影響を理解する能力を養成する。技術者としての誇りと責任感を養成

する。 

 

カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成方針） 

本科 

 

教育方針を具現化するため，教育目標に沿って，以下に示すように教育課程を編成し，教育を実

施します。  

 

機械工学科 

(1) 社会の変化と要請を的確に捉え，ものづくりを多面的に認識し，実現可能なシステムを構築で

きる技術者の養成のため，機能性・安全性を追求する材料・材料力学分野，エネルギーの効率

的利用を追求する熱・流体力学分野，ものづくりの手法を追求する工作・加工分野，高精度化

を追求する計測・制御分野などの専門科目及び国語，社会などの一般科目をバランス良く編成

する。 
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(2) 数学・自然科学の基礎や専門の基礎理論，計測技術やデータ整理技術を身につけるため，数学，

物理，化学などの理系教養科目及び専門科目の実験と実習に多くの時間を充当し，「ものづく

り」を通じて工学基礎理論の理解を促進するため，高学年に進むに従い機械工学に関する専門

科目が多くなるくさび形に授業科目を編成する。 

(3) 問題意識と考える力を持ち，自ら学習することによる創造力と実践力を養い，社会の求める実

践的技術者を育成するため，卒業研究や創造総合実習，工学実験など，幅広い知識と技術，応

用力が身につくように授業科目を編成する。 

(4) 実験や研究の成果について，記述力，口頭発表能力及び討議能力を養成するため，その基礎と

なる国語，英語の他にも校外実習及び卒業研究等を通じてコミュニケーション能力などのスキ

ルを持つため，授業科目を編成する。 

(5) 日本や世界の文化・歴史を学び，技術が社会に与える影響を理解し，ものづくりにおける環境

を考慮し，資源の無駄を無くす視点を持つとともに，技術者としての洞察力，協調性及び社会

性を養成するため，一般科目と専門科目を編成する。 

 

電気・電子システム工学科 

(1) 電気エネルギーの運用（発生，輸送，変換）に関する原理，エレクトロニクスの基礎，コンピ

ュータによる情報・通信（情報の保持・変換・伝達）の概念を理解している技術者を養成する

ために，エネルギー・制御系，エレクトロニクス系，情報通信系，専門関連・実務・実験系の

科目群を編成する。また，それらの適切な利用のために，教養一般系の科目群を編成する。 

(2) 現象の観察・体験を出発点として学習することによる電気・電子回路及び電気磁気学等の基礎

的内容を修得させるために，専門関連・実務・実験系の科目群に関連させて，専門基礎系及び

数学・自然科学系の科目群を編成する。 

(3) 実験，研究の背景を意識し，実験データを科学的に分析でき，簡単な考察を加えることのでき

る技術者を養成するために，研究・実験系の科目群を編成する。 

(4) 得られた成果を短い報告書にまとめ，わかりやすい日本語で口頭発表する能力を修得させるた

めに，語学系，研究・実験系の科目群を編成する。 

(5) 社会における技術者の役割を意識した技術者を養成するために，教養一般系，実務系の科目群

を編成する。 

 

情報工学科 

(1) ハードウェア・ソフトウェアに関する知識・技能を総合的に活用することにより，実現可能な

コンピュータシステムを構築し，社会的な問題を解決できる能力を身につけさせるため，プロ

グラミング系及びハードウェア／ソフトウェア設計系の専門科目と，社会系の一般科目とを編

成する。 

(2) 電気回路・ディジタル回路・ソフトウェア開発などの実験・実習を通して，工学への応用に資

することに配慮した数理基礎等の情報工学における個々の基礎理論を深く理解させるととも

に，科学的な思考力及び工学的な総合力を身につけさせるため，数学，物理，化学などの数理

系一般／専門科目と，情報工学に関する実験・実習系科目とを，学年ごとにバランス良く編成

する。 

(3) 現実の問題や未知の問題に対して，問題の本質を的確に捉え，コンピュータを活用した問題解

決手法を自ら立案・推進できる能力を身につけさせるため，情報工学ゼミ，エンジニアリング

デザイン，卒業研究など，幅広い知識や技術，さらに応用力が身につくように専門科目を編成

する。 

(4) 実験・実習・研究の結果を，筋道を立てて報告書にまとめ，日本語を使って説得力のある口頭

発表を行うといった，技術者として必要な言語運用能力を身につけさせるため，その基礎とな

る国語系／英語系一般科目の他に，コンピュータリテラシ，実験・実習系科目，卒業研究など

の専門科目を編成する。 

(5) 日本や世界の伝統的な物事への見方・考え方を身につけさせ，それらを基に，情報モラルを有

し，コンピュータやネットワークが社会に与える影響を考慮できるように，その基礎となる国

語系／社会系一般科目の他に，情報倫理及び情報工学ゼミなどの専門科目を編成する。 
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環境都市工学科 

(1) 社会基盤への要求，役割について理解し，さまざまな視野から構造物や社会システムについて

の設計・開発能力を身につけるため，環境都市工学を構成する環境系，都市システム系，水理

系，測量系，構造系，地盤系，材料系，設計製図などの専門科目及び国語，社会などの一般科

目をバランス良く編成する。 

(2) 数学・自然科学の基礎や専門の基礎理論，計測技術やデータ整理技術を身につけるため，数学，

物理，化学などの理系教養科目及び専門科目専門実験系科目を配置し，高学年に進むに従い環

境都市工学に関する専門科目が多くなるくさび形に授業科目を編成する。 

(3) 防災，環境，社会資本整備等について自ら学習し，問題を提起する能力や問題解決策を豊かな

発想で創造するための能力を養うため，卒業研究や環境都市工学概論，環境都市応用工学など，

幅広い知識と技術，応用力が身につくように授業科目を編成する。 

(4) 実験や研究の成果について，記述力，口頭発表能力及び討議能力を養成するため，その基礎と

なる国語，英語，卒業研究の他にも科学技術表現法，環境都市工学創造ゼミなどの授業科目を

編成する。 

(5) 日本や世界の文化・歴史を学び，技術が社会に与える影響を理解し，自らにも社会にも誠実で

あり，技術者としての誇りと責任感を養成するため，地理，歴史などの社会系科目や産業倫理

の授業科目を編成する。 

 

建築学科 

(1) 社会の変化・要請を捉えて，問題を分析・抽出し，様々な条件の下で，専門知識や技術を用い

て，問題を解決するもしくは新たな提案を発する能力を修得するため，建築学を構成する計画

系，デザイン系，環境系，設備系，構造系，材料系，設計製図などの専門科目及び国語，社会

などの一般科目をバランス良く編成する。 

(2) 数学・自然科学などの基礎理論に裏打ちされた知識や技術を体系的に修得するために，数学，

物理，化学などの理系教養科目及び専門科目，専門実験系科目を配置し，専門科目は建築士の

資格に対応できるように配慮して授業科目を編成する。 

(3) 図面判断能力及び設計意図・内容を十分に伝達できる説明力とプレゼンテーション力や討議能

力を身につけるために，建築設計製図，建築CAD技術表現法などの授業科目を１年次から段階

的に編成する。 

(4) 実験や研究の成果について，記述力，口頭発表能力及び討議能力を養成するため，その基礎と

なる国語，英語の他にも，実験系科目，卒業研究，建築学ゼミナールなどの授業科目を編成す

る。 

(5) 日本や世界の文化・歴史を学び，技術が社会に与える影響を理解し，自らにも社会にも誠実で

あり，技術者としての誇りと責任感を養成するため，社会系科目，建築史，都市計画などの授

業科目を編成する。 

 

単位修得の認定 

これらの科目群に係る単位修得の認定の可否は，定期試験，中間試験，小テスト，課題等の評価

結果を総合評価することで行います。さらに，各科目の概要，評価方法，授業内容，達成度目標な

どについては，講義概要集（Web シラバス）で公開されており，これに従って単位修得の認定がな

されます。 

 

専攻科 
 
教育方針を具現化するために，教育目標に沿って，以下に示すように教育課程を編成し，教育を

実施します。 

 

電子機械工学専攻（機械工学） 

(1) ものづくりを通じて社会に貢献できること（社会との関連） 

「社会の工学に対する要請を認識でき，機械工学との関連を理解している」は，「校外実習」の

実習報告書で仕事の進め方を，実習報告概要，実習報告会における発表で，工学に対する社会
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の要請の理解及び問題解決に向けた取り組み方を身につけ，現代社会と機械工学との関連を理

解する。「技術が，社会・文化との関わりの中でどのように発展してきたか理解している」は，

「技術者倫理」での具体的な事例学習を行い，「技術史」で技術の歴史に対する理解を身につけ

る。 

(2) 技術者を職業とすることに必要な知見を有すること。（基礎学力） 

「豊富な実験・実習に裏付けられた基礎学力を身につける」は，｢工学実験｣「電子機械工学特

別実験」で実践的な基礎学力を身につける。「数学に関する知識とその工学的応用力の修得」は，

「統計学」「解析学」「数学特論」「線形代数学」「初等代数」「応用解析学Ⅰ，Ⅱ」「信頼性工学」

で数学の知識と応用力を学ぶ。「物理に関する知識とその工学的応用力の修得」は，「物理特論」

「近代物理学」「化学特論」「解析力学」「統計熱力学」「原子物理学」「生物化学」で物理や化学

の知識と応用力を学ぶ。「情報技術に関する知識とその工学的応用力の修得」は，「情報技術」

「生体情報論」「パターン情報処理」「情報システム工学」で情報技術の知識と応用力を学ぶ。 

(3) 問題点を理解し，解決への道筋を創造的かつ継続的に実践できること（問題解決能力） 

「問題を見い出し，それについて適切な実験を計画し，必要な結果を得ることができる」は，

「電子機械工学特別実験」｢卒業研究｣「特別研究」で実験計画力，データ収集力を身につけ，

「工学ゼミ」で広い分野にわたる問題解決法の理解を学ぶ。「「材料と構造」に関する専門知識

の修得」は，「材料力学Ⅱ，Ⅲ」「塑性加工学」「機能性材料学」「材料強度学」で，「 「運動と

振動」に関する専門知識の修得」は，「機械力学」「機械振動学」で，「「エネルギーと流れ」に

関する専門知識の修得」は，「熱力学Ⅰ，Ⅱ」「水力学Ⅰ，Ⅱ」「燃焼工学」「流れ学」で，「「情

報と計測・制御」に関する専門知識の修得」は，「制御工学」「計測工学」「基礎電気磁気学」「情

報技術」「パターン情報処理」「情報システム工学」「生体情報論」「応用電子デバイス」「計測制

御工学」「電子回路論」で，「「設計と生産・管理」に関する専門知識の修得」は，「機械設計製

図Ⅱ，Ⅲ」「生産工学」「機械設計工学」「材料加工プロセス」で，「「機械とシステム」に関する

専門知識の修得」は，「流体機械」「ロボット工学」で，それぞれの専門知識を身につける。 

(4) 専門技術に関して見解を表明できるとともに，討議ができること（コミュニケーション能力） 

「適切な日本語を会話や文章で駆使できるとともに，英語による基礎的コミュニケーションが

できる」は，「日本語表現」で適切な日本語の使用を学び，「科学英語基礎Ⅱ」「英語Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ」

「総合英語Ⅰ，Ⅱ」「技術英語」「上級英語表現」で英語による基礎的コミュニケーション力を

身につける。「口頭，文書，グラフ，図を用いて自分の考えを効果的に伝えることができる」は，

「工学実験」「電子機械工学特別実験」「卒業研究」「特別研究Ⅰ，Ⅱ」で，実験レポートや中間・

最終発表及び論文を通して表現力を身につける。 

(5) 社会や技術に関する倫理観をもつこと（責任・倫理） 

「自らのものの見方の背景に日本の文化があることを認識できる」は，「日本語表現」「人文科

学特論Ⅰ，Ⅱ」「ドイツ語」で，日本の文化や欧米文化を理解し，「日本の言葉と文化」「技術史」

「歴史特論Ⅰ，Ⅱ」「歴史学」「地域と産業」で歴史の中における日本の文化及び文化と技術と

の関わりの認識を得る。「機械工学技術者として実践の場面で倫理的価値判断ができる。また，

工学的問題の解決策が，文化や環境に及ぼす影響を理解している」は，「哲学Ⅰ，Ⅱ」「法学Ⅰ，

Ⅱ」「経済学Ⅰ，Ⅱ」「社会科学特論Ⅰ，Ⅱ」「現代社会学Ⅰ，Ⅱ」で現代社会のしくみを理解し，

「技術者倫理」でこれらの要因をふまえた倫理的価値判断について学び，「健康科学特論」で技

術が引き起こす諸要因（ストレス）が人間に与える影響を理解する。 

 

 

電子機械工学専攻（電気・電子システム工学） 

(1) システムの安定性を考慮した制御法及び電子デバイスの利用・計測技術を身につけた技術者を

養成するために専門科目群を編成し，それらのスキルと安全意識を身につけた技術者を養成す

るために実習科目群を編成する。 

(2) 本科で身につけた自然科学分野に対する理解力をさらに向上させるために，基礎分野科目群を

編成する。また，電気・電子回路設計等の実践的知識を身につけた技術者を養成するために専

門科目群を編成する。 
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(3) 実験，研究の背景を自ら調査・整理し，技術的な問題点を明確にした上で目的と方法を設定し，

計画的，継続的に研究できる基礎的な研究能力を持つ技術者を養成するために，実践的科目群

を編成する。 

(4) 整った章立てに従い，分かりやすい日本語で報告書を作成でき，聴衆に合わせたわかりやすい

日本語で口頭発表，質疑応答することができる技術者を養成するために，研究・実験科目群を

編成する。また，TOEIC450点相当以上の英語運用能力を持った技術者を養成するために語学科

目群を編成する。 

(5) 社会における技術者の役割と責任を理解した技術者を養成するために教養一般系，実務系の科

目群を編成する。 

 

情報科学専攻 

(A) 「ハードウェア」・「ソフトウェア」・「数理基礎」に関する知識の修得 

カリキュラムの科目を大きく「ハードウェア」・「ソフトウェア」・「数理基礎」の三つの分野に

分け，基礎的な数学や自然科学に関する知識，それぞれの分野の専門技術に関する知識の獲得

を目標として授業を編成している。「論理回路設計」「コンピュータアーキテクチャ応用」「電子

工学」を通じて，ハードウェアの基本動作を理論面から解析できるとともに，ソフトウェア的

手法を利用してハードウェアを設計するための専門知識を身につける（A1）。「ソフトウェア工

学」「形式言語理論」「情報システム工学」「コンパイラ」を通じて，ソフトウェア開発において，

数理的理論に基づくスマートな設計ができるとともに，ハードウェアの基本動作を意識した設

計ができるようになるための専門知識を身につける（A2）。「ディジタル信号処理」「ネットワー

クセキュリティ」を通じて，コンピュータネットワークの動作を通信理論の観点から数理的に

解析するための専門知識を身につける（A3）。「応用情報システム」「知識情報工学」「パターン

情報処理」「解析力学」「生物化学」「線形代数学」「原子物理学」「応用解析学Ⅰ」「健康科学特

論」「生体情報論」「初等代数」「統計熱力学」「応用解析学Ⅱ」「信頼性工学」「離散数学」「数理

論理学」を通じて，現実の問題や未知の問題に対して，問題の本質を数理的に捉え，コンピュ

ータシステムを応用した問題解決方法を多角的視野から検討するための素養を身につける

（A4）。 

(B) 実体験によって培われる実践力の養成 

ものづくりの風土がある地元・豊田市にキャンパスを持ち，学校創立以来，地元企業の工場見

学・地元企業での校外実習での「実体験」を通じて地元企業と密接な関係を保ってきた本校の

伝統を考慮した授業を編成している。「特別研究Ⅰ」「特別研究Ⅱ」「インターンシップ」を通じ

て，与えられた問題を分析・モデル化し，解決方法を立案し，その有効性をコンピュータや測

定装置を使って確かめるための実践力を身につける（B1）。「情報科学実験」「特別研究Ⅰ」「特

別研究Ⅱ」を通じて問題を的確に把握し，問題解決手法を自ら立案・推進するための豊かな体

験を培い，基礎理論の深い理解との融合を図る（B2）。「特別研究Ⅰ」「特別研究Ⅱ」「情報科学

実験」を通じて社会の多様なニーズに応えるコンピュータシステムを設計・開発するためのデ

ザイン能力を養成する（B3）。「情報科学実験」「インターンシップ」を通じて，さまざまなデー

タに対し，コンピュータを用いて実際に解析・処理を行うための実践力を身につける（B4）。 

(C) 世界的視野をもつ良識ある人間性の育成 

人文社会科学に関する知識の修得を通して，倫理観や地球的視点に立った配慮，そのために必

要な基礎的な言語能力の獲得を目標として授業を編成している。「技術者倫理」「コンピュータ

システム」「インターンシップ」を通じて，自らが作ったものが社会に与える影響を正しく認識

し，技術者としてふさわしい倫理観を涵養する（C1）。「歴史学」「地域と産業」「日本の言葉と

文化」「技術史」「工業デザイン論」を通じて，世界の文化・歴史を理解し，人間に対する配慮

を怠らない人間性を培う（C2）。「総合英語Ⅰ」「技術英語」「上級英語表現」「総合英語Ⅱ」を通

じて英語によるコミュニケーションを行うための基礎能力を身につける（C3）。「情報科学実験」

「特別研究Ⅰ」「特別研究Ⅱ」「インターンシップ」では口頭発表によるプレゼンテーションや，

筋道を立てて報告書を書く能力を養う（C4）。 
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建設工学専攻（環境都市工学） 

(1) 社会基盤への要求，役割について理解するため，社会系科目を編成するとともに，多角的視野

から社会システムや構造物の設計能力を身につけるため，都市システム系，地盤防災系の科目

を編成する。 

(2) 数学や自然科学，情報技術の基礎を身につけるため，数学，物理，化学などの理系教養科目や

コンピュータを用いた設計製図などの科目を編成する。また，専門の基礎理論や計測技術，デ

ータ解析法を身につけるため，環境都市工学の主要分野である環境系，水工系，構造系，地盤

系，材料系などの専門科目及び建設工学創造実験といった実験科目を編成する。 

(3) 防災，環境，社会資本整備について自ら学習し，問題を提起する能力や様々な問題を豊かな発

想で解決に向けて計画，実践する能力を養うため，特別研究や都市地域解析及び設計演習とい

った幅広い知識と技術，応用力が身につくための授業科目を編成する。 

(4) 日本語や英語による論理的な記述力及び口頭発表能力，討議能力を身につけることを目的とし

て，国語や英語による高度なコミュニケーション能力を養成するための人文・社会系科目を編

成し，その実践力を養うために特別研究などの科目を編成する。 

(5) 日本や世界の文化・歴史を学び，技術が社会に与える影響を理解し，自らにも社会にも誠実で

あり，技術者としての誇りと責任感を身につけるため，歴史や技術史，技術者倫理などの科目

を編成する。 

 

建設工学専攻（建築学） 

(1) 社会の変化・要請を捉え，問題を分析・抽出し，条件の下で問題を解決・提案する能力を涵

養するため，協同して問題を解決する訓練ができるように科目を編成する。 

(2) 多様な工学知識やそれを支える数学・自然科学の知識を修得できること及び専門科目の基礎

知識を基礎として建築の応用知識を修得できるように授業科目を編成する。 

(3) 協同作業を通じて，プレゼンテーション力や討議能力，論理的判断応力や報告書作成能力，

を向上できるように授業科目を編成する。 

(4) 実験や研究を通じて，語学力，記述力，口頭発表能力，討議能力を向上できるように授業科

目を編成する。 

(5) 倫理感を持って仕事をするための論理的判断力を涵養できるように授業科目を編成する。 

 

単位修得の認定 

これらの科目群に係る単位修得の認定の可否は，定期試験，中間試験，小テスト，課題等の評価

結果を総合評価することで行います。さらに，各科目の概要，評価方法，授業内容，達成度目標な

どについては，講義概要集（Web シラバス）で公開されており，これに従って単位修得の認定がな

されます。 
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アドミッション・ポリシー（入学者受入れ方針） 

本科第１学年への入学者受入れ方針 

[1]求める学生像 

本科においては，以下の学生を受け入れます。 

１．一般教育，専門教育を十分理解できる能力を有する人 

２．特に，数学と理科に優れた能力を有する人 

推薦選抜では，上記に加え以下に示す多様な学生も受け入れます。 

３．ものづくりに興味を抱く人 

４．生徒会，スポーツ，ボランティア等の活動や海外生活などの経験を通して育まれたリーダーシ

ップ等，さまざまな能力を有する人 

 

[2]入学者選抜の基本方針 

本校の教育理念に基づき，教育目標に沿った人材を育成するために，異なる選抜方法と多面的な

評価方法により入学希望者を選抜します。 

 

[一般選抜（学力検査等による選抜）] 

高等学校受検資格を有するすべての者を対象とした一般選抜（学力検査）を行います。 

まず，本校で学習するために必要な基礎的・汎用的能力を有しているかを調査書によって評価し

ます。また，一般教育，専門教育を十分理解できる能力を有しているかを判断するために，学力検

査によって数学，理科，英語，国語及び社会の基礎学力を評価します。 

 

[推薦選抜（面接等による選抜）] 

出願資格を満たし，各中学校から推薦されることを前提とします。 

まず，本校で学習するために必要な基礎的・汎用的能力を有しているかを調査書によって評価し

ます。また，リーダーシップ等のさまざまな能力を有しているかを推薦書によって評価します。さ

らに，明確な志望動機，ものづくりに対する興味や入学後の意欲等を有しているかを面接によって

評価します。 

 

本科第３学年への外国人留学生受入れ方針（外国人留学生特別入学試験） 

[1]求める学生像（高専機構） 

１．ものづくりに興味をいだき，社会への応用を考える人 

２．数学と理科に優れ，実験・実習に励み基礎学力をつける人 

３．一般教育，専門教育を理解し，自主的に努力する人 

４．国際的に通用するコミュニケーション能力習得に努める人 

５．世界の文化・歴史を踏まえ技術者の責任を自覚する人 

 

[2]入学者選抜の基本方針 

本校の教育理念に基づき，教育目標に沿った人材を育成するために，多面的な評価方法により入

学希望者を選抜します。 

 

外国人留学生を対象とした特別入試を行います。 

まず，本校の第２学年までの一般教育，専門教育，日本語を十分理解できる能力を有しているか

を判断するために，筆記試験によって数学，理科，日本語の学力を評価します。英語の能力につい

ては，TOEIC等のスコアによって評価します。また，日本語コミュニケーション能力，ものづくり

に対する興味や入学後の意欲等を有しているかを面接によって評価します。 

上記評価以外にも，定員，寮の受入れ体制等の面から総合的に判断します。 
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本科第４学年への入学者受入れ方針（編入学試験） 

[1]求める学生像 

１．本校の第３学年までの一般教育，専門教育などの教育課程を修了したと同等の能力を有する人 

２．本校の教育目標を理解し，入学後，それに向かって鋭意努力する意志を有する人 

 

[2]入学者選抜の基本方針 

本校の教育理念に基づき，教育目標に沿った人材を育成するために，多面的な評価方法により入

学希望者を選抜します。 

 

大学受験資格を有するすべての者を対象とした一般入試を行います。 

まず，本校で学習するために必要な基礎的・汎用的能力を有しているかを調査書によって評価し

ます。また，本校の第３学年までの一般教育，専門教育を十分理解できる能力を有しているかを判

断するために，筆記試験によって国語，数学，英語および専門科目（または物理）の学力を評価し

ます。英語の能力については，TOEIC スコアによって評価する場合は，筆記試験を免除します。ま

た，明確な志望動機や入学後の意欲等を有しているかを面接によって評価します。 

 

専攻科への入学者受入れ方針 

[1]求める学生像 

専攻科においては，以下の学生を受け入れます。 

１．自然科学や工学の基礎を身につけており，先端的技術を学ぶ意欲のある人 

２．自主性と創造性を発揮し，さまざまな問題を解決する意欲のある人 

３．国際的コミュニケーション能力の基礎を身につけている人 

 

[2]入学者選抜の基本方針 

本校の教育理念に基づき，教育目標に沿った人材を育成するために，異なる入試方法と多面的な

評価方法により入学希望者を選抜します。 

 

[学力試験による選抜（前期・後期）] 

出願資格を有するすべての者を対象とした学力試験による選抜を行います。 

まず，本校で学習するために必要な能力を有しているかを調査書によって評価します。次に，一

般教育，専門教育を十分理解できる能力を有しているかを判断するために，学力試験によって数学

及び専門科目の基礎学力を評価します。英語の能力については，TOEICスコアによって評価します。

また，明確な志望動機や入学後の意欲等を有しているかを面接によって評価します。 

 

[推薦による選抜] 

出願資格を有し，高等専門学校長から推薦されることを前提とします。 

まず，本校で学習するために必要な能力を有しているかを調査書によって評価します。次に，明

確な志望動機や入学後の意欲等を有しているかを面接によって評価します。 

 

[社会人特別選抜] 

出願資格を有していることを前提とします。 

まず，本校で学習するために必要な能力を有しているかを調査書によって評価します。次に，論

述試験及び面接によって専門に関する基礎学力を評価します。英語の能力については，TOEICスコ

アによって評価します。また，明確な志望動機や入学後の意欲等を有しているかを面接によって評

価します。 
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本
校
の
教
育
目
標
及
び
本
科
教
育
目
標
 

 
学
校
教
育
目
標
 

一
般
学
科
 

機
械
工
学
科
 

電
気
・
電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
科
 

情
報
工
学
科
 

環
境
都
市
工
学
科
 

建
築
学
科
 

１
 

 も
の
づ
く
り
能
力
  

社
会
の
変
化
と
要
請
を
的
確
に

捉
え
，
も
の
づ
く
り
を
多
面
的

に
認
識
し
，
実
現
可
能
な
シ
ス

テ
ム
を
構
築
で
き
る
技
術
者
の

養
成

 

社
会
系
：
社
会
的
な
問
題
に
対
し

て
も
，
多
様
な
捉
え
方
が
あ
る
こ

と
を
理
解
し
，
技
術
者
と
し
て
社

会
に
対
し
て
果
た
す
べ
き
責
任
を

自
覚
さ
せ
る
。

 

機
能
性
・
安
全
性
を
追
求
す
る
材

料
・
材
料
力
学
分
野
，
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
効
率
的
利
用
を
追
求
す
る

熱
・
流
体
力
学
分
野
，「

も
の
づ

く
り
」
の
手
法
を
追
求
す
る
工

作
・
加
工
分
野
，
高
精
度
化
を
追

求
す
る
計
測
・
制
御
分
野
等
の
基

礎
を
中
心
に
機
械
工
学
を
体
系

的
に
修
得
さ
せ
，
問
題
解
決
能
力

の
素
養
を
つ
け
さ
せ
る
。

 

電
気
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
運
用
（
発

生
，
輸
送
，
変
換
）
に
関
す
る

原
理
，
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
の

基
礎
，
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
よ
る

情
報
・
通
信
（
情
報
の
保
持
・

変
換
・
伝
達
）
の
概
念
を
理
解

し
て
い
る
技
術
者
を
養
成
す

る
。

 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
に
関
す
る
知
識
・
技
能
を
総

合
的
に
活
用
す
る
こ
と
に
よ

り
，
実
現
可
能
な
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
シ
ス
テ
ム
を
構
築
で
き
る

能
力
を
養
う
。

 

社
会
基
盤
へ
の
要
求
や
そ
の
役

割
に
つ
い
て
理
解
さ
せ
，
さ
ま
ざ

ま
な
視
野
か
ら
構
造
物
や
社
会

シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
の
設
計
・
開

発
能
力
を
養
成
す
る
。

 

与
え
ら
れ
た
設
計
条
件
の

下
で
，
様
々
な
問
題
を
解

決
し
，
バ
ラ
ン
ス
良
く
デ

ザ
イ
ン
・
提
案
す
る
能
力

を
養
成
す
る
。

 

２
 

 基
礎
学
力
  

実
験
・
実
習
で
培
わ
れ
る
豊
か

な
体
験
と
基
礎
理
論
の
深
い
理

解
と
の
融
合
か
ら
生
ま
れ
る
エ

ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
基
盤
の
確
立

 

理
数
系
：
工
学
へ
の
応
用
に
資
す

る
こ
と
に
配
慮
し
て
，
数
学
・
理

科
の
基
本
的
内
容
を
修
得
さ
せ
，

科
学
的
思
考
力
を
養
う
。

 

実
験
・
実
習
に
多
く
の
時
間
を
充

当
し
，「

も
の
づ
く
り
」
を
通
じ

て
工
学
基
礎
理
論
の
理
解
を
促

進
し
，「

も
の
づ
く
り
」
の
精
神

を
肌
で
感
じ
る
機
械
技
術
者
を

育
成
す
る
。

 

現
象
の
観
察
・
体
験
を
出
発
点

と
し
て
学
習
す
る
こ
と
に
よ

る
電
気
・
電
子
回
路
及
び
電
気

磁
気
学
等
の
基
礎
的
内
容
を

修
得
さ
せ
る
。

 

電
気
回
路
・
デ
ィ
ジ
タ
ル
回

路
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
開
発
な
ど

の
実
験
・
実
習
を
通
し
て
，
数

理
基
礎
を
は
じ
め
と
し
た
情

報
工
学
に
お
け
る
個
々
の
基

礎
理
論
を
深
く
理
解
さ
せ
る

と
と
も
に
，
総
合
力
を
養
う
。

 

数
学
・
自
然
科
学
の
基
礎
や
専
門

の
基
礎
理
論
に
つ
い
て
理
解
さ

せ
，
実
験
実
習
を
通
し
て
実
践
的

技
術
者
に
欠
か
せ
な
い
計
測
技

術
や
デ
ー
タ
整
理
技
術
を
養
成

す
る
。

 

建
築
分
野
に
必
要
な
知
識

や
技
術
を
理
解
さ
せ
，
そ

れ
ら
を
応
用
し
て
問
題
を

解
決
す
る
能
力
を
養
成
す

る
 。

 

３
 

 問
題
解
決
能
力
  

問
題
意
識
と
考
え
る
力
を
持

ち
，
自
ら
学
習
す
る
こ
と
に
よ

る
創
造
力
と
実
践
力
を
備
え
た

技
術
者
の
養
成

 

 
社
会
の
求
め
る
実
践
的
技
術
者

を
育
成
す
る
た
め
，「

も
の
づ
く

り
」
を
中
心
に
据
え
た
教
育
を
行

う
。

 

実
験
，
研
究
の
背
景
を
意
識

し
，
実
験
デ
ー
タ
を
科
学
的
に

分
析
で
き
，
簡
単
な
考
察
を
加

え
る
こ
と
の
で
き
る
技
術
者

を
養
成
す
る
。

 

現
実
の
問
題
や
未
知
の
問
題

に
対
し
て
，
問
題
の
本
質
を
的

確
に
捉
え
，
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を

活
用
し
た
問
題
解
決
手
法
を

自
ら
立
案
・
推
進
で
き
る
能
力

を
養
う
。

 

防
災
，
環
境
，
社
会
資
本
整
備
等

に
つ
い
て
自
ら
学
習
し
，
問
題
を

提
起
す
る
能
力
を
養
う
。
ま
た
，

問
題
の
解
決
策
を
豊
か
な
発
想

で
創
造
す
る
た
め
の
能
力
を
も

つ
技
術
者
を
育
成
す
る
。

 

建
築
図
面
を
理
解
し
，
設

計
す

る
能

力
を

養
成

す

る
。

ド
ロ

ー
イ

ン
グ

や

CA
D
に
よ
る
作
図
技
術
や

模
型
製
作
技
術
を
養
成
す

る
。

 

４
 

 コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
  

科
学
的
な
分
析
に
基
づ
く
論
理

的
な
記
述
力
，
明
解
な
口
頭
発

表
能
力
，
十
分
な
討
議
能
力
及

び
国
際
的
に
通
用
す
る
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
の
修
得

 

言
語
系
：
技
術
者
と
し
て
必
要
な

言
語
運
用
能
力
の
基
礎
を
身
に
つ

け
さ
せ
る
。

 

校
外
実
習
，
工
学
ゼ
ミ
及
び
卒
業

研
究
等
を
通
じ
て
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
や
発
表
の
ス
キ
ル
を

も
つ
技
術
者
を
育
成
す
る
。

 

得
ら
れ
た
成
果
を
短
い
報
告

書
に
ま
と
め
，
わ
か
り
や
す
く

口
頭
発
表
す
る
能
力
を
修
得

さ
せ
る
。

 

実
験
・
実
習
・
研
究
の
結
果
を
，

筋
道
を
立
て
て
報
告
書
に
ま

と
め
，
説
得
力
の
あ
る
口
頭
発

表
を
行
う
能
力
を
養
う
。

 

実
験
や
研
究
の
成
果
に
つ
い
て
，

記
述
力
，
口
頭
発
表
能
力
及
び
討

議
能
力
を
養
成
す
る
。

 

設
計
意
図
や
内
容
を
十
分

に
伝
達
で
き
る
説
明
力
と

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
力

を
養
成
す
る
。

 

５
 

 技
術
者
倫
理
  

世
界
の
文
化
・
歴
史
の
中
で
，

技
術
が
社
会
に
与
え
る
影
響
を

考
え
，
自
ら
の
責
任
を
自
覚
し

誇
り
を
持
つ
こ
と
の
で
き
る
技

術
者
の
育
成

 

人
文
系
：
人
格
形
成
の
た
め
の
教

育
と
し
て
位
置
づ
け
，
日
本
や
世

界
の
伝
統
的
な
も
の
ご
と
の
見

方
・
考
え
方
や
論
理
的
思
考
を
養

う
。

 
芸
術
・
体
育
系
：
生
涯
に
わ
た
る

健
康
保
持
・
増
進
の
た
め
に
，
ス

ポ
ー
ツ
を
通
し
て
心
身
を
鍛
え
る

と
と
も
に
感
性
を
豊
か
に
し
，
健

全
な
精
神
を
養
成
す
る
。

 

「
も
の
づ
く
り
」
に
お
い
て
環
境

を
考
慮
し
，
資
源
の
無
駄
を
無
く

す
視
点
を
持
つ
と
と
も
に
，
技
術

者
と
し
て
の
洞
察
力
，
協
調
性
及

び
社
会
性
を
身
に
つ
け
さ
せ
る
。

 

社
会
に
お
け
る
技
術
者
の
役

割
を
意
識
し
た
技
術
者
を
養

成
す
る
。

 

情
報
モ
ラ
ル
を
有
し
，
コ
ン
ピ

ュ
ー
タ
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が

社
会
に
与
え
る
影
響
を
考
慮

で
き
る
技
術
者
を
育
成
す
る
。

 

日
本
や
世
界
の
文
化
・
歴
史
，
技

術
が
社
会
に
与
え
る
影
響
を
理

解
さ
せ
，
ま
た
，
自
ら
に
も
社
会

に
も
誠
実
で
あ
り
，
技
術
者
と
し

て
の
誇
り
と
責
任
感
を
養
成
す

る
。

 

日
本
や
世
界
の
文
化
や
歴

史
を
多
面
的
に
認
識
す
る

能
力
を
養
成
す
る
。
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本
校
の
教
育
目
標
及
び
専
攻
科
教
育
目
標
 

 
学
校
教
育
目
標
 

一
般
学
科
 

電
子
機
械
工
学
専
攻
 

建
設
工
学
専
攻
 

情
報
科
学
専
攻
 

＊
機
械
工
学
 

＊
電
気
・
電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
 

＊
環
境
都
市
工
学
 

＊
建
築
学
 

１
 

 も
の
づ
く
り
能
力
  

社
会
の
変
化
と
要
請
を
的
確
に

捉
え
，
も
の
づ
く
り
を
多
面
的

に
認
識
し
，
実
現
可
能
な
シ
ス

テ
ム
を
構
築
で
き
る
技
術
者
の

養
成

 

社
会
系
：
世
界
の
国
の
文
化

や
歴
史
を
尊
重
し
な
が
ら
，

ど
の
よ
う
な
状
況
で
も
，
的

確
な
判
断
と
倫
理
観
を
も
っ

て
，
社
会
の
発
展
に
寄
与
で

き
る
技
術
者
と
し
て
の
能
力

を
育
成
す
る
。

 

「
材
料
と
構
造
」，
「
運
動
と
振

動
」，
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
流
れ
」，

「
情
報
と
計
測
・
制
御
」，
「
設

計
と
生
産
・
管
理
」
及
び
「
機

械
と
シ
ス
テ
ム
」
の
各
分
野
に

基
礎
的
な
造
詣
を
持
つ
技
術

者
を
育
成
す
る
。

 

シ
ス
テ
ム
の
安
定
性
を
考
慮
し

た
制
御
法
及
び
電
子
デ
バ
イ
ス

の
利
用
・
計
測
技
術
及
び
ス
キ
ル

と
安
全
意
識
を
身
に
付
け
た
技

術
者
を
養
成
す
る
。

 

社
会
の
変
化
と
要
請
を
的
確
に
捉

え
，
人
の
生
活
を
支
え
る
社
会
基
盤

の
役
割
を
熟
知
し
た
上
で
，
社
会
シ

ス
テ
ム
の
技
術
的
な
検
討
や
評
価

を
行
い
，
多
角
的
視
野
か
ら
シ
ス
テ

ム
や
構
造
物
の
設
計
能
力
を
も
っ

た
実
践
的
技
術
者
を
養
成
す
る
。

 

社
会
の
変
化
・
要
請
を
捉
え
，

問
題
を
分
析
・
抽
出
し
，
条
件

の
下
で
問
題
を
解
決
・
提
案
す

る
能
力
を
養
成
す
る
。

 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の

知
識
及
び
技
能
を
総
合
的
に
活
用

し
，
社
会
に
役
立
つ
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

シ
ス
テ
ム
を
構
築
で
き
る
実
践
的

技
術
者
を
養
成
す
る
。

 

２
 

 基
礎
学
力
  

実
験
・
実
習
で
培
わ
れ
る
豊
か

な
体
験
と
基
礎
理
論
の
深
い
理

解
と
の
融
合
か
ら
生
ま
れ
る
エ

ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
基
盤
の
確
立

 

理
数
系
：
本
科
で
身
に
つ
け

た
科
学
的
思
考
力
を
さ
ら
に

向
上
さ
せ
，
問
題
の
本
質
を

複
眼
的
に
と
ら
え
る
能
力
を

養
う
。

 

機
械
工
学
の
諸
分
野
に
お
け

る
問
題
に
対
し
て
適
切
な
実

験
を
計
画
し
，
結
果
を
得
る
こ

と
の
で
き
る
技
術
者
を
育
成

す
る
。

 

本
科
で
身
に
付
け
た
自
然
科
学

分
野
に
対
す
る
理
解
力
を
さ
ら

に
向
上
し
た
上
で
，
電
気
・
電
子

回
路
設
計
等
の
実
践
的
知
識
を

身
に
付
け
た
技
術
者
を
養
成
す

る
。

 

数
学
・
自
然
科
学
・
情
報
技
術
の
基

礎
や
工
学
の
基
礎
理
論
に
裏
打
ち

さ
れ
た
専
門
知
識
を
高
度
化
し
，
実

験
実
習
を
通
し
て
実
践
的
技
術
者

に
欠
か
せ
な
い
計
測
技
術
や
デ
ー

タ
解
析
法
に
つ
い
て
養
成
す
る
。

 

建
築
分
野
の
実
社
会
に
必
要

で
役
立
つ
知
識
や
技
術
を
応

用
し
て
問
題
を
解
決
す
る
能

力
を
養
成
す
る
。

 

問
題
の
本
質
を
数
理
的
に
と
ら
え
，

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
を
活
用

し
た
問
題
解
決
方
法
を
多
角
的
視

野
か
ら
検
討
で
き
る
技
術
者
を
養

成
す
る
。

 

３
 

 問
題
解
決
能
力
  

問
題
意
識
と
考
え
る
力
を
持

ち
，
自
ら
学
習
す
る
こ
と
に
よ

る
創
造
力
と
実
践
力
を
備
え
た

技
術
者
の
養
成

 

 
本
科
で
修
得
し
た
基
礎
的
な

能
力
に
加
え
て
，
よ
り
深
い
教

養
と
広
い
工
学
的
知
識
を
身

に
つ
け
た
技
術
者
を
育
成
す

る
。

 

実
験
，
研
究
の
背
景
を
自
ら
調

査
・
整
理
し
，
技
術
的
な
問
題
点

を
明
確
に
し
た
上
で
目
的
と
方

法
を
設
定
し
，
計
画
的
，
継
続
的

に
研
究
で
き
る
基
礎
的
な
研
究

能
力
を
持
つ
技
術
者
を
養
成
す

る
。

 

防
災
，
環
境
，
社
会
資
本
整
備
等
に

つ
い
て
自
ら
学
習
す
る
こ
と
で
，
問

題
を
提
起
す
る
能
力
や
問
題
の
解

決
策
を
豊
か
な
発
想
で
創
造
し
，
解

決
に
向
け
て
計
画
，
実
践
す
る
能
力

を
有
し
た
技
術
者
を
養
成
す
る
。

 

報
告
書
作
成
能
力
，
図
面
判
読

能
力
及
び
設
計
に
関
す
る
説

明
力
と
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ

ン
力
，
討
議
能
力
を
養
成
す

る
。

 

社
会
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
え
る

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

シ
ス

テ
ム

を
設

計
・
開
発
す
る
た
め
の
デ
ザ
イ
ン
能

力
を
有
し
，
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
用
い

た
適
切
な
解
析
・
処
理
を
提
案
で
き

る
創
造
的
技
術
者
を
養
成
す
る
。

 

４
 

 コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
  

科
学
的
な
分
析
に
基
づ
く
論
理

的
な
記
述
力
，
明
解
な
口
頭
発

表
能
力
，
十
分
な
討
議
能
力
及

び
国
際
的
に
通
用
す
る
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
の
修
得

 

言
語
系
：
技
術
者
と
し
て
，

よ
り
高
度
な
言
語
運
用
能
力

を
身
に
つ
け
さ
せ
る
。

 

機
械
工
学
の
諸
分
野
に
お
け

る
課
題
に
対
し
て
得
ら
れ
た

成
果
を
，
外
部
に
伝
達
で
き
る

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

を
持
つ
技
術
者
を
育
成
す
る
。

 

整
っ
た
章
立
て
に
従
い
，
わ
か
り

や
す
い
日
本
語
で
報
告
書
を
作

成
で
き
，
聴
衆
に
合
わ
せ
た
わ
か

り
や
す
い
日
本
語
で
口
頭
発
表
，

質
疑
応
答
す
る
こ
と
が
で
き
，

TO
EI

C4
50

点
相
当
以
上
の
英

語
運
用
能
力
を
持
っ
た
技
術
者

を
養
成
す
る
。

 

日
本
語
に
よ
る
論
理
的
な
記
述
力
，

明
解
な
口
頭
発
表
能
力
，
十
分
な
討

議
能
力
を
養
成
し
，
国
際
理
解
を
深

め
，
英
語
で
の
記
述
，
口
頭
発
表
及

び
討
議
の
た
め
の
基
礎
知
識
を
修

得
さ
せ
る
。

 

日
本
語
に
よ
る
論
理
的
な
記

述
，
口
頭
発
表
，
討
議
能
力
，

英
語
文
献
読
解
力
と
基
本
的

英
会
話
能
力
を
養
成
す
る
。

 

日
本
語
を
使
っ
て
，
説
得
力
の
あ
る

口
頭
発
表
が
で
き
，
筋
道
を
立
て
て

報
告
書
を
書
く
こ
と
が
で
き
る
と

と
も
に
，
英
語
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
基
礎
能
力
を
有
す
る
技

術
者
を
養
成
す
る
。

 

５
 

 技
術
者
倫
理
  

世
界
の
文
化
・
歴
史
の
中
で
，

技
術
が
社
会
に
与
え
る
影
響
を

考
え
，
自
ら
の
責
任
を
自
覚
し

誇
り
を
持
つ
こ
と
の
で
き
る
技

術
者
の
育
成

 

人
文
系
：
日
本
や
世
界
に
つ

い
て
，
広
く
深
い
見
方
・
考

え
方
や
論
理
的
な
思
考
力
を

養
う
。

 
芸
術
・
体
育
系
：
健
康
状
態

を
客
観
的
に
評
価
し
，
自
ら

健
康
管
理
が
実
践
で
き
る
能

力
を
育
成
す
る
。

 

技
術
の
社
会
へ
の
影
響
な
ら

び
に
技
術
者
倫
理
を
学
ぶ
こ

と
に
よ
り
，
社
会
に
お
け
る
役

割
と
責
任
を
理
解
す
る
技
術

者
を
育
成
す
る
。

 

社
会
に
お
け
る
技
術
者
の
役
割

と
責
任
を
理
解
し
た
技
術
者
を

養
成
す
る
。

 

日
本
や
世
界
の
文
化
や
歴
史
を
よ

く
認
識
し
，
技
術
が
社
会
に
与
え
る

影
響
を
理
解
し
，
自
ら
に
も
社
会
に

も
誠
実
で
あ
り
，
技
術
者
と
し
て
の

誇
り
と
責
任
感
を
も
っ
た
技
術
者

を
育
成
す
る
。

 

建
築
技
術
が
社
会
に
与
え
る

影
響
を
理
解
す
る
能
力
を
養

成
す
る
。
技
術
者
と
し
て
の
誇

り
と
責
任
感
を
養
成
す
る
。

 

倫
理
観
を
も
ち
，
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
や

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
社
会
に
与
え
る

影
響
を
正
し
く
認
識
で
き
る
技
術

者
を
養
成
す
る
。

 

＊
印
は
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
名
を
示
す
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１ 諸手続 
 

 

１　
諸　
　
手　
　
続



学生関係窓口と担当業務一覧 

学生課                        （外線）0565-36-（下記番号） 

係名等 担当業務 

教務係 

5914 

教育課程の編成，授業，試験，成績及び出席簿に関すること。 

学生の学籍（入学・退学・休学・卒業・転科等）に関すること。 

研究生・聴講生・科目等履修生に関すること。 

学位申請に関すること。 

国際交流，海外留学に関すること。 

教科用図書に関すること。 

教室等学生課所掌施設の貸与及び管理に関すること。 

（課外活動を目的とする場合は学生支援係） 

教室・教具・教材の整備に関すること。 

大学編入学に関すること。 

入学者選抜（本科・専攻科・編入学・再入学）に関すること。 

学生募集，オープンキャンパス，新入生オリエンテーション等に関すること。 

障害のある学生に対する合理的配慮の提供に関すること。 

所掌事務に係る諸証明に関すること。 

学生支援係 

5913 

学生の課外活動（高専大会，各種コンテスト含む）に関すること。 

学生及び学生団体（学生会）の指導監督に関すること。 

学生の課外活動施設等の管理運営及び事業に関すること。 

奨学金・奨学給付金に関すること。 

入学料・授業料等の免除・徴収猶予及び就学支援金等に関すること。 

スキー教育，交通安全教育，合宿研修の実施に関すること。 

学生の表彰及び懲戒に関すること。 

豊田高専広報に関すること。 

学生の自動車，自動二輪車，原動機付自転車及び自転車の使用申請・許可等に関す

ること。 

学校学生生徒旅客運賃割引証（学割証）の発行及び管理に関すること。 

学生証に関すること。 

就職資料・情報の収集及び提供に関すること。 

その他学生の厚生補導に関すること。 

所掌事務に係る諸証明に関すること。 

寮務係 

5973 

学寮・学寮食堂の管理運営に関すること。 

学生の入退寮に関すること。 

学寮の宿日直に関すること。 

その他寮生に関すること。 

所掌事務に係る諸証明に関すること。 

保健室 

5844 

学生の保健管理及び保健室の管理運営に関すること。 

日本スポーツ振興センター及び学生災害に関すること。 

学生相談に関すること。 

所掌事務に係る諸証明に関すること。 
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総務課 

 

在学中の諸手続一覧 

授業・試験に関すること（担当係：教務係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

欠席をするとき 欠席届 その都度 28 

特別欠席をするとき 特別欠席願 その都度 28 

家族・親類が死亡したとき 忌引願 その都度 28 

追試験を受けるとき 追試験願 指定期日 29 

課題研究甲の単位を申請するとき 課題研究甲単位修得申請書 指定期日 33 

 

海外留学に関すること（担当係：教務係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

海外留学を希望する場合 海外留学受験申請願 指定日 42 

 

転科・休学・復学・退学に関すること（担当係：教務係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

転科を希望するとき 転科願 指定日 43 

休学するとき 休学願 異動日の２週間前 43 

復学するとき 復学願 異動日の２週間前 44 

退学するとき 退学願 異動日の２週間前 44 

 

保証人変更・転居・改氏名に関すること（担当係：教務係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

保証人が変更になったとき 保証人変更届 その都度 － 
保証人の住所又は氏名が変更になったとき 保証人住所（氏名）変更届 その都度 － 
転居などで住所が変更になったとき 

（保証人とともに住所を変更した場合は保

証人住所（氏名）変更届を提出すること） 

住居変更届 その都度 － 

改氏名その他一身上に異動があったとき 身上異動届 その都度 － 
 

 

 

 

 

 

 

係名等 担当業務 

財務係 

5907 

入学検定料・入学料・授業料・寄宿料・日本スポーツ振興センター災害共済掛金等

の収納に関すること。 
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通学・学割に関すること（担当係：学生支援係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

学生証の再交付を受けるとき 学生証再交付願 その都度 82 

通学定期乗車券を購入するとき 通学定期乗車券発行控 その都度 82 

自転車を使用（登録）するとき 自転車使用届 その都度 82 

自動車等を使用（登録）するとき 自動車等使用許可申請書 その都度 83 

学割で乗車券を購入するとき 学生旅客運賃割引証交付願 その都度 83 

代車（許可された自動車等の代わり）を使用

するとき 

代車の届出（登録） その都度 － 

自動車を一時的に使用したいとき 臨時自動車使用許可申請書 １週間以前 － 

 

就学支援金に関すること（対象：１～３年生）（担当係：学生支援係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

休学するとき 支給停止申出書 休学前 86 

復学するとき 支給再開申出書 復学する月の

前月末まで 
86 

保護者に変更があったとき 受給資格認定申請書又は 

収入状況等届出書 

その都度 86 

 

授業料免除・猶予に関すること（担当係：学生支援係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

経済的理由などにより授業料の納入が困難

なとき 

授業料免除申請書等 指定期日 87 

経済的理由などにより授業料の納入期日を

延ばしたいとき 

授業料徴収猶予願等 指定期日 87 

 

日本学生支援機構奨学金に関すること（担当係：学生支援係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

奨学金を受けようとするとき 奨学金申請願等 指定期日 88 

自宅外通学者が自宅通学となったとき 貸与月額変更願 その都度 88 

転居などで住所が変更になったとき 住所変更届 その都度 88 

休学・退学・復学及び奨学金を辞退するとき 異動届（願） その都度 88 

連帯保証人・保証人が変更したとき 連帯保証人・保証人等変更届 その都度 88 

 

課外活動に関すること（担当係：学生支援係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

校外団体に加盟するとき 校外団体加盟願 その都度 － 

クラブなど学生が団体を結成するとき 学生団体結成願 その都度 － 

集会，催物その他の行事を実施するとき 集会（行事）許可願 ２週間以前 － 

集会，催物その他の行事を実施したとき 集会等経過報告書 終了後最終日

を含め３日以

内 

－ 
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事項 手続 提出時期 参照ページ 

雑誌，新聞，パンフレット等の印刷物を配布

し，又は販売の目的で作成しようとするとき 

印刷物作成配布（販売）許可

願 

その都度 － 

ビラ，ポスター類を掲示するとき 掲示許可願 その都度 － 

学内施設，設備を使用するとき 学内課外活動許可願及び施

設・設備使用願 

２週間以前 － 

学外で課外活動を行うとき 学外課外活動許可願 ２週間以前 － 

学外で課外活動を行ったとき 課外活動報告書 終了後最終日を 

含め1週間以内 

－ 

貸出用の物品を借りるとき 物品借用願 １週間以前 － 

学内又は学外で合宿をするとき 学内合宿願又は学外合宿願 ２週間以前 － 

 

生活に関すること（担当係：学生支援係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

海外旅行をするとき 海外旅行届 ２週間前 102 

アルバイトをするとき 

（１年生，２年生は原則禁止） 

アルバイト届 ２週間前 102 

下宿をするとき 下宿届 その都度 102 

盗難・紛失にあったとき 盗難届 紛失届 その都度 － 

交通事故や交通違反を起こしたとき 交通（違反・事故）届 その都度 － 

その他事件を起こしたとき 

事件に巻き込まれたとき 

事件届 その都度 － 

 

落とし物に関すること（担当係：学生支援係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

忘れ物や落とし物をした場合，又は忘れ物や

落とし物を見つけた場合 

紛失・拾得届 その都度 102 

 

寮生活に関すること（担当係：寮務係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

寄宿料の納付が著しく困難な場合 寄宿料免除願 ４月初旬 － 

学寮への入寮を希望するとき 入寮願 その都度もしく

は学校が指定す

る日 

－ 

学寮からの退寮を希望するとき 退寮願 退寮希望日の 

2週間前まで 
－ 

学寮への入寮が決まったとき 入寮誓約書 入寮時 
もしくは学校が

指定する日 

－ 

点呼時間に遅れる場合 外出届 
外出日の 

16時30分まで※ 109 

休業日以外に帰省する場合 臨時帰省届 
臨時帰省日の 

16時30分まで※ 
110 

 

事項 手続 提出時期 参照ページ 
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学寮に不在で，食事を必要としない場合 欠食届 欠食日の 

3営業日前 
（食券日は含まな

い）まで 

110 

学寮の施設を使用したいとき 学寮附属施設等使用許可願 使用希望日の 

１週間前まで 
112 

※休業日にかかるものは，休業前日の16時 30分まで 

 

授業料等学納金に関すること（担当係：財務係） 

事項 手続 提出時期 参照ページ 

授業料等学納金振替預金口座の変更を希望す

るとき 

預金口座振替依頼書・自動

払込利用申込書 

その都度 － 

 

 

各種証明書の発行 

各種証明書の発行を希望する場合は学生課担当係の窓口に証明書発行願を提出してください。な

お，証明書の発行には日数を要しますので，余裕を持って手続をしてください。 

事項 種類 発行に要する日数 担当係 

在学していることを証明するとき 在学証明書 

１日（＊） 

教務係 

修得した科目の成績を証明するとき 単位修得・学業成績証明書 

卒業することを証明するとき（本科） 卒業見込証明書 

修了することを証明するとき（専攻科） 修了見込証明書 

大学編入学等で調査書を必要とするとき 調査書 約２週間 

健康診断証明書を必要とするとき 健康診断証明書 １日 

在寮していることを証明するとき 在寮証明書 １日 寮務係 

＊英文証明書の場合は発行に１～２週間程度要します。 
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２ 教務関係 
 

  

２　
教　
務　
関　
係



学期と年間行事 

学年を次のとおりに分け，授業を行います。年間行事については，巻末の豊田高専カレンダーを

確認してください。 

前学期 4月1日から9月30日まで 

後学期 10月 1日から翌年3月31日まで 

 
授業時間 

１・２時限 9:00 ～ 10:30 

３・４時限 10:40 ～ 12:10 

５・６時限 13:00 ～ 14:30 

７・８時限 14:40 ～ 16:10 

９・10時限 16:20 ～ 17:50 

 
教育課程 

教育課程には，一般科目と専門科目の区別があります。 
それぞれの授業科目は，通年・前学期・後学期に分かれて授業が行われます。各学年の授業科目

や単位数は教育課程表及びシラバスで確認してください。 
 

履修 

履修申請について 
１ 履修の基本 
（１）受講を希望する授業の履修申請の手続を，期間内に行ってください。期間内であれば何

度でも申請内容の変更が行えます。 
（２）時間割どおりの科目全てを受講希望する場合は，履修申請の手続をしなくても自動的に

申請がなされますが，申請内容は必ず確認してください。 
（３）次の場合，履修申請の手続をする必要があります。 

ア 時間割以外の科目を履修する場合 
イ 時間割のなかで受講を希望しない科目がある場合 
ウ 並行開講科目を受講希望する場合 

（４）一度単位を修得した科目は，再度履修できません。 
２ 通年科目の履修について 

（１）通年科目は前学期と後学期を通して開講されますので，前学期に履修申請してください。 
（２）履修している通年科目の時間に他の後学期科目を履修申請することは可能です。しかし

この場合，この後学期科目を履修申請し終えた時点でその通年科目の評価は「Ｎ」となり

ます。 
３ 第４学年，第５学年で開講されている一般科目の並行開講科目履修について 

第４学年，第５学年で開講されている一般科目の並行開講科目の履修に先立ち，前年度に履

修希望調査がされます。 
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［平成23～27年度入学者適用分］ 

人文科学系の並行開講科目について，修得可能な単位数の合計は10単位までです。 

人文科学系の並行開講科目の一覧 
「哲学Ⅰ」，「哲学Ⅱ」，「歴史特論Ⅰ」，「歴史特論Ⅱ」，「現代社会学Ⅰ」，「現代社会学Ⅱ」， 
「法学Ⅰ」，「法学Ⅱ」，「経済学Ⅰ」，「経済学Ⅱ」，「英語ⅡA」，「英語ⅡB」，「ドイツ語A」， 
「ドイツ語 B」，「英語Ⅲ」，「文学特論」，「人文科学特論Ⅰ」，「人文科学特論Ⅱ」，「社会科学

特論Ⅰ」，「社会科学特論Ⅱ」 
［平成28年度以降入学者適用分］ 

並行開講科目で修得可能な単位数の合計は，学則別表第１－１（48ページ参照）によるもの

とします。 
 
４ 他学年他学科で開講されている科目の履修について 

他学年や他学科で開講されている科目の履修や単位修得については，以下のとおりとします。

なお，事前に受講希望科目の担当教員に許可を得て，履修申請の手続をしてください。 
 
（１）自学科で開講されている科目（一般科目・専門科目）のうち，他学年で開講されている

科目の履修及び修得について 
ア 第２・３・４・５学年の学生は，下位の学年で開講されている科目において，まだ

履修したことがない科目又は履修したが評価が「Ｎ」か「Ｆ」であった科目を履修し

て修得することができます。 
イ 第１・２・３・４学年において原級留置（休学による原級留置を除く）となった学

生は，原級留置の後第５学年に進級するまでに，自学年より１年上位の学年で開講さ

れている科目を履修して修得することができます。ただし，第４学年での卒業研究の

単位修得は認められません。 
ウ 他学年において修得した単位は進級及び卒業に必要な単位数に含まれます。ただし，

第１・２・３学年においては，自学年より上位の学年で開講されている科目の修得単

位は自学年における進級に必要な単位に含まれません。 
 

（２）他学科で開講されている一般科目の履修及び修得について 
ア  第２・３・４・５学年の学生は，下位の学年で開講されている一般科目において，

まだ履修したことがない科目又は履修したが評価が「Ｎ」か「Ｆ」であった科目は，

他学科においても履修して修得することができます。 
イ 他学科で修得した一般科目の単位は進級及び卒業に必要な単位に含まれます。 
ウ 自学年及び上位の学年で開講されている一般科目において，他学科で開講されてい

る同じ科目を履修することはできません。 
 
（３）他学科で開講されている専門科目の履修及び修得について 

ア 他学科で開講された専門科目を履修し修得した単位は，進級及び卒業に必要な単位

に含まれません。 
イ 統計学，解析学，応用物理学，近代物理学，応用物理実験，応用物理基礎は専門科
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目ですので，他学科で開講されたこれらの科目を履修して修得した単位も，進級及び

卒業に必要な単位に含まれません。 
５ 教育課程移行（変更）における科目の履修及び修得について 

教育課程移行（変更）にともない，統合・分割などにより，すでに修得したとみなされる科

目の履修及び修得は認められません。 
 
履修認定 
次の要件をすべて満たした場合に当該授業科目の履修を認定します。 
１ 出席時間数が学期授業時間数又は学年授業時間数の４分の３以上であること。 
２ 学習態度が良好であること。 
３ 所定の課題に対する報告書等を提出していること。 
４ 原則として，定期及び中間等の試験を受けていること。 
５ 各学期ごとに履修申請をしていること。 

 
遅刻・早退・欠席・臨時休講 

遅刻・早退 
正当な理由がなく遅刻や早退をすることがないようにしてください。遅刻や早退を３回すると

その授業を１回欠席したものとして扱われます。 
 
欠席 

授業を欠席（１日のすべての授業を欠課）する場合は，必ず指導教員に連絡し，事後速やかに

欠席届を学生課教務係に提出してください。 
１週間以上欠席するときは，欠席届に医師の診断書を添えて提出してください。 

 
忌引き 

父母近親の喪に服するために欠席する場合には，忌引願とそれを証明する書類（会葬礼状など）

を添えて学生課教務係に提出してください。 
忌引きの期間は，父母７日，祖父母・兄弟姉妹３日，伯叔父母・曾祖父母１日とします。 

 
特別欠席 

次に掲げる事項に該当する場合で校長が適当と認めるときは，特別欠席として扱われます。 
該当する場合は，指導教員の承認（認印又はサイン）を受けた特別欠席願を学生課教務係に提

出してください。 
特別欠席扱いを認められた欠席，欠課，遅刻又は早退は，欠席日数，欠課時数に加算しないも

のとします。 
１ 就職試験等によるやむを得ない欠席と学科長及び指導教員が認める場合 
２ 大学編入学試験等によるやむを得ない欠席と指導教員が認める場合 
３ 風水害又は火災等不測の災害によって，授業への正常出席が不可能であったと指導教員が認

める場合 
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４ 平常通学のために利用している交通機関又は交通路の事故等による交通遮断により，授業へ

の正常出席が不可能であったと指導教員が認める場合 
５ クラブ活動において部長教員等が引率する公式の試合，抽選会の参加によるやむを得ない欠

席と指導教員が認める場合 
６ 学校保健安全法施行規則第 19 条に該当する感染症（91 ページ参照；インフルエンザ等）に

かかった場合 
７ その他特別な事情によるやむを得ない欠席とすると教務主事が認める場合 

 
警報又は特別警報発令時における臨時休講 

午前６時の時点で，愛知県下（田原市を除く）に台風による暴風警報が発令されている場合，

又は愛知県下（田原市を含む）に大雨特別警報，暴風特別警報又は暴風雪特別警報が発令されて

いる場合は，当日の午前の授業は臨時休講となります。 
当日の午前10時までに上記警報又は特別警報が解除された場合には，原則として授業は午後か

ら実施します。ただし，鉄道等の運行状況や道路，河川等の復旧状況等で総合的に判断し，校長

が特に必要と認めた場合には，午後の授業も休講とすることがあります。 
授業中に上記警報又は特別警報が発令された場合は，直ちに休講とし，帰宅勧告をします。 
上記以外は原則として臨時休講になりませんが，自宅又は通学途中の地域における風水害によ

って授業への正常出席が不可能になった場合は，指導教員又は学生課教務係にその旨連絡してく

ださい。特別欠席扱いとなります。 
 

試験 

成績を評価するために行われる試験として定期試験，中間試験，小テストがあります。この項目

に続く「受験心得」をよく読んで試験に臨んでください。中間試験と小テストは授業の一環として

実施されますが，定期試験は授業終了後の定期試験期間中に行われます。成績の評価をするために

は他に，課題やレポートなども考慮されます。どの程度それぞれが考慮されるかは「シラバス」を

よく読んでください。 

 

試験の受け方 

１ 試験を受けるための心構えとして大切なことは，毎日続ける基本的な学習習慣を身に付けるこ

とです。 
２ 定期試験だけでなく，小テストや外部検定試験など，本校での全ての試験における不正行為は

処罰の対象になります。下記の「受験心得」をよく読んで試験に臨んでください。 
 

受験心得 

１ 病気，事故，その他やむを得ない理由により定期試験又は中間試験等を受けることができなか

った者の中で，指定期日までにその事由が解消し追試験願を学生課教務係に提出した者は，追試

験を受けることができる。ただし，病気の場合は医師の診断書（ただし，欠席が１日間のみの場

合には欠席した日の病院の領収書も可とする）又はこれに代わる理由書を，事故の場合はそれを
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証明する理由書を追試験願に添えて提出しなければならない。 
注：試験時に問題を受け取った時点で，その科目の追試験願を提出することができなくなります。

体調管理に気を遣い，体調が良くなければ医師（又は本校の看護師）と相談してから受験する

かしないかを決めてください。 
２ 指定期日までに追試験願を提出していない者は，当該試験を受けることができない。 
３ 正当な理由なく試験を受けなかった者，試験において不正行為のあった者又は懲戒処分中のた

め試験を受けることができなかった者は，追試験を受けることができない。 
４ 試験において不正行為のあった者は，その当該試験を受けなかったものとして処理する。 
５ 定期試験中において不正行為のあった者は，その時間以降の受験を停止させ，当該試験に係る

期間の全試験を受験しなかったものとして処理する。また，定期試験後において不正行為が認め

られた者は，当該試験に係る期間の全試験を受験しなかったものとして処理する。 
６ 本心得２，３，４，５項のいずれかに該当する者は，担当教員の判断により当該授業科目は履

修不認とすることができる。 
７ 受験に際しては，特に遅刻をしないように心掛けること。試験時間の３分の１を超えて遅刻し

た者は，当該試験を受験することができない。 
８ 答案は，試験時間の２分の１を経過した後でなければ提出できない。 

また，試験時間終了までの５分間は，答案を提出できない。 
９ 試験時間終了前に答案を提出した者は，直ちに退室しなければならない。 
10 受験に際しては，筆記具及び許されたもの以外は，持ち込まないこと。 
11 定期試験及び中間試験を受けるときには，学生名簿の番号順に席につくこと。 

12 その他監督の指示に従うこと。 
 

単位修得・成績 

履修が認定され，かつ，学期成績及び学年成績が所定の評定であるとき，当該授業科目の単位の

修得を認定します。 
学業成績の評価は，履修が認定された授業科目について前学期末と後学期末に行います。（通年科

目については学年末に実施します。） 
学業成績の評価は授業科目ごとにシラバスに明記された評価方法に基づき，100 点を満点として

評価します。 
成績評価が 60 点以上の授業科目については，評定をＡ，Ｂ又はＣとし，60 点未満の授業科目に

ついては，評定をＦとし単位を認定しません。 
また，履修を申請したが，欠席，出席時間数不足，あるいは課題，レポートの未提出，中間・定

期試験不受験等の場合は，履修が認定されません。 
この場合評定をＮとして単位も認定しません。 
学期成績及び学年成績は，成績通知日に個票が配布されるので，通知された成績の内容に疑義が

ある場合，指導教員を通じて申し出ること。疑義の申立て期間は，成績通知日から起算し，３日以

内とします。 
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学級順位 

第１学年から第４学年における学級順位は学年GPA の高い順序とします。学年GPA とは，在籍

する学年学科に開講されている科目のうち履修申請した科目のみを対象として，評価を数量化（Ａ=

４，Ｂ=３，Ｃ=２，Ｆ=０，Ｎ=０）した値に単位数を乗じた数値を加算し，それを履修不認定のＮ

の科目の単位数も加えた履修申請総単位数で除した値とします。ただし，学年 GPA 計算対象科目

の履修申請科目が年間28単位に満たない学生の学級順位は最下位とします。 
第５学年における学級順位は累積GPA の高い順序とします。累積GPA とは当該学期終了までに

履修申請した科目を対象として同様の計算をした値とします。 
課題研究の合格による評定は，学年GPA 及び累積 GPA 計算に含めません。 

 
進級・卒業認定 

進級要件 
進級のためには次の条件をすべて満たさなければなりません。 
ただし他学科専門科目の単位は進級に必要な単位に含めません。 

 
【第１学年】 
・第１学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題

研究によって認定された単位数の累計が，28単位以上であること。  
・特別活動の履修状況が良好であること。 

 
【第２学年】 
・第１・２学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び

課題研究によって認定された単位数の累計が，以下のとおりであること。 
機械工学科：60単位以上 
電気・電子システム工学科：61単位以上 
情報工学科：62単位以上 
環境都市工学科：60単位以上 
建築学科：62単位以上 

・特別活動の履修状況が良好であること。 
 

【第３学年】 
・第１・２・３学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数

及び課題研究によって認定された単位数の累計が，以下のとおりであること。 
機械工学科： 95単位以上 
電気・電子システム工学科：93単位以上 
情報工学科：95単位以上 
環境都市工学科：95単位以上 
建築学科：99単位以上 

・特別活動の履修状況が良好であること。 
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・機械工学科にあっては，授業科目「機械設計製図Ⅰ」，「メカトロニクス実習」及び「創造

総合実習」の全単位の修得が認定されていること。 
 
【第４学年】 
・修得が認定された単位数の累計が，以下のとおりであること。 

機械工学科： 139単位以上（一般科目70単位以上，専門科目62単位以上） 
電気・電子システム工学科：135 単位以上（一般科目 70 単位以上，専門科目 56 単位以

上） 
情報工学科：137単位以上（一般科目70単位以上，専門科目57単位以上） 
環境都市工学科：137単位以上（一般科目70単位以上，専門科目53単位以上） 
建築学科：139単位以上（一般科目70単位以上，専門科目60単位以上） 

・機械工学科にあっては，授業科目「機械設計製図Ⅱ」及び「工学実験」の全単位の修得が

認定されていること。 
・電気・電子システム工学科にあっては，授業科目「創造電気実験実習」，「電気基礎実験」，

「電気電子工学実験Ⅰ」，「電気電子工学実験Ⅱ」及び「電気電子工学ゼミ」の全単位の修

得が認定されていること。 
・情報工学科にあっては，授業科目「情報工学ゼミⅡ」，「工学実験Ⅰ」，「工学実験Ⅱ」，「エ

ンジニアリングデザインⅠ」及び「エンジニアリングデザインⅡ」の全単位の修得が認定

されていること。 
（※ 平成 30 年度以降入学者は，入学年度によって進級要件が異なります。詳しくは「豊田工

業高等専門学校授業科目の履修，単位の修得，進級及び卒業時の認定に関する規程」第４条

で確認してください。） 
 
課程修了の認定 

各学年の課程の修了については，所定の単位を修得したものについて認定します。 
単位の修得が認定された授業科目の単位数の累積が，その在籍する学年より上位の学年の進級

基準を満たしても，その上位の学年より一つ上の学年への進級は認定しません。 
 
卒業要件 

卒業のためには次の条件をすべて満たさなければなりません。 
また，他学科専門科目の単位は卒業に必要な単位に含めません。 

 
・修得が認定された単位数の累計が167単位以上（一般科目75単位以上，専門科目82単位以

上）であること。 
・必修科目の単位の修得が認定されていること。 
・一般科目及び専門科目の授業科目群に必要とされる修得単位数が記されている場合，授業科

目群ごとにその単位数以上の単位修得が認定されていること。 
（※ 平成 30 年度以降入学者は，入学年度によって進級要件が異なります。詳しくは「豊田工

業高等専門学校授業科目の履修，単位の修得，進級及び卒業時の認定に関する規程」第５条

で確認してください。） 
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（※ 平成 27 年度以前入学者は，入学年度によって卒業要件が異なります。詳しくは「豊田工

業高等専門学校授業科目の履修，単位の修得，進級及び卒業時の認定に関する規程」第５条

の３で確認してください。） 
 
原級留置 

進級要件・卒業要件を一つでも満たさない学生は，次年度も同じ学年に留まる（原級留置：留

年）ことになります。 
原級留置（休学による原級留置を除く）となった者については，当該学年で修得した科目（卒

業研究を含む）の単位を認定します。 
第１～４学年において一度原級留置（休学による原級留置を除く）となった者は，原級留置以

降第５学年進級時まで，在籍する学年の１年上位学年における科目を履修の上，単位を修得する

ことができます。ただし，第４学年での卒業研究の単位の修得は認めません。 
引き続き同一学年に在籍できる年数は２年（休学による原級留置を認められた年度を除く）を，

また総在籍年数は本科においては10年，専攻科においては４年を限度とします。 
 
専攻科修了要件 

専攻科を修了するためには次の条件をすべて満たさなければなりません。 
・学則第42条第１項に定める授業科目のうちから計62単位以上を修得しなければならない。

ただし，一般科目にあっては10単位，専門関連科目にあっては12単位以上，専門科目にあ

っては36単位以上を含むものとする。 
・各教育プログラムに定める科目の修得及び履修に関する要件を満たさなければならない。 
・この他，校長が教育上必要と認め，学則第13条第２項に定める授業科目を指定したときは，

当該科目を履修し，修得しなければならない。 
 

課題研究による単位修得の認定 

課題研究甲 
１ 課題研究甲は，学校が適当と認める技能検定について教員の指導のもとに研究に従事し，

合格した者に対して単位の修得を認定する。ただし，休学期間中及び休学（留学による休学

を除く）により原級留置となった年度中に受検して合格した場合は，課題研究による単位の

修得は認定しない。単位を認定する学科，単位の修得を認定する課題研究の名称，級（種別），

認定される単位数，単位認定の条件は別表１のとおりとする。 
なお，別表１に記載の技能検定の中には，主催団体などの都合により名称や試験内容が変

更されたり，廃止されることがある。このような場合，年度途中であっても別表１の内容が

一部変更される可能性がある。 
２ 課題研究甲の評価は，技能検定の合格者について「Ａ」とする。 
３ 既に課題研究甲の単位を認定された学生が，更に上位の等級の技能検定に合格した場合は，

当該上位の等級の単位数と既に認定された単位数との差を修得単位として認定する。 
４ 課題研究甲の合格によって単位修得の認定を希望する学生は「課題研究甲単位修得申請書」

に合格を証する書類の写しと必要に応じて受検日が確認できる書類の写しを添えて，指定期
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日までに校長に提出しなければならない。 
５ 修得を認定された単位は，受検した日付に在籍する学年の単位とする。単位修得申請締切

日までに上記の手続をすればその単位は進級単位に加算する。また，受検した日付の年度の

次年度４月末日までに単位修得申請をすれば修得単位として認定する。 
 
課題研究乙 

１ 課題研究乙は，教員の指導のもとに学校が適当と認める課題について研究に従事し，一定

の成果をあげた学生に対して単位の修得を認定する。単位を認定する学科，単位の修得を認

定する課題の名称，認定される単位数，単位認定の条件は別表２のとおりとする。 
２ 課題研究乙の評価は課題研究の内容，従事時間，成果，熱意等を学科において総合的に判

定し，「Ａ」，「Ｂ」，「Ｃ」，「Ｆ」又は「Ｎ」のいずれかに判定する。評価の詳細は学科におい

て定める。 
 
課題研究の修得単位数の認定の上限 

課題研究によって修得を認定できる単位数は５学年を通じて 12単位を超えないものとする。 
 
特別校外実習 

１ 特別校外実習において単位認定の対象となるボランティア活動は，国際機関，政府組織，

都道府県・市・町・村及び財団，協会などの公共団体が管理・運営しているものを原則とす

る。また，その活動内容が授業科目と密接な関連のあるものに限る。その関連性の有無につ

いての判断は学科が行う。 
２ ボランティア活動に従事し，単位の認定を希望する学生は，ボランティア活動に参加する

前にボランティア活動従事・単位認定申請書（ボランティア活動従事申請欄に記入）を指導

教員に提出し，学科に申し出て了承を得ること。 
ボランティア活動終了後に，次の書類等を指導教員に提出するものとする。 
・ボランティア活動従事・単位認定申請書（ボランティア活動単位認定申請欄に追加記入済

み） 
・ボランティア日誌 
・ボランティア活動終了証明書・ボランティア活動報告書（ボランティア日誌に添付のもの） 
・ボランティア活動の主旨や内容を詳しくまとめた報告書（ボランティア活動を紹介したパ

ンフレット・印刷物や，活動中の写真などを添付） 
３ ボランティア活動は２週間を標準として２単位を認定し，評価は「Ａ」とする。 
４ ボランティア活動の単位認定は学年当り１回を限度とする。 
５ ボランティア活動の単位認定は前記２の資料に基づき，学科の審査・承認を経て，教務委

員会が行うものとする。 
６ ボランティア活動の認定単位はボランティア活動の単位が認定された日の属する年度の単

位とする。 
 
産学連携実践セミナー 

１ 産学連携実践セミナーにおいて単位認定の対象となる活動は，校外の企業技術者等ととも
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に，ものづくりの企画，設計，製作などの実践的な教育を行っているものを原則とする。ま

た，その活動内容がものづくりあるいはデザインに関するものであり，かつ専門学科教育に

関連する実践的なものに限る。その関連性の有無についての判断は学科が行い，事前に教務

委員会の了承を得ることを条件とする。 

２ 活動の実施方法については，所属学科と受け入れ先との間で詳細に定め，活動終了後に活

動報告書及び実習日誌，さらに設計書等取り組んだ内容が判るものを提出するものとする。 

３ 単位の認定は，40時間の実習と５時間の報告書作成時間を合わせて「産学連携実践セミナ

ー（短期）Ⅰ」ないしは「産学連携実践セミナー（短期）Ⅱ」として１単位を認定し，80

時間の実習と10時間の報告書作成時間を合わせて「産学連携実践セミナー（長期）」として

２単位を認定する。 

４ 実習時間が40時間に満たないときは，原則として単位の認定は行わない。また，実習時間

が40時間以上かつ80時間未満の場合には，２単位としての認定は行わない。 

５ 「産学連携実践セミナー（短期）Ⅰ」，「産学連携実践セミナー（短期）Ⅱ」及び「産学連

携実践セミナー（長期）」について，これらを合わせて２単位を超えて修得することはでき

ない。なお，「産学連携実践セミナー（短期）Ⅱ」の認定は，「産学連携実践セミナー（短期）

Ⅰ」が既に認定されていることを前提とする。 

６ 活動に対する評価は，実習指導者の評価を参考とし，前記２の資料に基づき，学科の審査・

承認を経て，教務委員会が行うものとする。 

７ 受け入れ先等の規律，秘密保持に努め，インターンシップ対応の保険に加入すること。 

 

国際交流特別活動 
１ 国際交流特別活動（長期），国際交流特別活動（短期）Ⅰ，Ⅱは，本校のグローバルエンジ

ニア育成事業に関連して来日した海外留学生と本校の学生が共同して，本学内で実践される

国際的な教育交流活動に意欲的に参加するものを対象とする。 

２ 国際交流特別活動の単位認定を希望する学生は，この活動に参加する前に国際交流特別活

動・単位認定申請書（国際交流特別活動申請欄に記入）を担当教員に提出し，国際交流セン

ター長に了承を得ること。 

国際交流特別活動修了後に，次の書類等を担当教員に提出するものとする。 

・国際交流特別活動・単位認定申請書（国際交流特別活動・認定申請欄に追加記入済み） 
・国際交流特別活動日誌 
・国際交流特別活動修了証明書・国際交流特別活動報告書（国際交流特別活動日誌に添付の

もの） 
・国際交流特別活動の主旨や内容を詳しくまとめた報告書（交流活動中の写真や使用した資

料などを添付） 
３ 単位の認定は，40時間の国際交流活動と５時間の報告書作成時間を標準として「国際交流

特別活動（短期）Ⅰ」ないしは「国際交流特別活動（短期）Ⅱ」として１単位を認定し，80

時間の国際交流活動と 10 時間の報告書作成時間を標準として「国際交流特別活動（長期）」

として2単位を認定し，評価は「Ａ」とする。 

４ 「国際交流特別活動（短期）Ⅰ」，「国際交流特別活動（短期）Ⅱ」及び「国際交流特別活

動（長期）」について，これらを合わせて２単位を超えて修得することはできない。なお，「国
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際交流特別活動（短期）Ⅱ」の認定は，「国際交流特別活動（短期）Ⅰ」が既に認定されて

いることを前提とする。 

５ 国際交流特別活動の単位認定は，前記２の資料に基づき，国際交流センターの審査・承認

を経て，教務委員会が行うものとする。 

６ 国際交流特別活動の認定単位は，この単位が認定された日の属する年度の単位とする。 

 
別表１ 課題研究甲 

学   科 名   称 級（種別） 
単

位

数 
認定の条件及び注意事項  

一 般 学 科 

実 用 数 学 技 能 検 定 

準２級 1 
第１～３学年の合格者 

２ 級 2 

準１級 4  
１ 級 6  

実 用 英 語 技 能 検 定 
（ 英 検 Ｃ Ｂ Ｔ 含 む ） 

準２級 2 第１～３学年の合格者 
２ 級 4  
準１級 6  
１ 級 8  

技 術 英 語 能 力 検 定 

３ 級 1 第１～３学年の合格者 
２ 級 2  
１ 級 3  

準ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ 4  
ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ 6  

Ｔ Ｏ Ｅ Ｉ Ｃ （ 注 1 ） 

Ⅰ 
(400～449 点) 1  

Ⅱ 
(450～499 点) 

2  
Ⅲ 

(500～569 点) 
3  

Ⅳ 
(570～649 点) 

4  
Ⅴ 

(650～729 点) 
5  

Ⅵ 
(730 点以上) 

6  

ド イ ツ 語 技 能 検 定 

４ 級 1  
３ 級 2  
２ 級 4  
準１級 6  
１ 級 8  

実用フランス語技能検定 

４ 級 1  
３ 級 2  
準２級 3  
２ 級 4  
準１級 6  
１ 級 8       
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学   科 名   称 級（種別） 
単

位

数 
認定の条件及び注意事項  

一 般 学 科 

ス ペ イ ン 語 技 能 検 定 

５ 級 1  
４ 級 2  
３ 級 4  
２ 級 6  
１ 級 8  

日 本 漢 字 能 力 検 定 
（ 漢 検 Ｃ Ｂ Ｔ 含 む ） 

２ 級 1 第１～３学年の合格者 
準１級 2  
１ 級 3  

日 本 漢 字 能 力 検 定 
（ 漢 検 Ｃ Ｂ Ｔ 含 む ） 

 
（外国人留学生のみ適用） 

７ 級 1 

「日本漢字能力検定（漢

検ＣＢＴ含む）」と「日

本語能力試験」を合わせ

て８単位を上限とする。 

６ 級 2 

５ 級 3 

４ 級 4 

３ 級 5 

２ 級 6 

準１級 7 

１ 級 8 

日 本 語 能 力 試 験 
（外国人留学生のみ適用） １ 級 4 

専 門 学 科 共 通 

デ ィ ジ タ ル 技 術 検 定 
（ 情 報 ・ 制 御 ） 

３ 級 1 第１～３学年の合格者 

２ 級 2 

｢情報｣と｢制御｣の両方の

分野に合格しても，認定

単位数は加算されない。 

１ 級 3 

｢情報｣と｢制御｣の両方の

分野に合格しても，認定

単位数は加算されない。 
Ｃ Ｇ エ ン ジ ニ ア 検 定 ｴｷｽﾊﾟｰﾄ 1  
技 術 士 第 一 次 試 験 ＊ ＊ 2  
Ｉ Ｔ パ ス ポ ー ト 試 験 ＊ ＊ 1  
基 本 情 報 技 術 者 （注２） ＊ ＊ 2  
応 用 情 報 技 術 者 （注３） ＊ ＊ 4  
ネットワークスペシャリスト （注４） ＊ ＊ 8 

左記検定に複数合格した

場合，２つ目以降の認定

単位数は４単位とする。 

データベーススペシャリスト （注４） ＊ ＊ 8 

IT サービスマネージャ （注４） ＊ ＊ 8 

エンベデッドシステムスペシャリスト （注４） ＊ ＊ 8 

情報処理安全確保支援士試験   （注４） ＊ ＊ 8 

I T ストラテジスト （注４） ＊ ＊ 8 

システムアーキテクト （注４） ＊ ＊ 8 左記検定に複数合格した

場合，２つ目以降の認定

単位数は４単位とする。 
プロジェクトマネージャ （注４） ＊ ＊ 8 

システム監査技術者 （注４） ＊ ＊ 8 

機 械 工 学 科 ２次元ＣＡＤ利用技術者 ２ 級 1  
１ 級 2  

機 械 設 計 技 術 者 試 験 ３ 級 2  
電 気 ・ 電 子 
システム工学科 電 気 主 任 技 術 者 ３ 種 4  

２ 種 6  
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学   科 名   称 級（種別） 
単

位

数 
認定の条件及び注意事項  

電 気 ・ 電 子 
システム工学科 

陸 上 無 線 技 術 士 ２ 級 4  
１ 級 6  

電 気 通 信 主 任 技 術 者 線 路 1  
伝送交換 1  

２次元ＣＡＤ利用技術者 １ 級 2  
電 気 工 事 士 ２ 種 2  
エ ネ ル ギ ー 管 理 士 ＊ ＊ 3  

環境都市工学科 

測 量 士 試 験 ＊ ＊ 4  
測 量 士 補 試 験 ＊ ＊ 2  
２次元ＣＡＤ利用技術者 ２ 級 1  

１ 級 2  
土 木 施 工 管 理 技 術 
検 定 学 科 試 験 

２ 級 1 

｢土木｣，｢管工事｣，「造

園」の複数の分野に合格

しても，認定単位数は加

算されない。 

管 工 事 施 工 管 理 技 術 
検 定 学 科 試 験 
造 園 施 工 管 理 技 術 
検 定 学 科 試 験 

ビ オ ト ー プ 計 画 管 理 士 
２ 級 1 

「計画」，「施工」の複数

の分野に合格しても，認

定単位数は加算されな

い。 ビ オ ト ー プ 施 工 管 理 士 

環 境 計 量 士 
（濃度関係，騒音・振動関係） 

＊ ＊ 4 

「環境計量士（濃度）」

「環境計量士（騒音・振

動）」「一般計量士」の

複数の分野で合格して

も，認定単位数は加算さ

れない。 一 般 計 量 士 

公 害 防 止 管 理 者 
（水質関係，大気関係， 
 騒 音 ・ 振 動 関 係 ） 

＊ ＊ 2 

「水質」，「大気」，「騒

音・振動」の複数の分野

で合格しても認定単位

数は加算されない。 
防 災 士 資 格 取 得 試 験 ＊ ＊ 2  

建 築 学 科 

宅 地 建 物 取 引 士 ＊ ＊ 2  
福 祉 住 環 境 コ ー 
デ ィ ネ ー タ ー 検 定 

３ 級 1  
２ 級 2  
１ 級 3  

２次元ＣＡＤ利用技術者 ２ 級 1  
１ 級 2  

（注１）は，公開テスト（TOEIC Listening & Reading Test）又は本校において実施したＩＰテス

ト［団体受験特別制度］によって取得したスコアーのみを有効とする。 
（注２）は，「ＩＴパスポート試験」の上位の等級とする。 
（注３）は，「基本情報技術者」の上位の等級とする。 
（注４）は，「応用情報技術者」の上位の等級とする。 
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別表２ 課題研究乙 
学   科 名    称 単位数 認定の条件 

一 般 学 科 
国 際 交 流 特 別 活 動 （ 長 期 ） 2  
国 際 交 流 特 別 活 動 （ 短 期 ） Ⅰ 1  
国 際 交 流 特 別 活 動 （ 短 期 ） Ⅱ 1  

専 門学科共通 

ロ ボ ッ ト 製 作 Ⅰ 1 

平成 28 年度以前入学者

に適用 

ロ ボ ッ ト 製 作 Ⅱ 1 

ロ ボ ッ ト 製 作 Ⅲ 1 

ロ ボ ッ ト 製 作 Ⅳ 1 

ロ ボ ッ ト 製 作 Ⅴ 1 

ロ ボ ッ ト 製 作 Ⅵ 1 

ロ ボ ッ ト 設 計 製 作 Ⅰ 1 
平成 29 年度以降入学者

に適用 ロ ボ ッ ト 設 計 製 作 Ⅱ 1 

ロ ボ ッ ト 設 計 製 作 Ⅲ 1 

設 計 競 技 Ⅰ 2 
入選者に限る 
(全国の高専生に限定さ

れたもの，又は地区) 

設 計 競 技 Ⅱ 2 

設 計 競 技 Ⅲ 2 

設 計 競 技 Ⅳ 2 

設 計 競 技 （ 全 国 ） Ⅰ 4 
入選者に限る 

設 計 競 技 （ 全 国 ） Ⅱ 4 

設 計 競 技 （ 国 際 ） 8 入選者に限る 
特 別 校 外 実 習 Ⅰ 2  
特 別 校 外 実 習 Ⅱ 2  
も の づ く り セ ミ ナ ー 1 第１～３学年 
自 然 資 源 活 用 も の づ く り Ⅰ 2  
自 然 資 源 活 用 も の づ く り Ⅱ 2  
産 学連 携実 践セ ミナー （短 期） Ⅰ 1  
産 学連 携実 践セ ミナー （短 期） Ⅱ 1  
産 学 連 携 実 践 セ ミ ナ ー （ 長 期 ） 2  

＊「ロボット製作Ⅰ~Ⅵ」によって認定できる単位数は，１学年において合計２単位を超えないも

のとする。 
＊「ロボット設計製作Ⅰ~Ⅲ」によって認定できる単位数は，１学年において１単位のみとする。 
＊「設計競技」によって認定できる単位数は，５学年を通じて８単位を超えないものとする。 
＊「特別校外実習」によって認定できる単位数は，１学年において２単位を超えないものとする。 
＊「ものづくりセミナー」は夏休み中に行い，対象学生は16名以内とする。 
＊「自然資源活用ものづくり」によって認定できる単位数は，１学年において２単位を超えないも

のとする。 
＊「産学連携実践セミナー」によって認定できる単位数は，５学年を通じて２単位を超えないもの

とする。 
＊「国際交流特別活動」によって認定できる単位数は，５学年を通じて２単位を超えないものとす

る。 
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特別活動 

特別活動は毎週１単位時間を授業時間内に取り，指導教員を中心としたホームルーム活動により

実施することを原則とする。 
その他種々な特別活動を学校行事として実施する。 

 
校外実習 

１ 実習単位の認定は，40時間の実習と５時間の報告書作成時間を合わせて「校外実習Ａ」ないし

は「校外実習Ｂ」として１単位を認定し，80 時間の実習と 10 時間の報告書作成時間を合わせて

「校外実習」として２単位を認定する。その際，実習指導者の評価を参考とし，実習日誌及び実

習報告会の発表に基づき評価する。 
２ 実習時間が 40 時間に満たないときは，原則として単位の認定は行わない。また，実習時間が

40時間以上かつ80時間未満の場合には，２単位としての認定は行わない。 
３ 「校外実習Ａ」，「校外実習Ｂ」及び「校外実習」について，これらを合わせて２単位を超えて

修得することはできない。なお，「校外実習Ｂ」の認定は，「校外実習Ａ」が既に認定されている

ことを前提とする。 
 

専攻科インターンシップ 

１ 実習単位の認定は，80 時間の実習と 10 時間の報告書作成時間を合わせて「インターンシップ

Ａ」ないしは「インターンシップＢ」として２単位を認定し，160時間の実習と20時間の報告書

作成時間を合わせて「インターンシップ」として４単位を認定する。その際，実習指導者の評価

を参考とし，実習日誌及び成果の発表に基づき評価する。 
２ 実習時間が 80 時間に満たないときは，原則として単位の認定は行わない。また，実習時間が

80時間以上かつ160時間未満の場合には４単位としての認定は行わない。 
３ 「インターンシップＡ」，「インターンシップＢ」及び「インターンシップ」について，これら

を合わせて４単位を超えて修得することはできない。なお，「インターンシップＢ」の認定は，「イ

ンターンシップＡ」が既に認定されていることを前提とする。 
４ 受講申請は，遅くとも実習開始１ヶ月前までに指導教員を通じて行う。 
５ 実習記録は，所定の日誌を使用する。 
６ 実習終了による単位申請は，各専攻科生の所属する専攻区分の学科が内容を審査したうえで，

専攻科指導教員が認定する。 
７ 学科内での審査が各年度内に完了する場合は，当該年度での単位認定を行う。２年度にわたる

場合は，２年目での単位認定とする。 
 

校外実習・専攻科インターンシップ心得 

校外実習・インターンシップ（以下「実習」という。）は，企業又は公共機関において専門的知識

とともに現場における技術を総合的に習得するために開設されたものであり，その結果により専門

課程の一環として単位の修得が認定されるものであるから，実習に従事する学生はこの心得を守ら

なければならない。 
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１ 学生はこの心得のほか，必要な事項，細目については実習期間開始前に学科長及び指導教員の

指導を受けること。 
２ 学生は，実習先の指導者の指導を受けるとともに，次に掲げる事項を守り，実習の目的を十分

に達成するよう心掛けること。 
（１）規律 

ア 出退勤時間，休憩時間を守ること，無断で欠勤，遅刻，早退等は絶対にしないこと。 
イ 実習機関の規律，作業内規等の規則に従うこと。 
ウ 学生としての良識ある行動を取り，礼節を守ること。 
エ その他実習機関の秩序を乱さないよう留意すること。 

（２）機密保持 
ア 無断で実習機関の設備，製品等の写真撮影をしないこと。 
イ 無断で指定外の場所に立ち入らないこと。 
ウ 許可なく，製品，研究，文献，ソフトウェア，図面，談話等を実習機関外に漏らさない

こと。 
（３）安全保持 

ア 操業上の注意事項，実習指導者の指示に従い，独断で作業しないこと。 
イ 作業心得，安全心得をよく守り，細心の注意を払い，事故を起こさないように心掛ける

こと。 
ウ 万一事故又は異常事態が発生したときは，直ちに指導者に報告するとともに，速やかに

学校へも連絡すること。 
（４）作業態度 

ア 監督者の指示に従い，独自の行動はとらないこと。 
イ 従業員に対しては，努めて謙虚な態度で接すること。 
ウ 必要以外の設備等には，手を触れたりしないこと。 
エ 作業の終了報告を必ず監督者にすること。 

（５）用具の使用 
ア 無断で実習機関の用具を使用しないこと，また，使用後は必ず元の場所に返納すること。 
イ 許可なく物品の搬出入はしないこと。 

３ 学生は，実習期間中常に指導教員と連絡を保つのに必要な処置をとっておくこと。 
４ 学生は，実習期間中毎日実習日誌を書き，実習指導者の確認を毎日受けること。 
５ 学生は，実習終了後校外実習終了証明書，校外実習報告書を実習指導者に提出し，確認を受け

て持ち帰ること。 
６ 学生は，校外実習終了証明書，校外実習報告書及び実習日誌を指導教員に提出し，実習内容を

報告会で発表すること。 
７ 実習へ参加する学生は各自，インターンシップ対応の賠償責任保険（任意保険）に加入するこ

と。この任意保険に加入していない学生は，インターンシップに申請することはできない。（イン

ターンシップ参加申請時に，任意保険証券の「写」を実習機関へ提出する必要があるので，任意

保険証券は大切に保管すること。） 
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製図，実験及び実習に関する心得 

１ 製図，実験及び実習は，所定の課題を履修しなければならない。ただし，あわせて筆記試験及

び口頭試問を行うことがある。 
２ 製図並びにレポートの提出期限は，厳守しなければならない。 
３ 作業には遅刻をしないこと。終了は各実験，実習グループごとに全員一斉に行うこと。 
４ 作業は厳正な態度で行い，みだりに席を離れないこと。 
５ 服装は，それぞれ所定のものを着用すること。 
６ 実験，実習中はもちろん，その前後も十分注意して作業の安全をはかること。 
７ 機械器具の取扱いについては，次の注意を守らなければならない。 
（１）使用法を十分理解してから慎重に取り扱うこと。 
（２）破損，故障，亡失したときは，速やかに担当教員に届け出て指示を受けること。 
（３）当該実験，実習に関係のない器機には，みだりに触れないこと。 
（４）機器の借用，返却については，所定の手続をすること。 

８ 水，電気，ガス，薬品，資材その他の消耗品等の使用については，浪費しないように留意する

こと。 
９ 製図室，実験室，実習室は整理，整頓を励行すること。 
10 作業終了後は，戸締り，電源の点検，火気の始末を確実に行い，担当教員に報告すること。 
 

工場及び施設等の見学に関する心得 

１ 工場及び施設等の見学の目的は校内で見られない施設，設備並びに製造過程等を実際に見聞し

学ぶことである。 
２ 学生は，学校で定めた見学に参加しなければならない。 
 見学は，授業の延長であるので取扱いはすべて授業に準ずる。 
３ 見学に際しては，服装，靴，態度等に注意し，本校の学生としてはずかしくない厳正な行動を

とる。 
４ 見学中はもちろん，その前後も安全に注意する。 
５ 見学終了後は，所定の日時までに報告書を担当教員に提出する。 
６ 見学旅行に関してもこの心得に準ずる。 
 

海外留学を希望する学生へ 

１ 留学を希望する第１学年，第２学年の学生に対し，４月に学生課前の掲示板などで海外留学の

募集の案内を行います。受験許可される人数については制限があります。保護者及び指導教員と

よく相談して，応募してください。 
２ 第４学年，第５学年及び専攻科学生に対する留学制度もあります。 
３ 海外留学受験申請時から海外留学出発までの期間も含め，学内などで懲戒又は指導を受けた場

合で推薦にふさわしくないと教務委員会で判断された場合，申請願，受験許可，留学許可を取り

消す場合があります。この際，プログラム参加費の払い戻しが認められない場合もあります。 
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海外留学受験許可 

本校では，海外留学を認めていますが，派遣団体・大学の選考試験の受験許可については，以下

のとおりとします。 
１ 派遣団体は，原則として以下のとおりです。 
（１）低学年（本科第１・２学年） 

 YFU，AFS の２団体 
（２）高学年（本科第４・５学年，専攻科第１・２学年） 

 ドイツ・アーヘン専門大学（freshman program） 
２ 受験資格は前年度の学年成績等を考慮して教務委員会において審議し，決定します。ただし，

本科第１学年の受験資格については，教務委員会が行う試験等の結果により審議し，決定するこ

とがあります。 
３ 受験手続については，指定する期日までに指導教員を通じて「海外留学受験申請願」を学生課

教務係へ提出してください。 
 

転科・休学・復学・退学・再入学・大学等の受験許可 

転科 
転科を希望する学生には第２学年までに限り転科を許可することがあります。 
希望する学生は，各年度の指定期日（１月下旬頃）までに指導教員を経て学生課教務係に転科

願を提出してください。 
転科を行う時期は，学年当初とします。 

 
休学 

疾病等その他の事由により，継続して３か月以上修学を中止し，休学しようとする場合には，

指導教員を経て休学開始日の２週間前までに学生課教務係に休学願を提出してください。 
休学期間が満了になっても，なお引き続いて休学する必要がある場合は，許可されている期間

が終わるまでに，休学の延長を願い出てください。 
疾病により休学するときは，休学願に加療期間（休学期間）の入った医師の診断書を添えてく

ださい。 
 
自己申告による特別希望休学 

この休学に関する制度は主としてメンタルヘルス的観点に立っています。現在の学修意欲，本

校における適応性，将来に対する希望など諸種の条件を冷静に反省し，判断して，現在の自分が

いかにあるべきかを省察する機会を作ろうというものです。したがって，在学中における年限な

どを規定しています。なお，本校においては，再入学制度を導入するなど，多角的にその能力の

再開発についても考慮しているので，この休学制度と共に認識してください。 
１ 特別希望休学による休学期間は，当該学年を含めて３か月以上１年度以内とし，復学時期は

復学する年度の始めとする。専攻科については当該学年を含めて３か月以上１年以内とし，復

学時期は復学する学期の始めとする。ただし，特別な理由がある場合は１年度，専攻科につい

ては１年を限度として休学期間の延長を認めることができる。 
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なお，特別希望休学願の提出は，在学中一回に限るものとする。 
２ 特別希望休学期間中における，学生会費は休学時期にかかわらず休学年度分の会費を全額納

入するものとする。したがって，クラブ活動等学生会活動を妨げないものとする。 
 
復学 

休学している者が，復学しようとする場合には，指導教員を経て復学希望日の２週間前までに

学生課教務係に復学願を提出してください。 
疾病により休学した者は，復学願に医師の診断書を添えてください。 

 
退学 

やむを得ない事由により，退学しなければならなくなった場合には，指導教員を経て退学希望

日の２週間前までに学生課教務係に退学願を提出してください。 
 
再入学 

本校の退学者で，勉学の意志強固で再入学を希望する者は，再入学試験の結果，再入学を許可

されることがあります。 
 
大学等の受験許可 

在学中に大学等（大学入試センター試験を含む）を受験する者は，指導教員に大学等受験許可

願を提出してください。 
受験後，退学を希望する場合は，進路変更意思確認の期日までに指導教員に退学願を提出して

ください。 
 

教室ロッカー使用に関するルール 

教室内のロッカーは，１人１個使用できます。書籍，ノート，体育館シューズ等私物類を保管す

るのに使用することができます。 

また，貴重品等は常に携帯するか，ロッカーに入れて鍵をかけましょう。 

１ 年度始めのHR・AGにて各自に割り当てられたロッカーを下記の期間中使用できる。 

★  年度始め ～ 後学期定期試験前日  ★ 

ただし，前年度，ロッカーの明け渡しが完了していない者は，ロッカーの使用は許可しない。 

２ 各自で錠を用意し，ロッカーに施錠することができる。 

３ ロッカー内の私物の管理・紛失等の責任は本人が負う。 

４ 使用期限までにロッカーを明け渡す。鍵をなくすなどして開けられない場合は，自ら破錠し開

けなければならない。 

５ 期限までに撤去していないロッカーについては中の荷物は処分される。 

６ 使用者が故意又は過失によってロッカーを破損又は汚損したときは，その損害の実費を弁償し

なければならない。 

７ 危険物，異臭物等保管に適さないと認められる物品をロッカーに入れてはならない。入ってい

ると疑われる場合，学校は対象となるロッカーを開錠し物品を撤去する等必要な措置をとる場合
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がある。 

８ 休学（留学予定者を含む）・退学する前日までにはロッカーを明け渡す。 
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別表第１－１　一般科目（各学科共通）（平成30年度以降入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

国 語 R 8 4 2 2

日 本 語 表 現 ＊ 2 2

現 代 社 会 R 2 2

地 理 R 2 2

歴 史 R 4 2 2

倫 理 R 1 1

基 礎 解 析 R 10 4 4 2

微 分 方 程 式 R 1 1

確 率 R 1 1

線 形 数 学 R 4 2 2

総 合 理 科 R 1 1

物 理 R 4 2 2

物 理 実 験 R 1 1

化 学 R 5 2 2 1

R 6 2 2 2

4 2 2

1 1

R 4 2 2

2 2

2 2

R 2 2

R 2 2

R 2 2

R 2 2

2 2

75 27 22 16 8 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

12 6 6

87 27 22 16 14 8

＊:第13条の２第２項が適用される科目，R: 必履修科目

授業科目 単位数 備　　　　　　　　　考

課題研究 別に定める

経 済 学 Ⅱ

合 計

英 語 Ⅱ

並行開講
文 学 特 論

人 文 科 学 特 論 Ⅰ

社 会 科 学 特 論 Ⅰ

英 語 Ⅲ
並行開講

ド イ ツ 語

人 文 科 学 特 論 Ⅱ
並行開講

社 会 科 学 特 論 Ⅱ

小 計

並行開講

修得単位
数は１２単
位まで

物 理 特 論

化 学 特 論

哲 学 Ⅰ

並行開講

修得単位
数は１０単
位まで

歴 史 特 論 Ⅰ

現 代 社 会 学 Ⅰ

法 学 Ⅰ

経 済 学 Ⅰ

哲 学 Ⅱ

並行開講

歴 史 特 論 Ⅱ

現 代 社 会 学 Ⅱ

法 学 Ⅱ

英 語 表 現

小 計

英 語 講 読

科 学 英 語 基 礎

数 学 特 論

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備考

国
語

６単位以上修得
複数の学年に配当の
授業科目は低学年か
らⅠ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，Ⅴ
とする。

ただし，基礎解析は３
学年をⅢ，Ⅳとする。

社
　
　
会

６単位以上修得

数
　
学

１０単位以上修
得

理
　
科

６単位以上修得

芸 術

保 健 体 育 ６単位以上修得

１１単位以上修
得

英 語 Ⅰ

英 語 会 話

英 語 文 法 ・ 作 文
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別表第１－２　一般科目（各学科共通）（平成28～29年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

国 語 8 4 2 2

日 本 語 表 現 ＊ 2 2

現 代 社 会 2 2

地 理 2 2

歴 史 4 2 2

倫 理 1 1

基 礎 解 析 10 4 4 2

微 分 方 程 式 1 1

確 率 1 1

線 形 数 学 4 2 2

総 合 理 科 1 1

物 理 4 2 2

物 理 実 験 1 1

化 学 5 2 2 1

10 2 2 2 2 2 ６単位以上修得

1 1

6 2 2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

4 2 2

75 27 22 16 8 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

12 6 6

87 27 22 16 14 8

＊第13条の２第２項が適用される科目

社
　
　
会

６単位以上修得

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備考

国
語

６単位以上修得
複数の学年に配当の
授業科目は低学年か
らⅠ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，Ⅴ
とする。

ただし，基礎解析は３
学年をⅢ，Ⅳとする。

数
　
学

１０単位以上修
得

理
　
科

６単位以上修得

保 健 体 育

芸 術

英 語 講 読

１１単位以上修
得

英 語 Ⅰ

英 語 会 話

英 語 文 法 ・ 作 文

英 語 表 現

科 学 英 語 基 礎

小 計

数 学 特 論

並行開講

修得単位
数は１２単
位まで

物 理 特 論

化 学 特 論

哲 学 Ⅰ

並行開講

修得単位
数は１０単
位まで

歴 史 特 論 Ⅰ

現 代 社 会 学 Ⅰ

ド イ ツ 語

法 学 Ⅰ

経 済 学 Ⅰ

哲 学 Ⅱ

並行開講

歴 史 特 論 Ⅱ

現 代 社 会 学 Ⅱ

法 学 Ⅱ

経 済 学 Ⅱ

小 計

合 計

英 語 Ⅱ

並行開講
文 学 特 論

人 文 科 学 特 論 Ⅰ

社 会 科 学 特 論 Ⅰ

英 語 Ⅲ
並行開講

人 文 科 学 特 論 Ⅱ
並行開講

社 会 科 学 特 論 Ⅱ

授業科目 単位数

課題研究 別に定める

備　　　　　　　　　考
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別表第１－３　一般科目（各学科共通）（平成23～27年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

国 語 8 4 2 2

日 本 語 表 現 ＊ 2 2

現 代 社 会 2 2

地 理 2 2

歴 史 4 2 2

倫 理 1 1

基 礎 解 析 10 4 4 2

微 分 方 程 式 1 1

確 率 1 1

線 形 数 学 4 2 2

物 理 4 2 2

物 理 実 験 1 1

化 学 5 2 2 1

10 2 2 2 2 2

2 1 1

6 2 2 2

＊ 2 2

2 2

2 2

2 2

4 2 2

75 27 22 16 8 2

2 2

2 2

2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

12 6 6

87 27 22 16 14 8

＊第13条の２第２項が適用される科目

授業科目 単位数 備　　　　　　　　　考

課題研究 別に定める

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考

国
語

複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲ，
Ⅳ，Ⅴとする。

ただし，基礎解析
は３学年をⅢ，Ⅳと
する。

社
　
　
会

数
　
学

理
科

保 健 体 育

芸 術

英 語 講 読

英 語 Ⅰ

英 語 会 話

英 語 文 法 ・ 作 文

英 語 表 現

科 学 英 語 基 礎

小 計

数 学 特 論
並行開講とし，修得
単位数は２単位

物 理 特 論

化 学 特 論

哲 学 Ⅰ

並行開講とし，修得
単位数は２単位

歴 史 特 論 Ⅰ

現 代 社 会 学 Ⅰ

法 学 Ⅰ

経 済 学 Ⅰ

文 学 特 論

人 文 科 学 特 論 Ⅰ

社 会 科 学 特 論 Ⅰ

哲 学 Ⅱ

並行開講とし，修得
単位数は２単位

歴 史 特 論 Ⅱ

現 代 社 会 学 Ⅱ

法 学 Ⅱ

経 済 学 Ⅱ

英 語 Ⅱ 並行開講とし，修得
単位数は２単位ド イ ツ 語

英 語 Ⅲ

並行開講とし，修得
単位数は２単位

人 文 科 学 特 論 Ⅱ 並行開講とし，修得
単位数は２単位社 会 科 学 特 論 Ⅱ

小 計

合 計
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別表第２　専門科目
１－１　機械工学科（平成30年度以降入学者適用分）

１年 ２年 ５年

＊R 2 必修

＊R 2

R 2

R 1

R 1

＊R 6 2

＊R 2 2

R 3 2

R 3 1

＊R 4

＊ 1 1

＊R 4

＊ 1 1

＊ 2 2

R 1 1

1 1

R 2 1

＊R 4 ２単位以上修得

R 2

R 2 2

R 2 2 必修

4 2 必修

＊R 2 2 必修

R 2 1 1

＊ 2 2

＊R 4 4

R 1 1

＊R 2 2

＊R 2

2

R 3 3

R 3 3 必修

3 必修

＊ 2

R 3 3

1

＊R 4 必修

R 10 10 必修

98 7 10 29

＊:第13条の２第２項が適用される科目，R: 必履修科目

備 考

解 析 学 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲとす
る。

応 用 物 理 学

応 用 物 理 実 験

統 計 学

３年
授 業 科 目 種別 単位数

学 年 別 配 当

４年

2

材 料 力 学
４単位以上修得

塑 性 加 工 学

2

1

1

2

4

材 料 学

情 報 工 学

６単位以上修得

機 械 工 学 特 論

熱 力 学

水 力 学

1

1 1

4

合 計

授 業 科 目

３単位以上修得情 報 技 術

メ カ ト ロ ニ ク ス

工 業 力 学

機 械 力 学

機 械 要 素 設 計

基 礎 製 図

機 械 設 計 製 図

4

単位数 備　　　　　　　　　考

19

3

課 題 研 究 別に定める

機 械 運 動 学

工 学 基 礎 演 習

基 礎 電 気 磁 気 学

基礎電気電子回路

基 礎 実 習

メ カ ト ロ ニ ク ス 実 習

創 造 総 合 実 習

校 外 実 習

応用機械設計製図

機 械 工 作 法

制 御 工 学

1

2

工 学 演 習

工 学 実 験

卒 業 研 究

1

2

2

2

4

4

31

2

- 51 -



１－２　機械工学科（平成28～29年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

＊ 2 2 必修

＊ 2 2

2 2

1 1

1 1

＊ 6 4 2

＊ 2 2

3 2 1

3 1 1 1

＊ 5 4 1

＊ 5 4 1

＊ 2 2

2 2

2 1 1

＊ 4 4 ２単位以上修得

2 2

2 2

6 2 4 必修

＊ 2 2 必修

2 1 1

＊ 2 2

＊ 4 4

1 1

＊ 2 2

＊ 2 2

2 2

3 3

3 3 必修

3 3 必修

＊ 2 2

3 3

1 1

＊ 4 4 必修

10 10 必修

98 7 10 19 33 29

＊ 第１３条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考

統 計 学

解 析 学 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲとす
る。

応 用 物 理 学

応 用 物 理 実 験

３単位以上修得情 報 技 術

メ カ ト ロ ニ ク ス

材 料 力 学
４単位以上修得

塑 性 加 工 学

材 料 学

情 報 工 学

６単位以上修得水 力 学

機 械 工 学 特 論

機 械 運 動 学

工 業 力 学

卒 業 研 究

応 用 機 械 設 計 製 図

機 械 工 作 法

制 御 工 学

熱 力 学

機 械 力 学

機 械 要 素 設 計

基 礎 製 図

機 械 設 計 製 図

別に定める

授 業 科 目

合 計

基 礎 電 気 磁 気 学

基 礎 電 気 電 子 回 路

基 礎 実 習

メ カ ト ロ ニ ク ス 実 習

課 題 研 究

創 造 総 合 実 習

単位数 備　　　　　　　　　考

校 外 実 習

工 学 基 礎 演 習

工 学 演 習

工 学 実 験
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１－３　機械工学科（平成23～27年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

＊ 2 2 必修

＊ 2 2

2 2

＊ 2 2

1 1

1 1

＊ 6 4 2

＊ 2 2

3 2 1

4 2 1 1

＊ 5 4 1

＊ 5 4 1

1 1

1 1

2 2

2 1 1

1 1

＊ 2 2

2 2

1 1

3 2 1 Ⅱ必修

1 1 Ⅰ，Ⅱ必修

＊ 6 4 2

4 2 2

＊ 2 2

＊ 4 4

1 1

＊ 2 2

2 2

1 1

3 3

3 3 必修

3 3 必修

＊ 2 2

1 1

＊ 4 4 必修

8 8 必修

97 7 12 20 31 27

＊第13条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考

課 題 研 究 別に定める

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考

統 計 学

解 析 学 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲと
する。

応 用 物 理 学

近 代 物 理 学

応 用 物 理 実 験

材 料 力 学
４単位以上修得

塑 性 加 工 学

材 料 学

情 報 工 学

熱 力 学

６単位以上修得水 力 学

流 体 機 械

工 学 演 習

機 械 運 動 学

工 業 力 学

基 礎 機 械 力 学
１単位以上修得

機 械 力 学

設 計 法

コ ン ピ ュ ー タ 図 学

基 礎 製 図

機 械 設 計 製 図

機 械 工 作 法

計 測 工 学

３単位以上修得制 御 工 学

情 報 技 術

基 礎 電 気 磁 気 学

基 礎 電 気 電 子 回 路

工 学 ゼ ミ

卒 業 研 究

合 計

基 礎 実 習

メ カ ト ロ ニ ク ス 実 習

創 造 総 合 実 習

校 外 実 習

機 械 創 造 実 験

工 学 実 験
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２－１　電気・電子システム工学科（平成30年度以降入学者適用分）

１年 ３年 ５年

＊R 2 2

＊R 2

R 2 2

R 1 1

R 2 1

R 1

1 1

R 2 2

R 2

R 2 2

R 1 1

R 1 1

2

2 2

＊ 2

＊ 2

＊R 2 2

＊ 2 2

＊R 2

1 1

＊ 7 1 2 ３単位以上修得

R 2 1 １単位以上修得

＊R 4 2

＊R 2 2

＊R 4 4

＊R 2 2

＊R 2

＊ 2 2

＊ 2 2

R 1 1

R 1 1

1 1

R 2 2

＊ 1

1 1

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2

R 1 必修

R 2 2 必修

R 4 必修

R 8 4 必修

R 8 8 必修

97 7 16 33

＊:第13条の２第２項が適用される科目，R: 必履修科目

学 年 別 配 当
備 考

統 計 学 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲと
する。

解 析 学

応 用 物 理 学

応 用 物 理 実 験

電 気 英 語 基 礎

２年

1

電 気 基 礎 演 習

電 気 数 学

電 気 数 理 演 習

基 礎 電 気 工 学

授 業 科 目 種別 単位数

基 礎 工 学 ゼ ミ

電 気 回 路

電 気 技 術 英 語

基 礎 交 流 回 路

交 流 回 路

４単位以上修得

回 路 理 論

電 気 計 測

電 子 回 路

基 礎 電 磁 気 学

電 磁 気 学

2

2

2

電 気 電 子 工 学 演 習

エ ネ ル ギ 変 換 工 学

４単位以上修得
電 力 工 学

シ ス テ ム 制 御 工 学

パワーエレクトロニクス

4

電 子 工 学

２単位以上修得半 導 体 工 学

デ ィ ジ タ ル 回 路

1

2

2

コ ン ピ ュ ー タ リ テ ラ シ

校 外 実 習

電 気 電 子 工 学 ゼ ミ

創 造 電 気 実 験 実 習

電 気 基 礎 実 験

マイクロコンピュータ工学

電 気 電 子 工 学 実 験

卒 業 研 究

プ ロ グ ラ ミ ン グ 基 礎

３単位以上修得

プ ロ グ ラ ミ ン グ 技 法

応 用 情 報 技 術

通 信 シ ス テ ム 工 学

信 号 処 理

1

2

1

4

4

合 計

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考

課 題 研 究 別に定める

11 30

４年

2

1

2

2
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２－２　電気・電子システム工学科（平成28～29年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

＊ 2 2

＊ 2 2

2 2

1 1

2 1 1

2 1 1

2 2

2 2

2 2

1 1

1 1

2 2

2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 4 4

＊ 2 2

1 1

＊ 7 1 4 2 ３単位以上修得

2 1 1 １単位以上修得

＊ 4 2 2

＊ 2 2

＊ 4 4

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

1 1

2 2

2 2

＊ 1 1

1 1

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

1 1 必修

2 2 必修

4 4 必修

8 4 4 必修

8 8 必修

97 7 11 16 30 33

＊ 第１３条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考

統 計 学 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲと
する。

解 析 学

応 用 物 理 学

応 用 物 理 実 験

電 気 英 語 基 礎

電 気 技 術 英 語

電 気 基 礎 演 習

電 気 数 学

電 気 数 理 演 習

基 礎 電 気 工 学

基 礎 工 学 ゼ ミ

電 気 回 路

基 礎 交 流 回 路

交 流 回 路

４単位以上修得
回 路 理 論

電 子 回 路

電 気 計 測

基 礎 電 磁 気 学

電 磁 気 学

電 気 電 子 工 学 演 習

エ ネ ル ギ 変 換 工 学

４単位以上修得
電 力 工 学

シ ス テ ム 制 御 工 学

パワーエレクトロニクス

電 子 工 学

２単位以上修得半 導 体 工 学

デ ィ ジ タ ル 回 路

コ ン ピ ュ ー タ リ テ ラ シ

マイクロコンピュータ工学

プ ロ グ ラ ミ ン グ 基 礎

３単位以上修得

プ ロ グ ラ ミ ン グ 技 法

応 用 情 報 技 術

通 信 シ ス テ ム 工 学

信 号 処 理

校 外 実 習

電 気 電 子 工 学 ゼ ミ

創 造 電 気 実 験 実 習

電 気 基 礎 実 験

電 気 電 子 工 学 実 験

課 題 研 究 別に定める

卒 業 研 究

合 計

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考
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２－３　電気・電子システム工学科（平成18～27年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

＊ 2 2
＊ 2 2

2 2
＊ 2 2

1 1
2 1 1
2 1 1
2 2
2 2
1 1
1 1
1 1
1 1
1 1
2 2
1 1

＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 4 4

2 2
1 1

＊ 7 1 4 2 ３単位以上修得
＊ 3 1 1 1 １単位以上修得

1 1
＊ 2 2
＊ 1 1
＊ 4 4
＊ 1 1
＊ 2 2
＊ 1 1
＊ 2 2

2 2
2 2

＊ 1 1
＊ 2 2
＊ 1 1
＊ 2 2

1 1
＊ 1 1

1 1
＊ 2 2

2 2 必修

4 4 必修

8 4 4 必修

8 8 必修

97 8 13 19 31 26

＊第13条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考
課 題 研 究 別に定める

合 計

統 計 学
解 析 学
応 用 物 理 学
近 代 物 理 学
応 用 物 理 実 験

校 外 実 習

応 用 情 報 技 術
先 端 技 術 論

プ ロ グ ラ ミ ン グ 技 法

コンピュータリテラシ

マイクロコンピュータ工学

プ ロ グ ラ ミ ン グ 基 礎

基礎エネルギ変換工学
エ ネ ル ギ 変 換 工 学

コ ン ピ ュ ー タ 工 学

備 考授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

通 信 シ ス テ ム 工 学

応 用 電 子 工 学
半 導 体 工 学
デ ィ ジ タ ル 回 路

シ ス テ ム 制 御 工 学

ソフトウェアシステム

電 子 工 学

電 気 英 語 基 礎
電 気 技 術 英 語

基 礎 電 気 工 学
基 礎 工 学 ゼ ミ

電 気 基 礎 数 学
電 気 数 学
電 気 力 学

電 子 回 路

基 礎 交 流 回 路

電 気 電 子 工 学 演 習

電 気 計 測

電 力 シ ス テ ム 工 学

電 気 基 礎 実 験
電 気 電 子 工 学 実 験
卒 業 研 究

複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲと
する。

４単位以上修得

３単位以上修得

１単位以上修得

１単位以上修得

交 流 回 路
回 路 理 論

創 造 電 気 実 験

数 理 基 礎 演 習

基 礎 電 磁 気 学
電 磁 気 学

基 礎 電 気 回 路
電 気 回 路
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３－１　情報工学科（平成30年度以降入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

R 2 2

R 1 1

＊R 2 2

＊R 2 2

R 1 1

R 6 2 4

4 4

＊R 2 2

＊R 2 2

＊R 2 2

＊R 2 2

R 1 1

R 1 1

R 3 2 1

R 1 1

1 1

＊R 2 2

＊R 2 2

＊R 2 2

R 1 1

1 1

1 1

R 1 1

＊ 2 2

＊ 2 2

＊R 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

R 1 1

4 1 2 1

＊R 4 2 2

＊R 2 2

＊R 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

R 2 1 1 Ⅱ必修

R 6 4 2 必修

R 2 2 必修

＊R 2 2 必修

＊ 2 2

R 8 8 必修

94 7 12 18 30 27

＊:第13条の２第２項が適用される科目，R: 必履修科目

応 用 物 理 学 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲ，
Ⅳとする。

応 用 物 理 実 験

解 析 学

統 計 学

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考

コンピュータ リテラシ

プ ロ グ ラ ミ ン グ

上級Ｃプログラミング

アルゴリズムとデータ構造

４単位以上修得プログラミング言語論

ソ フ ト ウ ェ ア 設 計

２単位以上修得
コンピュータシステム設計

過 渡 現 象 論

電 気 磁 気 学

シ ス テ ム プ ロ グ ラ ム

情 報 技 術 概 論

情 報 倫 理

デ ィ ジ タ ル 回 路

電 子 回 路

コ ン ピ ュ ー タ 工 学

回 路 理 論

コンピュータアーキテクチャ

校 外 実 習

卒 業 研 究

合 計

授 業 科 目

情 報 数 学

数 値 解 析

情 報 理 論

シ ス テ ム 工 学

知 能 メ デ ィ ア 処 理

情 報 工 学 ゼ ミ

数 理 工 学 演 習

工 学 実 験

エンジニアリングデザイン

信 号 解 析

情 報 ネ ッ ト ワ ー ク 論

情 報 通 信 工 学

制 御 工 学

情 報 回 路 理 論

単位数 備　　　　　　　　　考

課 題 研 究 別に定める
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３－２　情報工学科（平成28～29年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

2 2

1 1

＊ 2 2

＊ 2 2

1 1

6 2 4

4 4

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

1 1

1 1

3 2 1

2 1 1

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

2 1 1

1 1

1 1

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

5 1 1 2 1

＊ 4 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

＊ 2 2

2 1 1 Ⅱ必修

6 4 2 必修

2 2 必修

＊ 2 2 必修

＊ 2 2

8 8 必修

94 7 12 18 30 27

＊ 第１３条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考

応 用 物 理 学 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲ，
Ⅳとする。

応 用 物 理 実 験

解 析 学

統 計 学

コ ン ピ ュ ー タ リ テ ラ シ

プ ロ グ ラ ミ ン グ

上 級 Ｃ プ ロ グ ラ ミ ン グ

アルゴリズムとデータ構造

４単位以上修得プ ロ グラ ミン グ言 語論

ソ フ ト ウ ェ ア 設 計

シ ス テ ム プ ロ グ ラ ム

情 報 技 術 概 論

情 報 倫 理

デ ィ ジ タ ル 回 路

コ ン ピ ュ ー タ 工 学

電 子 回 路

コンピュータアーキテクチャ
２単位以上修得

コンピュータシステム設計

回 路 理 論

過 渡 現 象 論

電 気 磁 気 学

信 号 解 析

情 報 ネ ッ ト ワ ー ク 論

情 報 通 信 工 学

制 御 工 学

情 報 回 路 理 論

数 理 工 学 演 習

授 業 科 目

情 報 数 学

数 値 解 析

情 報 理 論

シ ス テ ム 工 学

知 能 メ デ ィ ア 処 理

情 報 工 学 ゼ ミ

工 学 実 験

エンジニアリングデザイン

校 外 実 習

卒 業 研 究

合 計

単位数 備　　　　　　　　　考

課 題 研 究 別に定める
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３－３　情報工学科（平成18～27年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

＊ 2 2
＊ 2 2

2 2
＊ 2 2

1 1
4 2 2

＊ 2 2
＊ 2 2

2 2
3 1 2
3 1 2
2 2
2 2

＊ 2 2
1 1 必修

＊ 2 2
1 1 必修

＊ 2 2
1 1 必修

＊ 2 2
2 2
2 2
2 2

＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
＊ 2 2

1 1 必修
1 1
1 1
1 1
1 1
2 2

＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
8 4 4 必修

＊ 2 2 必修
＊ 4 2 2 必修
＊ 2 2

6 6 必修

97 7 12 19 29 30

＊第13条の２第２項が適用される科目

複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱとす
る。

合 計

統 計 学
解 析 学
応 用 物 理 学
近 代 物 理 学
応 用 物 理 実 験

情 報 工 学 基 礎 ゼ ミ

画 像 処 理 工 学
人 工 知 能

情 報 数 学
数 値 解 析

上級Ｃプログラミング
上級Ｃプログラミング演習

シ ス テ ム 工 学
コンピュータリテラシ

備 考授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

プ ロ グ ラ ミ ン グ
プ ロ グ ラ ミ ン グ 演 習

アルゴリ ズム とデータ構造

アルゴリズムとデータ構造演習

計 算 機 言 語 論

シ ス テ ム プ ロ グ ラ ム

情 報 回 路 理 論

過 渡 現 象 論
電 気 磁 気 学

電 子 回 路
マイクロコンピュータ工学

直 流 回 路
交 流 回 路

コンピュータアーキテクチャ

マイクロコンピュータ工学演習

コンピュータアーキテクチャ演習

校 外 実 習
卒 業 研 究

計 算 機 言 語 論 演 習
ソ フ ト ウ ェ ア 設 計

エンジニアリングデザイン
エンジニアリングデザイン実習

ソフトウェア設計演習

工 学 実 験

コ ン ピ ュ ー タ 工 学

信 号 解 析

情 報 工 学 概 論
デ ィ ジ タ ル 回 路

情 報 通 信 工 学

情 報 理 論

情 報 ネ ッ ト ワ ー ク 論
制 御 工 学

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考

課 題 研 究 別に定める
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４－１　環境都市工学科（平成30年度以降入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

＊R 2 2
＊R 2 2
R 2 2
R 1 1
R 3 2 1
＊R 2 2
R 1 1
R 2 1 1
＊R 1 1
R 1 1
R 1 1
＊R 2 1 1
R 4 2 2
＊R 2 2
R 3 2 1
＊R 2 2
＊R 2 2
＊R 2 2
＊R 2 2
＊R 2 2
R 1 1
R 1 1
R 1 1
＊R 2 2
＊R 2 2
R 1 1
R 2 2
＊R 2 2
＊R 2 2
＊R 2 2
R 1 1
R 3 1 2
＊R 2 2
＊R 2 2
R 2 2
＊R 2 2
＊R 2 2
R 1 1
R 2 2
R 2 2
＊R 2 2
R 2 2
＊R 2 2
R 1 1
R 1 1
＊R 1 1
R 1 1
＊ 2 2
R 8 8 必修

94 7 10 20 32 25

＊:第13条の２第２項が適用される科目，R: 必履修科目

科 学 技 術 表 現 法

情 報 処 理

統 計 学 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲと
する。

解 析 学
応 用 物 理 学
応 用 物 理 基 礎
数 理 基 礎
計 画 数 理

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考

Ｃ Ａ Ｄ 製 図

測 量 学
２単位以上修得

リ モ ー ト セ ン シ ン グ
測 量 学 実 習

２単位以上修得
設 計 製 図

交 通 工 学

２単位以上修得
都 市 計 画
道 路 工 学
社 会 シ ス テ ム 計 画
産 業 倫 理

水 理 実 験

環 境 工 学 基 礎

２単位以上修得
大 気 ・ 生 物 環 境
水 環 境 工 学
環 境 衛 生 工 学
水 域 環 境
環 境 計 測 実 験

水 理 学
２単位以上修得

河 川 工 学
工 学 水 文

構 造 力 学
２単位以上修得

鋼 構 造

土 質 力 学
２単位以上修得

地 盤 防 災 工 学

卒 業 研 究

土 質 実 験
建 設 材 料 学

２単位以上修得
コ ン ク リ ー ト 構 造 学

建 設 材 料 実 験 実 習
建 設 施 工
環境都市工学概論ゼミ
工 学 基 礎 演 習
環境都市工学創造ゼミ
環 境 都 市 応 用 工 学
校 外 実 習

合 計

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考
課 題 研 究 別に定める
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４－２　環境都市工学科（平成28～29年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

＊ 2 2
＊ 2 2

2 2
1 1
3 2 1

＊ 2 2
1 1
2 1 1

＊ 1 1
1 1
1 1

＊ 2 1 1
4 2 2

＊ 2 2
3 2 1

＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
1 1
1 1

＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
2 2

＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
3 1 2

＊ 2 2
＊ 2 2

2 2
＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
2 2
2 2

＊ 2 2
2 2

＊ 2 2
1 1
1 1

＊ 1 1
1 1

＊ 2 2
8 8 必修
94 7 10 20 32 25

＊ 第１３条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考

統 計 学 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲと
する。

解 析 学
応 用 物 理 学
応 用 物 理 基 礎
数 理 基 礎
計 画 数 理
科 学 技 術 表 現 法

情 報 処 理

Ｃ Ａ Ｄ 製 図
２単位以上修得

設 計 製 図

測 量 学
２単位以上修得

リ モ ー ト セ ン シ ン グ
測 量 学 実 習
交 通 工 学

２単位以上修得
都 市 計 画
道 路 工 学
社 会 シ ス テ ム 計 画
産 業 倫 理
環 境 工 学 基 礎

２単位以上修得
大 気 ・ 生 物 環 境
水 環 境 工 学
環 境 衛 生 工 学
水 域 環 境
環 境 計 測 実 験

水 理 学
２単位以上修得

河 川 工 学
工 学 水 文
水 理 実 験

構 造 力 学
２単位以上修得

鋼 構 造

土 質 力 学
２単位以上修得

地 盤 防 災 工 学
土 質 実 験
建 設 材 料 学

２単位以上修得
コ ン ク リ ー ト 構 造 学

建 設 材 料 実 験 実 習
建 設 施 工
環境都市工学概論ゼミ
工 学 基 礎 演 習
環境都市工学創造ゼミ
環 境 都 市 応 用 工 学

備　　　　　　　　　考
課 題 研 究 別に定める

校 外 実 習
卒 業 研 究

合 計

授 業 科 目 単位数
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４－３　環境都市工学科（平成20～27年度入学者適用分）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年
＊ 2 2
＊ 2 2

2 2
1 1
2 2
2 2
1 1
1 1
2 1 1

＊ 1 1
1 1
1 1

＊ 3 1 2
4 2 2
3 2 1

＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
＊ 1 1

1 1
＊ 1 1
＊ 1 1
＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
4 4

＊ 2 2
＊ 2 2

1 1
2 2

＊ 2 2
2 1 1

＊ 2 2
2 2

＊ 2 2
1 1

＊ 2 2
2 2
2 2

＊ 2 2
2 2

＊ 2 2
1 1

＊ 1 1
＊ 2 2

8 8 必修
97 6 12 21 34 24

＊第13条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考
課 題 研 究 別に定める

交 通 工 学
道 路 工 学

情 報 処 理

コ ン ピ ュ ー タ 製 図

測 量 学

卒 業 研 究

土 質 実 験
地 盤 防 災 工 学

水 理 実 験

水 理 学

建 設 材 料 実 験 実 習
建 設 管 理 計 画

環境都市工学概論ゼミ

コ ン ク リ ー ト 構 造 学

校 外 実 習

複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲと
する。

力 学 基 礎

設 計 製 図

地 球 環 境 概 論

環 境 計 測 実 験

地 下 環 境
環 境 水 質 学
水 域 環 境
上 下 水 道 工 学

環 境 都 市 応 用 工 学

科 学 技 術 表 現 法
工 学 基 礎 演 習

測 量 学 実 習
リ モ ー ト セ ン シ ン グ

都 市 計 画

産 業 倫 理

備 考授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

合 計

統 計 学
解 析 学
応 用 物 理 学
応 用 物 理 実 験
工 業 基 礎 数 学

建 設 材 料 学

環境都市工学創造ゼミ

構 造 実 験

河 川 ・ 港 湾 工 学

社 会 シ ス テ ム 計 画

環 境 生 物 学

構 造 力 学

計 画 数 理

土 質 力 学

構 造 解 析
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５－1　建築学科（平成30年度以降入学者適用分）

１年 ５年

＊R 2

＊R 2

R 2

R 1

R 1

R 1 1

R 1 1
（建築ＣＡＤは２学年をⅠ，
Ⅱとする。）

1 1

R 8 4 2 2

10 2 2 2

R 2 2

R 2

＊ 5 1 2

＊ 2

＊ 2

＊ 2 2

＊ 2

＊ 4 2 1

R 1

＊ 4 2 ２単位以上修得

2

＊ 8 2 2

R 1

＊ 2 2

1

1

＊ 2

1 1

＊ 2

1 1

1 1

1 1

1 1

＊ 2 2

R 2

＊R 2 2 必修

＊R 1 1 必修

R 1

＊ 2

R 8 8 必修

97 7 23

＊:第13条の２第２項が適用される科目，R: 必履修科目

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考
２年 ３年 ４年

統 計 学 2 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲ，
Ⅳ，Ⅴとする。

解 析 学 2

応 用 物 理 学

技 術 表 現 法 1

建 築 概 論

2

応 用 物 理 基 礎 1

創 造 デ ザ イ ン

空 間 デ ザ イ ン 2

建 築 Ｃ Ａ Ｄ

建 築 設 計 製 図

建 築 計 画 2
７単位以上修得（建
築計画は３学年をⅠ，Ⅱと
する。）

日 本 建 築 史 2

西 洋 建 築 史

２単位以上修得（建
築環境工学は３学年を
Ⅰ，Ⅱとする。）建 築 環 境 実 験 1

2

近 代 建 築 史

建 築 設 備 2

建 築 構 造 力 学
2

都 市 計 画 2

建 築 環 境 工 学 1

３単位以上修得

木 質 構 造 1

４単位以上修得（建
築構造力学は４学年を
Ⅲ，Ⅳとする。）

4

建 築 構 造 実 験 1

建 築 振 動 学

鉄筋コンクリート構造
2

建 築 構 法 1

建 築 防 災 工 学

基 礎 構 造

鉄 骨 構 造
2

建 築 材 料 ２単位以上修得（建
築材料は３学年をⅠ，Ⅱと
する。）建 築 材 料 実 験 2

2

建 築 生 産

建 築 法 規

７単位以上修得

4

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考

課 題 研 究 別に定める

卒 業 研 究

合 計 12 23 32

建 築 学 ゼ ミ ナ ー ル 1

校 外 実 習
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５－２　建築学科（平成29年度入学者適用分）

１年 ５年

＊ 2

＊ 2

2

1

1

1 1

1 1
（建築ＣＡＤは２学年を
Ⅰ，Ⅱとする。）

1 1

18 4 2

2 2

2

＊ 5 1 2

＊ 2

＊ 2

＊ 2 2

＊ 2

＊ 4 2 1

1

＊ 4 2 ２単位以上修得

2

＊ 8 2 2

1

＊ 2 2

1

1

＊ 2

1 1

＊ 2

1 1

1 1

1 1

1 1

＊ 2 2

2

＊ 2 2 必修

＊ 1 1 必修

1

＊ 2

8 8 必修

97 7 23

＊ 第１３条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考
２年 ３年 ４年

複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲ，
Ⅳ，Ⅴとする。

解 析 学 2

応 用 物 理 学

応 用 物 理 基 礎 1

統 計 学 2

2

７単位以上修得
建 築 設 計 製 図 4 4 4

技 術 表 現 法 1

建 築 概 論

創 造 デ ザ イ ン

空 間 デ ザ イ ン 2

建 築 Ｃ Ａ Ｄ

都 市 計 画

建 築 環 境 工 学 1

近 代 建 築 史

2

建 築 計 画

日 本 建 築 史

西 洋 建 築 史

４単位以上修得（建
築構造力学は４学年を
Ⅲ，Ⅳとする。）

4

建 築 構 造 実 験 1

２単位以上修得（建
築環境工学は３学年を
Ⅰ，Ⅱとする。）建 築 環 境 実 験 1

建 築 設 備 2

建 築 振 動 学

建 築 構 法 1

建 築 構 造 力 学
2

３単位以上修得

木 質 構 造 1

鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 構 造
2

建 築 防 災 工 学

基 礎 構 造

鉄 骨 構 造
2

建 築 材 料 ２単位以上修得（建
築材料は３学年をⅠ，Ⅱと
する。）建 築 材 料 実 験 2

建 築 学 ゼ ミ ナ ー ル 1

校 外 実 習 2

建 築 生 産

建 築 法 規

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考

課 題 研 究 別に定める

卒 業 研 究

合 計 12 23 32

７単位以上修得（建
築計画は３学年をⅠ，Ⅱと
する。）

2

2

2
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５－３　建築学科（平成28年度入学者適用分）

１年 ５年

＊ 2

＊ 2

2

1

1

1 1

1 1
（建築ＣＡＤは２学年を
Ⅰ，Ⅱとする。）

1 1

18 4 2

2 2

2

＊ 5 1 2

＊ 2

＊ 2

＊ 2 2

＊ 2

＊ 4 2 1

1

＊ 4 2 ２単位以上修得

2

＊ 8 2 2

1

＊ 2 2

1

1

＊ 2

1 1

＊ 2

1 1

1 1

1 1

1 1

＊ 2 2

2

＊ 2 2 必修

＊ 1 1 必修

1

＊ 2

8 8 必修

97 7 23

＊ 第１３条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備 考
２年 ３年 ４年

統 計 学 2 複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲ，
Ⅳ，Ⅴとする。

解 析 学 2

応 用 物 理 学 2

応 用 物 理 基 礎 1

技 術 表 現 法 1

建 築 概 論

建 築 Ｃ Ａ Ｄ

７単位以上修得
建 築 設 計 製 図 4 4 4

創 造 デ ザ イ ン

空 間 デ ザ イ ン 2

建 築 計 画 2

日 本 建 築 史 2

都 市 計 画 2

建 築 環 境 工 学 1 ２単位以上修得（建
築環境工学は３学年を
Ⅰ，Ⅱとする。）建 築 環 境 実 験 1

７単位以上修得（建
築計画は３学年をⅠ，Ⅱと
する。）近 代 建 築 史

西 洋 建 築 史 2

建 築 設 備 2

建 築 構 造 力 学
2

４単位以上修得（建
築構造力学は４学年を
Ⅲ，Ⅳとする。）

4

建 築 構 造 実 験 1

建 築 振 動 学

建 築 構 法 1

３単位以上修得

木 質 構 造 1

鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 構 造
2

鉄 骨 構 造
2

建 築 防 災 工 学

基 礎 構 造

建 築 材 料 ２単位以上修得（建
築材料は３学年をⅠ，Ⅱと
する。）建 築 材 料 実 験 2

建 築 生 産

建 築 法 規

建 築 学 ゼ ミ ナ ー ル 1

卒 業 研 究

合 計 12 23 32

授 業 科 目 単位数 備　　　　　　　　　考

課 題 研 究 別に定める

校 外 実 習 2
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５－４　建築学科（平成21～27年度入学者適用分）

１年 ２年 ５年

＊ 2

＊ 2

2

1

2

2 2

2 2

18 4 4 2 Ⅲ，Ⅳ必修

2 2

2 2

＊ 4 1 1 1 1

＊ 1

＊ 1

＊ 2 2 必修

＊ 3 1 Ⅰ必修

3 2 1

＊ 6 2

＊ 3 2 1

1 1

1 1

＊ 3 1 Ⅰ必修

＊ 3 1 Ⅰ必修

2 必修

2 必修

1 1

＊ 2 2 必修

＊ 4 2 1

＊ 2

1 1 Ⅰ必修

＊ 2 2

＊ 2 2 必修

＊ 2 2 必修

1

＊ 2

8 8 必修

97 8 12 25

＊第13条の２第２項が適用される科目

授 業 科 目 単位数

課 題 研 究 別に定める

備　　　　　　　　　考

鉄筋コンクリート構造

鉄 骨 構 造

建 築 計 画

建 築 材 料

近 代 建 築 史

都 市 計 画

技 術 表 現 法

統 計 学

解 析 学

応 用 物 理 学

日 本 建 築 史

西 洋 建 築 史

合 計

建 築 構 造 力 学

建 築 構 法

建 築 設 備

備 考授 業 科 目 種別 単位数
学 年 別 配 当

３年

2

応 用 物 理 実 験

空 間 デ ザ イ ン

建 築 Ｃ Ａ Ｄ

創 造 デ ザ イ ン

建 築 設 計 製 図

造 形 デ ザ イ ン

1

2

4

建 築 防 災 工 学

建 築 振 動 学

基 礎 構 造

建 築 生 産

校 外 実 習

卒 業 研 究

建 築 学 ゼ ミ ナ ー ル

建 築 法 規

建 築 環 境 工 学

4

1

建 築 材 料 実 験

建築環境・構造実験

木 質 構 造

22

４年

2

2

1

4

2

2

2

1

30

複数の学年に配当
の授業科目は低学
年からⅠ，Ⅱ，Ⅲ，
Ⅳ，Ⅴとする。

Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ必修（建築計画
は３学年をⅠ，Ⅱ，４学年
をⅢ，Ⅳとする。）

Ⅱ必修（建築構造力学は
４学年をⅢ，Ⅳとする。）

Ⅰ必修（建築材料は３学
年をⅠ，Ⅱとする。）

Ⅰ必修（建築環境工学は
３学年をⅠ，Ⅱ，４学年を
Ⅲとする。）

1

2

2

2

2
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６　外国人留学生

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

日 本 事 情 2 2

日 本 語 Ⅰ 4 4

日 本 語 Ⅱ 2 2

合 計 8 0 0 6 2 0

授業科目 種別 単位数
学 年 別 配 当

備考
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別表　専攻科

大学改革支援・学位授与機構の定める専攻区分による履修専門科目

１  一般科目及び専門関連科目（各専攻共通）（平成28年度以降入学者適用分）

授業

形態 １年次 ２年次

総 合 英 語 Ⅰ 講義 2 2

総 合 英 語 Ⅱ 講義 2 2

技 術 者 倫 理 講義 2 2

技 術 英 語 講義 2 2

上 級 英 語 表 現 講義 2 2

地 域 と 産 業 講義 2 2

歴 史 学 講義 2 2

日 本 の 言 葉 と 文 化 講義 2 2

16 12 4 10単位以上修得

解 析 力 学 講義 2 2

線 形 代 数 学 講義 2 2

初 等 代 数 講義 2 2

応 用 解 析 学 Ⅰ 講義 2 2

応 用 解 析 学 Ⅱ 講義 2 2

統 計 熱 力 学 講義 2 2

原 子 物 理 学 講義 2 2

生 物 化 学 講義 2 2

生 体 情 報 論 講義 2 2

健 康 科 学 特 論 講義 2 2

20 10 10 12単位以上修得

36 22 14合　　計

授　業　科　目 単位数
学年別配当

備　　考

一
般
科
目

必
修

選
　
択

小　　計

専
門
関
連
科
目

選
　
択

小　　計
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２－1　電子機械工学専攻（専門科目）　（専攻区分：機械工学）（令和２年度以降入学者適用分）

授業

形態 １年次 ２年次

特 別 研 究 Ⅰ 研究 4 4

特 別 研 究 Ⅱ 研究 8 8

電 子 機 械 工 学 特 別 実 験 実験 4 4

都 市 地 域 解 析 論 講義 2 2

信 頼 性 工 学 講義 2 2

情 報 シ ス テ ム 工 学 講義 2 2

パ タ ー ン 情 報 処 理 講義 2 2

工 業 デ ザ イ ン 論 講義 2 2

技 術 史 講義 2 2

イ ン タ ー ン シ ッ プ 実習 4 4

生 産 工 学 講義 2 2

機 能 性 材 料 学 講義 2 2

機 械 振 動 学 講義 2 2

計 測 制 御 工 学 講義 2 2

電 子 回 路 論 講義 2 2

知 識 工 学 講義 2 2

材 料 加 工 プ ロ セ ス 講義 2 2

材 料 強 度 学 講義 2 2

燃 焼 工 学 講義 2 2

流 れ 学 講義 2 2

機 械 設 計 工 学 講義 2 2

ロ ボ ッ ト 工 学 講義 2 2

電 磁 気 学 講義 2 2

パ ワ ー エ レ ク ト ロ ニ ク ス 論 講義 2 2

応 用 電 子 デ バ イ ス 講義 2 2

通 信 シ ス テ ム 講義 2 2

工 学 数 理 演 習 演習 1 1

電 気 英 語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン Ⅰ 演習 1 1

電 気 英 語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン Ⅱ 演習 1 1

67 26 41 36単位以上修得

備　　考

専
　
　
　
　
門
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

必
修

全専攻共通

10単位以上修得

合　　計

修了単位（一般科目，専門関連科目を含む） 62単位以上修得

授　業　科　目 単位数
学年別配当
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２－２　電子機械工学専攻（専門科目）　（専攻区分：機械工学）（平成30～31年度入学者適用分）

授業

形態 １年次 ２年次

特 別 研 究 Ⅰ 研究 4 4

特 別 研 究 Ⅱ 研究 8 8

電 子 機 械 工 学 特 別 実 験 実験 6 4 2

都 市 地 域 解 析 論 講義 2 2

信 頼 性 工 学 講義 2 2

情 報 シ ス テ ム 工 学 講義 2 2

パ タ ー ン 情 報 処 理 講義 2 2

工 業 デ ザ イ ン 論 講義 2 2

技 術 史 講義 2 2

イ ン タ ー ン シ ッ プ 実習 4 4

生 産 工 学 講義 2 2

機 能 性 材 料 学 講義 2 2

機 械 振 動 学 講義 2 2

計 測 制 御 工 学 講義 2 2

電 子 回 路 論 講義 2 2

知 識 工 学 講義 2 2

材 料 加 工 プ ロ セ ス 講義 2 2

材 料 強 度 学 講義 2 2

燃 焼 工 学 講義 2 2

流 れ 学 講義 2 2

機 械 設 計 工 学 講義 2 2

ロ ボ ッ ト 工 学 講義 2 2

電 磁 気 学 講義 2 2

パ ワ ー エ レ ク ト ロ ニ ク ス 論 講義 2 2

応 用 電 子 デ バ イ ス 講義 2 2

通 信 シ ス テ ム 講義 2 2

工 学 数 理 演 習 演習 1 1

電 気 英 語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン Ⅰ 演習 1 1

電 気 英 語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン Ⅱ 演習 1 1

69 26 43 36単位以上修得

修了単位（一般科目，専門関連科目を含む） 62単位以上修得

授　業　科　目 単位数
学年別配当

備　　考

専
　
　
　
　
門
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

必
修

全専攻共通

10単位以上修得

合　　計
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３－１　電子機械工学専攻（専門科目）　（専攻区分：電気電子工学）（令和2年度以降入学者適用分）

授業

形態 １年次 ２年次

特 別 研 究 Ⅰ 研究 4 4

特 別 研 究 Ⅱ 研究 8 8

電 子 機 械 工 学 特 別 実 験 実験 4 4

電 気 英 語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン Ⅰ 演習 1 1

都 市 地 域 解 析 論 講義 2 2

信 頼 性 工 学 講義 2 2

情 報 シ ス テ ム 工 学 講義 2 2

パ タ ー ン 情 報 処 理 講義 2 2

工 業 デ ザ イ ン 論 講義 2 2

技 術 史 講義 2 2

イ ン タ ー ン シ ッ プ 実習 4 4

生 産 工 学 講義 2 2

機 械 振 動 学 講義 2 2

機 能 性 材 料 学 講義 2 2

計 測 制 御 工 学 講義 2 2

電 子 回 路 論 講義 2 2

工 学 数 理 演 習 演習 1 1

電 磁 気 学 講義 2 2

パ ワ ー エ レ ク ト ロ ニ ク ス 論 講義 2 2

応 用 電 子 デ バ イ ス 講義 2 2

知 識 工 学 講義 2 2

通 信 シ ス テ ム 講義 2 2

電 気 英 語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン Ⅱ 演習 1 1

材 料 加 工 プ ロ セ ス 講義 2 2

材 料 強 度 学 講義 2 2

燃 焼 工 学 講義 2 2

流 れ 学 講義 2 2

機 械 設 計 工 学 講義 2 2

ロ ボ ッ ト 工 学 講義 2 2

67 26 41 36単位以上修得合　　計

修了単位（一般科目，専門関連科目を含む） 62単位以上修得

授　業　科　目 単位数
学年別配当

備　　考

専
　
　
　
　
門
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

必
修

全専攻共通

12単位以上修得
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３－２　電子機械工学専攻（専門科目）　（専攻区分：電気電子工学）（平成30～31年度入学者適用分）

授業

形態 １年次 ２年次

特 別 研 究 Ⅰ 研究 4 4

特 別 研 究 Ⅱ 研究 8 8

電 子 機 械 工 学 特 別 実 験 実験 6 4 2

電 気 英 語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン Ⅰ 演習 1 1

都 市 地 域 解 析 論 講義 2 2

信 頼 性 工 学 講義 2 2

情 報 シ ス テ ム 工 学 講義 2 2

パ タ ー ン 情 報 処 理 講義 2 2

工 業 デ ザ イ ン 論 講義 2 2

技 術 史 講義 2 2

イ ン タ ー ン シ ッ プ 実習 4 4

生 産 工 学 講義 2 2

機 械 振 動 学 講義 2 2

機 能 性 材 料 学 講義 2 2

計 測 制 御 工 学 講義 2 2

電 子 回 路 論 講義 2 2

工 学 数 理 演 習 演習 1 1

電 磁 気 学 講義 2 2

パ ワ ー エ レ ク ト ロ ニ ク ス 論 講義 2 2

応 用 電 子 デ バ イ ス 講義 2 2

知 識 工 学 講義 2 2

通 信 シ ス テ ム 講義 2 2

電 気 英 語 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン Ⅱ 演習 1 1

材 料 加 工 プ ロ セ ス 講義 2 2

材 料 強 度 学 講義 2 2

燃 焼 工 学 講義 2 2

流 れ 学 講義 2 2

機 械 設 計 工 学 講義 2 2

ロ ボ ッ ト 工 学 講義 2 2

69 26 43 36単位以上修得合　　計

修了単位（一般科目，専門関連科目を含む） 62単位以上修得

授　業　科　目 単位数
学年別配当

備　　考

専
　
　
　
　
門
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

必
修

全専攻共通

12単位以上修得
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４　建設工学専攻（専門科目）　（専攻区分：土木工学）（平成29年度以降入学者適用分）

授業

形態 １年次 ２年次

特 別 研 究 Ⅰ 研究 4 4

特 別 研 究 Ⅱ 研究 8 8

建 設 工 学 創 造 実 験 実験 2 2

都 市 地 域 解 析 論 講義 2 2

信 頼 性 工 学 講義 2 2

情 報 シ ス テ ム 工 学 講義 2 2

パ タ ー ン 情 報 処 理 講義 2 2

工 業 デ ザ イ ン 論 講義 2 2

技 術 史 講義 2 2

イ ン タ ー ン シ ッ プ 実習 4 4

国 際 技 術 表 現 講義 2 2

高 機 能 コ ン ク リ ー ト 講義 2 2

都 市 計 画 論 講義 2 2

都 市 空 間 論 講義 2 2

建 築 計 画 論 講義 2 2

構 造 工 学 講義 2 2

水 工 学 講義 2 2

水 文 学 講義 2 2

水 質 工 学 講義 2 2

応 用 地 盤 工 学 講義 2 2

岩 盤 力 学 講義 2 2

環 境 都 市 Ｃ Ａ Ｄ 演 習 演習 2 2

環 境 都 市 設 計 演 習 演習 2 2

構 造 設 計 論 講義 2 2

建 築 材 料 論 講義 2 2

建 築 環 境 工 学 論 講義 2 2

計 算 力 学 講義 2 2

住 居 論 講義 2 2

建 築 造 形 論 講義 2 2

フ ァ シ リ テ ィ マ ネ ジ メ ン ト 講義 2 2

建 築 学 Ｃ Ａ Ｄ 演 習 演習 2 2

建 築 学 設 計 演 習 演習 2 2

建 築 学 計 測 実 験 実験 2 2

76 36 40 36単位以上修得合　　計

修了単位（一般科目，専門関連科目を含む） 62単位以上修得

授　業　科　目 単位数
学年別配当

備　　考

専
　
　
　
　
門
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

必
修

全専攻共通

12単位以上修得
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５　建設工学専攻（専門科目）　（専攻区分：建築学）（平成29年度以降入学者適用分）

授業

形態 １年次 ２年次

特 別 研 究 Ⅰ 研究 4 4

特 別 研 究 Ⅱ 研究 8 8

建 築 学 計 測 実 験 実験 2 2

建 築 造 形 論 講義 2 2

都 市 地 域 解 析 論 講義 2 2

信 頼 性 工 学 講義 2 2

情 報 シ ス テ ム 工 学 講義 2 2

パ タ ー ン 情 報 処 理 講義 2 2

工 業 デ ザ イ ン 論 講義 2 2

技 術 史 講義 2 2

イ ン タ ー ン シ ッ プ 実習 4 4

都 市 空 間 論 講義 2 2

建 築 計 画 論 講義 2 2

高 機 能 コ ン ク リ ー ト 講義 2 2

構 造 設 計 論 講義 2 2

建 築 材 料 論 講義 2 2

建 築 環 境 工 学 論 講義 2 2

計 算 力 学 講義 2 2

住 居 論 講義 2 2

フ ァ シ リ テ ィ マ ネ ジ メ ン ト 講義 2 2

建 築 学 Ｃ Ａ Ｄ 演 習 演習 2 2

建 築 学 設 計 演 習 演習 2 2

構 造 工 学 講義 2 2

水 工 学 講義 2 2

水 文 学 講義 2 2

水 質 工 学 講義 2 2

応 用 地 盤 工 学 講義 2 2

岩 盤 力 学 講義 2 2

都 市 計 画 論 講義 2 2

環 境 都 市 Ｃ Ａ Ｄ 演 習 演習 2 2

環 境 都 市 設 計 演 習 演習 2 2

建 設 工 学 創 造 実 験 実験 2 2

国 際 技 術 表 現 講義 2 2

76 36 40 36単位以上修得合　　計

修了単位（一般科目，専門関連科目を含む） 62単位以上修得

授　業　科　目 単位数
学年別配当

備　　考

専
　
　
　
　
門
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

必
修

全専攻共通

10単位以上修得
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６－１　情報科学専攻（専門科目）　（専攻区分：情報工学）（令和2年度以降入学者適用分）

授業

形態 １年次 ２年次

特 別 研 究 Ⅰ 研究 6 6

特 別 研 究 Ⅱ 研究 6 6

情 報 科 学 実 験 実験 4 4

都 市 地 域 解 析 論 講義 2 2

信 頼 性 工 学 講義 2 2

情 報 シ ス テ ム 工 学 講義 2 2

パ タ ー ン 情 報 処 理 講義 2 2

工 業 デ ザ イ ン 論 講義 2 2

技 術 史 講義 2 2

イ ン タ ー ン シ ッ プ 実習 4 4

コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム 講義 2 2

デ ィ ジ タ ル 信 号 処 理 講義 2 2

ソ フ ト ウ ェ ア 工 学 講義 2 2

電 子 工 学 講義 2 2

コ ン ピ ュ ー タ ア ー キ テ ク チ ャ 応 用 講義 2 2

論 理 回 路 設 計 講義 2 2

コ ン パ イ ラ 講義 2 2

ネットワークセキュリティ 講義 2 2

応 用 情 報 シ ス テ ム 講義 2 2

知 識 情 報 工 学 講義 2 2

離 散 数 学 講義 2 2

数 理 論 理 学 講義 2 2

形 式 言 語 理 論 講義 2 2

58 32 26 36単位以上修得

備　　考

専
　
　
　
　
門
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

必
修

全専攻共通

10単位以上修得

合　　計

修了単位（一般科目，専門関連科目を含む） 62単位以上修得

授　業　科　目 単位数
学年別配当
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６－２　情報科学専攻（専門科目）　（専攻区分：情報工学）（平成29～31年度入学者適用分）

授業

形態 １年次 ２年次

特 別 研 究 Ⅰ 研究 6 6

特 別 研 究 Ⅱ 研究 6 6

情 報 科 学 実 験 実験 6 4 2

都 市 地 域 解 析 論 講義 2 2

信 頼 性 工 学 講義 2 2

情 報 シ ス テ ム 工 学 講義 2 2

パ タ ー ン 情 報 処 理 講義 2 2

工 業 デ ザ イ ン 論 講義 2 2

技 術 史 講義 2 2

イ ン タ ー ン シ ッ プ 実習 4 4

コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム 講義 2 2

デ ィ ジ タ ル 信 号 処 理 講義 2 2

ソ フ ト ウ ェ ア 工 学 講義 2 2

電 子 工 学 講義 2 2

コ ン ピ ュ ー タ ア ー キ テ ク チ ャ 応 用 講義 2 2

論 理 回 路 設 計 講義 2 2

コ ン パ イ ラ 講義 2 2

ネットワークセキュリティ 講義 2 2

応 用 情 報 シ ス テ ム 講義 2 2

知 識 情 報 工 学 講義 2 2

離 散 数 学 講義 2 2

数 理 論 理 学 講義 2 2

形 式 言 語 理 論 講義 2 2

60 32 28 36単位以上修得

修了単位（一般科目，専門関連科目を含む） 62単位以上修得

授　業　科　目 単位数
学年別配当

備　　考

専
　
　
　
　
門
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

必
修

全専攻共通

10単位以上修得

合　　計
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職業安定法（昭和 22年法律第 141号）第 33条の２の規定に基づき，本校には職業紹介事業運営

規程があり，これに基づき次の要領により就職に関わる業務を行います。 
１ 学生に対する職業指導は，専門学科担当教員がこれに当たる。 
２ 求人に関する事務は，学生課学生支援係の所掌とする。 
３ 学生への周知は，各学科から口頭又は掲示等によって行う。 
４ 求人申込みのあった会社等に対する就職希望者の推薦は，当該学科において行う。 
 

 

本校の卒業生は，技術者としての十分な素養を備えており，直ちに実社会に入って活躍する人と，

本校専攻科（２年間の修業年限，大学改革支援・学位授与機構の審査により学士の学位取得可）ま

たは大学において勉学を続けたいという学生や，さらに大学院へ進学し，研究者等への道を進みた

いという学生もいます。 
高等専門学校の卒業生は，各大学の定めにより，原則として大学の第３年次に編入学できる制度

があります。現在では国・公立及び私立を問わずほとんどの大学が編入学生を募集しています。 
 

 

高専卒業生は原則として大学又は，短期大学の卒業者と同等に取り扱われ，国家公務員採用一般

職試験（大卒程度試験）の受験資格（当該年度の卒業見込み者を含む）を有し，また，地方公務員

採用試験の受験資格もこれに準じます。 
１ 環境都市工学科 
（１） 測量関連科目単位をすべて修得し卒業した場合，卒業と同時に測量士補の資格が取得でき

る。 
（２）所定の実務経験を経て，次の資格が取得できる。 

測量士，第１種，第２種ダム水路主任技術者 
（３）所定の実務経験を経て，次の受験資格が取得できる。 

１級，２級土木施工管理技士等 
卒業後における資格取得の特典と大卒との比較 

資格の名称 工業高等専門学校卒 ４年生大学卒 
測量士 実務経験３年以上 実務経験１年以上 
第１種ダム水路主任技術者 実務経験６年以上 実務経験５年以上 
第２種ダム水路主任技術者 実務経験３年以上 実務経験３年以上 
１級土木施工管理技士 実務経験５年以上 実務経験３年以上 
２級土木施工管理技士 実務経験２年以上 実務経験１年以上 
１級管工事施工管理技士 実務経験５年以上 実務経験３年以上 
２級管工事施工管理技士 実務経験２年以上 実務経験１年以上 
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資格の名称 工業高等専門学校卒 ４年生大学卒 
１級造園施工管理技士 実務経験５年以上 実務経験３年以上 
２級造園施工管理技士 実務経験２年以上 実務経験１年以上 
コンクリート主任技士 実務経験４年以上 実務経験４年以上 
コンクリート技士 実務経験２年以上 実務経験２年以上 

 
２ 建築学科 
  （１）建築士は卒業と同時に受験資格が得られ，実務経験と併せて資格が取得できる。 
（２）建築士以外は，所定の実務経験を経て次の受験資格が取得できる。 
卒業後における資格取得の特典と大卒との比較 

資格の名称 工業高等専門学校卒 ４年生大学卒 

一級建築士 実務経験不要（20才以上） 実務経験不要（22才以上） 

二級建築士 実務経験不要（20才以上） 実務経験不要（22才以上） 

木造建築士 実務経験不要（20才以上） 実務経験不要（22才以上） 

建築設備士 実務経験４年以上（24才以上） 実務経験２年以上（24才以上） 

１級建築施工管理技士 実務経験５年以上（25才以上） 実務経験３年以上（25才以上） 

２級建築施工管理技士 実務経験２年以上（22才以上） 実務経験１年以上（23才以上） 

１級管工事施工管理技士 実務経験５年以上（25才以上） 実務経験３年以上（25才以上） 

２級管工事施工管理技士 実務経験２年以上（22才以上） 実務経験１年以上（23才以上） 

１級造園施工管理技士 実務経験５年以上（25才以上） 実務経験３年以上（25才以上） 

２級造園施工管理技士 実務経験２年以上（22才以上） 実務経験１年以上（23才以上） 

コンクリート主任技士 実務経験４年以上（24才以上） 実務経験４年以上（26才以上） 
コンクリート技士 実務経験２年以上（22才以上） 実務経験２年以上（24才以上） 
１級鉄骨製作管理技術者 実務経験３年以上（23才以上） 実務経験１年以上（23才以上） 

２級鉄骨製作管理技術者 実務経験１年以上（21才以上） 実務経験１年以上（23才以上） 

（ ）内は，最短で受験できる年齢を意味する。 
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５ 学生生活 
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学 生 証 

学生は，入学時及び第４学年時に学生課学生支援係から学生証が交付されます。その取扱いは次

のとおりです。 
１ 学生証は，本校の学生であるという身分を明らかにするものであるから，常に携帯し，本校職

員，又は鉄道職員等の請求及びその他必要なときに，いつでも提示しなければならない。 
２ 学生証は，他人に貸与又は譲渡してはならない。 
３ 学生証は，通学定期乗車券の購入，又は学校学生生徒旅客運賃割引証などの発行及び使用時の

身分証明書となる。 
４ 学生証の有効期限は，学生証の表面に記載されているので，有効期限が切れる場合は，学生課

学生支援係に返却し，改めて再交付手続をしなければならない。また，卒業・退学等により本校

の学生でなくなったときも直ちに返却しなければならない。 
５ 学生証の記載事項に変更が生じたとき，又は紛失もしくはき損したときは，直ちに学生課学生

支援係に届け出て，再交付の手続をしなければならない。なお，学生証は紛失によって思いがけ

ない被害をこうむることがあるから，その取扱いには常に注意すること。 
 

通学定期乗車券 

１ 通学定期乗車券は，学校が発行する「学生証」の裏面へ「通学定期乗車券発行控」を貼付する

ことにより購入することができます。 

２ 通学定期乗車券は，原則として，学生証に記されている現住所と学校間の最短距離以外は購入

することはできません（名古屋市交通局の学生定期券の経路は取扱いが異なりますので，購入窓

口で確認してください）。 

３ 通学定期乗車券は，学生証の表面に記載された有効期限を越えて購入することはできません。

有効期限が切れる場合は，再交付手続をしてください。 

４ 通学定期乗車券の使用は，本人に限られています。使用時は必ず学生証を携帯し，他人への貸

し出しは絶対にしないでください。 

５ 休学期間中の発行はできません。 
 

自転車の使用について 

学生が通学，又は学寮生活において自転車を使用しようとする場合は,以下のルールを守って使

用してください。 

１ 「自転車使用届」を学生課学生支援係に提出し，「自転車登録証」のシール（学年ごとに色が異

なります。）を後輪カバー等の見やすい場所に貼ること。 

２ 自転車保険（個人賠償責任 5,000万円以上）に加入していること。 

３ 使用する自転車は必ず防犯登録するとともに,ブレーキ，ライト，ベルなど故障がないように常

に整備すること。 

４ 自転車の貸し借りはしないこと。 

５ 校内所定の駐輪場に駐輪し，整理して並べること。 

６ 駐輪するときは，必ず二箇所に鍵（ツーロック）をかけ，盗難に注意すること。 

- 82 -



７ 届出の記載内容に変更が生じた場合（自転車を買い換えた場合等），自転車登録証の紛失，交通

事故，盗難に遭った場合は速やかに学生課学生支援係に届け出ること。 

８ 交通ルールを守り，安全運転を心がけること。 

９ 卒業時，又は自転車の使用をやめる場合は自分で責任をもって処分すること。 

 

自動車，自動二輪車及び原動機付自転車の使用について 

学生が自動車，自動二輪車及び原動機付自転車（以下，「自動車等」という。）を使用しようとす

る場合は，自動車等使用許可申請書を学生課学生支援係に提出して許可を得て使用してください。 
また，交通ルールはもちろんのこと，本校が定める学生自動車等及び自転車使用内規及び申合せ

を守って使用してください。内規及び申合せの一部は次のようになっています。 
１ 第３学年以上の学生に対して許可する。第１学年，２学年の学生の使用は認めない。 
第１学年，２学年で自動車等を使用し，指導を受けた学生は第３学年に進級後，１年間は自動車

等の使用を許可しない。 
２ 本校が定める補償額を満たす任意自動車保険等に加入していること。 
３ 本校が指定する自動車等使用説明会及び自動車等使用講習会を受講していること。 
４ 本校が定める機会に自動車等使用実技研修会に参加していること。 
５ 寮生は，原則として自動車の使用は認めない。 
６ 自動車等の使用を許可された学生は，使用許可証（シール）を当該自動車等の指定箇所に表示

するとともに，校内所定の場所に駐車すること。 
７ 自動車等を使用中に交通事故に遭ったとき，又は重大な交通法令違反をしたときは速やかに学

生課学生支援係に届け出ること。 
８ 交通ルールを守り，安全運転を心がけること。 
９ 内規及び申合せに違反した場合は，警告ステッカーが貼られ違反履歴が記録される。 
10 内規及び申合せに違反した場合は違反点数を科し，点数に応じた学生指導を行う。 
 

学校学生生徒旅客運賃割引証 

学生が実習，見学あるいは帰省等のために各旅客鉄道会社等（鉄道，航路，バス路線）を利用し

て旅行しようとするときは，学校学生生徒旅客運賃割引証（以下「学割証」という。）の交付を受け

て利用することができます。 
学割証の制度は，学生の負担を軽くして，勉学を容易にする目的のために，学生だけに与えられ

る恩典なので，使用に際しては不正のないように，次の事項に注意してください。 
１ 学割証による割引普通乗車券は，学割１枚につき１人１回に限り購入利用できる。 
２ 片道 100km を超えて乗車･乗船する場合，全区間の運賃（普通乗車券のみ）は２割引となる。 
３ 学割証は，発行者（学校）が必要事項を記入して使用者（学生）に交付するが，乗車・乗船区

間及び乗車券種類（○で囲む）は，使用者自身で記入すること。 
４ 使用者の記入する事項を訂正したいときは，その箇所に必ず使用者の訂正印を押すこと。 
５ 学割証は，次の場合無効として回収される。 
（１）発行者の記入事項が無記入のとき。 
（２）記入事項が不鮮明のとき。 
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（３）記入事項をぬり消したり，改変してあったとき。 
（４）訂正印のないとき。 
（５）有効期限（発行日から３か月）を経過したとき。 
（６）記名人以外の者が使用したとき。 

６ 学割証で購入した割引乗車券は，学生証を携帯しないときは使用できない。また，学生証は係

員の請求があったときは，提示しなければならない。 
７ 学割証を必要とする者は，交付願に所定事項を記入し，学生証を添え学生課学生支援係へ申請

する。原則として授業の支障となる旅行（使用目的の範囲に限る）には学割は発行しない。特別

な事由がある場合を除き，申請日の翌日（土，日，祝日を除く）に発行する。 
 

授業料等学納金 

学納金は，指定の預金口座から振替により納入していただきます。主な納付金は以下のとおりで

すので，口座振替日前までに残高の確認をしてください。徴収開始時期が近づきましたら，口座振

替日及び振替金額について郵送でお知らせします。納付を怠り，督促してもなお納付しない者は，

学則第 37条第 4号により除籍されます。 
１ 学費 

授業料は以下の時期に徴収を行います。 
ただし，就学支援金，学び直し支援金及び家計急変支援金（以下，「支援金等」という。）の制

度改正が行われた場合や，支援金等の決定通知時期が徴収開始時期より前倒しとなる場合は，徴

収開始時期の変更もあります。 

対象者 
徴収開始時期 授業料 

徴収額（半期） 前期分 後期分 
1～3年生のうち，就学支援金及び学び直

し支援金の受給対象者（所得制限により

受給対象外となる者を含む） 

当該支援金

受給額が決

定された月

の翌月 

 

当該支援金受

給額が決定さ

れた月の翌月

又は 10 月い

ずれか遅い月 

117,300円から就学支

援金及び学び直し支

援金の支給額を減じ

た額 

1～3年生のうち，就学支援金及び学び直

し支援金の受給対象外となることが明

らかな者（高校既卒者や在籍月数 36 月

を超える者等） 

4月 27日 10月 26日 117,300円 

4～5年生・専攻科生 4月 27日 10月 26日 117,300円 

授業料免除申請者 授業料免除額が確定するまで 
徴収を猶予します。 

117,300円から授業料

免除額を減じた額 

授業料徴収猶予申請者 徴収猶予期限まで徴収を猶予

します。 
117,300円 

高等教育の修学支援新制度による授業

料減免申請者 
授業料減免額が確定するまで

徴収を猶予します。 
117,300円から授業料

減免額を減じた額 
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対象者 
徴収開始時期 授業料 

徴収額（半期） 前期分 後期分 
家計急変支援金申請者 当該支援金受給額が決定され

た月の翌月 
117,300円から就学支

援金，学び直し支援金

の支給額及び家計急

変支援金支給額を減

じた額 

※休学中の学生については，原則復学月に徴収を行います。 
※支援金等の詳細については，「就学支援金制度」の項目を参照してください。 
※授業料免除・徴収猶予及び高等教育の修学支援新制度の詳細については，「授業料免除・奨学金

等」の項目を参照してください。 
 
２ 学寮経費 （学寮経費及び給食費については平成30年度実績） 

区分 金額 口座振替日 納入方法 

寄宿料 

個室以外 前期分 4,200円 

後期分 4,200円 

個室   前期分 4,800円 

後期分 4,800円 

前期 4月 27日 

後期 10月 26日 
指定預金口座 

から振替 

学寮経費 
光熱水費,夜食費,生活消耗品, 
修繕費,空調維持費等 

前期分 29,500円 

後期分 32,600円 
前期 4月 27日 

後期 10月 26日 
指定預金口座 

から振替 

入寮費 新規入寮時    2,000円 入寮月の 26日 〃 

給食費 
月平均    約 23,000円 

（土日等の食券代は除く） 
指定された日 

〃 

※委託業者が対応 

寝具リース代 年 間     16,300円 指定された日 
〃 

※委託業者が対応 
その他，寮生保護者部会費（前期分 2,400円・後期分 2,400円），寮生会費（年間 3,000円）

を寄宿料・学寮経費と共に納入いただきます。 
＊口座振替日が土日・祝日の場合は，翌営業日 
＊前期…４月１日から９月 30日まで，後期…10月１日から３月 31日まで 

 
就学支援金制度 

家庭の状況にかかわらず，全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込める社会をつくるた

め，平成 22 年 4 月から公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関

する制度が始まりました。 

国立高等専門学校（第１学年～第３学年）も就学支援金制度の対象となっており，以下の表のと

おり就学支援金が支給されます。 

支給期間は，原則として通算 36月です。就学支援金は学生本人（保護者等）が直接受け取るもの

ではなく，学校が学生本人に変わって国から受け取り，授業料に充当されます。 
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道府県民税・市町村民税 

所得割額の合算額 

（保護者等合算額） 

就学支援金支給額 
授業料本人 

負担額 

50万 7,000円以上 
月額       0円 

（支給なし） 
月額  19,550円 

25万 7,500円以上 

～50万 7,000円未満 
月額     9,900円 月額   9,650円 

8万 5,500円以上 

～25万 7,500円未満 

月額    14,850円 

（加算額 4,950円） 
月額   4,700円 

０円（非課税） 

～8万 5,500円未満 

月額    19,550円 

（加算額 9,650円） 
月額     0円 

 

休学・復学をするとき 

休学をする場合，「高等学校等就学支援金の支給停止申出書」を学生課学生支援係に提出してくだ

さい。支給停止を申し出れば就学支援金の支給は停止され，通算 36 月の支給期間に算入されませ

ん。また，復学する場合は復学する月の前月末までに「高等学校等就学支援金の支給再開申出書」

を学生課学生支援係に提出してください。 

 

保護者に変更があったとき 

保護者の婚姻又は解消等があった場合，就学支援金の支給要件に変更が生じている場合がありま

す。保護者に変更があった場合は学生課学生支援係に相談に来てください。 

 

学び直し支援金制度 

本制度は，高等学校等を中途退学した後，再び高等学校等で学び直す者に対して法律上の就学支

援金支給期間である 36月を経過した後も，第１学年～第３学年に在学する間，継続して就学支援金

相当額を支給する制度です。支給期間は最大で 24月で，平成 26年４月以降の入学者が対象となり

ます。 

学び直し支援金は就学支援金制度と同様に所得制限が設けられているとともに，保護者等（学生

の親権者）の所得に応じて一定額が加算されます。詳細については「就学支援金制度」の項目を参

照するとともに，学生課学生支援係まで相談に来てください。 

 
家計急変支援金制度 

本制度は，平成 26年４月以降に入学し，就学支援金又は学び直し支援金を受給している，又は所

得制限により就学支援金等の支給を受けていない第１学年～第３学年に在学する学生のうち，保護

者の失職・倒産などの家計急変により収入が激減した世帯に対して，急変した収入に応じた就学支

援金等の支給額に反映されるまでの間，家計急変後の収入状況をもとに算出される就学支援金に相

当する額を支給する制度です。受給資格の判断が複雑な制度のため，詳細や制度の利用については

学生課学生支援係まで相談に来てください。 
※保護者の離婚，死別により収入が減少する場合は，本制度の対象となりません。高等学校等就

学支援金制度又は学び直し支援金制度にて，保護者の変更手続を行ってください。 
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授業料免除・奨学金等 

授業料の免除と徴収猶予 

経済的理由により授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる者，又は学資を主と

して負担している者が死亡若しくは風水害等の災害を受け，授業料の納付が困難と認められる者を

対象に，本人の申請により，学内選考の議を経て，各期に納入すべき授業料の全額又は半額に対し

て免除，又は徴収猶予が認められます。 
申請方法は前年度に開催する説明会で説明しますので，希望する学生は必ず説明会に参加するよ

うにして下さい。その後の手続は，毎年前期分は２月，後期分は７月に掲示等で周知しますので，

希望する学生は所定の期限内に手続をしてください。概ねの提出期限は下記のとおりです。 
区分 申請書 家計に関する資料 

前期 ４月指定日まで ６月指定日まで 

後期 ９月指定日まで ９月指定日まで 

※「高等教育の修学支援新制度」の創設により，令和２年度以降は制度の内容に変更がある 

場合があります。詳細は追ってお知らせします。 
※選考は各期で行うため，前期と後期で選考結果が異なる場合があります。 
※授業料免除の申請に伴う許可，不許可が決定されるまでの間は，授業料の徴収は猶予されます。 

 

高等教育の修学支援新制度 

現行の給付奨学金制度に比して，対象者の範囲及び支給額が大幅に拡充された新たな給付奨学金

制度が令和２年度から始まります。この給付奨学金制度は，経済状況及び学力（成績・学習意欲等）・

人物の条件に合う方が対象となります。また，奨学金の給付に併せて，別途申請により授業料も減

免されます。 
１ 対象者（全てに該当すること） 
（１）高等専門学校４年生以上の学生（専攻科生含む） 

※第４学年に進級した後に留年した学生を除く 
（２）学ぶ意欲がある学生 
（３）住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の学生 

※所得基準を満たすかどうか具体的に調べたい場合は，日本学生支援機構ＨＰにあります，

「進学資金シミュレーター」でおおよその確認ができますので，御活用ください。 

２ 支援額 
 

支援対象者 区分 
年収の目安（給与所得世帯） 
（両親・本人・高校生の 
 家族４人世帯の場合） 

 
支援額 

住民税非課税世帯の学生 第Ⅰ区分 ～約３００万円 満額 
住民税非課税世帯に準ずる 
世帯の学生 

第Ⅱ区分 ～約４００万円 満額の２／３ 
第Ⅲ区分 ～約４６０万円 満額の１／３ 

※実際には多様な形態の家族がありますので，基準を満たす世帯年収は家族構成により異なります。 
３ 出願手続 

募集時期は３年生時の予約採用と，４年生以上の４月，１０月の在学採用があります。 
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給付奨学生として採用が決定した後，授業料減免の手続きを行います。 
受付期間及びその他事項については，その都度掲示により指示します。 

 ４ 他の奨学金・支援制度との併用 
  （１）日本学生支援機構貸与奨学金 
     第一種奨学金（無利子）の場合は，新しい給付奨学金の区分（第Ⅰ区分～第Ⅲ区分）に

応じて，貸与を受けられる金額が制限されます。第二種奨学金（有利子）の場合は影響

されません。 

  （２）その他奨学金・支援制度 

     制度によっては制限している場合がありますので，それぞれ確認してください。 

 

日本学生支援機構奨学金制度（貸与型） 

学業・人物ともに優秀，かつ，経済的理由により修業に困難があると認められる者で，将来の奨

学金返還に対しても明確な自覚と強固な責任遂行の意志を持つ者は，選考の上，日本学生支援機構

の奨学規程に基づき，奨学生として採用され学資の貸与を受けることができます。 
１ 奨学金の種類と貸与月額 
（１）第一種奨学金（無利子） 

対象：本科全学年及び専攻科生 
貸与月額： 

 
 
 
 
 
（２）第二種奨学金（有利子） 

対象：本科４・５年生及び専攻科生 
貸与月額：自宅・自宅外・入学年度に関わりなく，２万円～１２万円（１万円単位）から

選択できます。 
（３）第一種奨学金と第二種奨学金の併用 

第一種奨学金と第二種奨学金の貸与を併せて受けることができます。 
対象：本科４・５年生及び専攻科生 

２ 貸与期間 
高等専門学校での採用時から卒業までの最短在学年数ですが，学業成績の低下その他の理由で

期間の短縮，貸与の停止，又は廃止を受けることがあります。 
３ 出願手続 

募集時期は毎年４月です。 
出願する者は，日本学生支援機構所定の願書に必要事項を正確に詳しく記入し，指導教員を経

て学生課学生支援係に提出してください。 
受付期間及びその他の事項については，その都度掲示により指示します。 

 

 

貸与月額：学年 自宅 自宅外 

本科１～３年生 
21,000円 22,500円 

10,000円 

本科４・５年生，専攻科生 
45,000円 40,000円※・51,000円 

20,000円※・30,000円 

※ 平成３０年度以降入学者が４年に進級した際に,選択可能 
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高等学校等奨学給付金 

本制度は，平成 26年４月以降に入学し，かつ，就学支援金を受給している第１学年～第３学年に

在学する学生のうち，低所得者世帯（非課税世帯）に対して，授業料以外の教育費に充てるため，

世帯構成等に応じて，保護者が在住する都道府県から奨学給付金を支給する制度です。 

制度の詳細については各都道府県で異なります。具体の要件，給付額，手続等については，お住

まいの都道府県にお問い合わせください。 
（愛知県の場合）※令和元年度の実績ですので，支給額が変更となる場合があります。 

世帯構成等 支給額（年額） 

生活保護のうち「生業扶助」を受給している     32,300円 

保護者全員の市町村民税所得割が非課税     82,700円 

保護者全員の市町村民税所得割が非課税であり， 

「23歳未満で保護者に扶養されている兄か姉」がいる他 
   129,700円 

 

その他の奨学金制度 

本校に送付された募集案内等を随時掲示してお知らせします。地方公共団体の育英事業，民間団

体の育英事業，会社等の奨学制度等がありますが，これらはその団体の所在地出身学生に限るもの

が多く，出願・採用時期もそれぞれ取扱いが異なるため，原則本人が直接手続をします。なお，校

長の推薦を要する場合には，学生課学生支援係に申し出てください。 
 

学生へのサポート 

本校では，学生のみなさんが心身ともに充実した学生生活を送っていただくため，学生相談員等

を配置しています。心配ごとや悩みごと又は健康についての不安などがありましたら，無理に自分

ひとりで解決しようとせず，次の窓口で是非相談してください。 

１ 学生相談 

 

 

◎ 精神的な問題，生活や学習に関する個人的な問題について相談を希望する方 

    ① 相談窓口：保健室（保健室内の別室で相談を受けます）   

② 窓口時間：平日 8:30～13:00，13:45～17:00 

③ 利用方法：予約制（相談時間は HP，掲示にて周知します）になります。学生

相談員が相談を受けます。 

※ 高専機構による相談窓口（ＫＯＳＥＮ健康相談室） 

民間の専門機関によるメンタルヘルスサービスを利用して気軽に相談でき

る環境を提供することにより「メンタルヘルスに対する“気づき・治療”の

促進」と，「心身の健康の保持・増進」を目的として設置されました。 

内容 

○ 電話による健康相談 

【受付時間】24時間，年中無休（専用回線） TEL 0120-50-2412 

○ 面談によるカウンセリング（受付後，日程調整の電話をいたします） 
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２ 障害学生支援 

 

本校では，「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」に基づき，障害学生に，他の学

生と平等に教育を受ける機会及び学生生活を提供するために，本人又は保護者の申し出により，

協議の上，合理的配慮を提供します。 

３ 保健管理 

 

在学中は常に健康で勉学に専念できるよう，自ら努力することが必要です。 

過度の勉強や遠距離通学あるいは寮生活等の環境の変化により，往々にして健康を害する者も

少なくないので，節度ある生活を営み，体力の増進，健康の保持に留意してください。 

（１）保健室 

保健室は，学生の健康管理，定期健康診断，その他応急処置を行っています。応急処置後

の治療は各自において行ってください。 

また，インフルエンザやその他感染症には，各自マスクを着用し，手洗いを励行する等感

染予防に留意してください。 

（２）定期健康診断 

毎年，４月初旬に学生の定期健康診断を実施します。この健康診断の目的は，学生の健康

状態を把握して，健康管理の資料とするとともに，自覚症状のない病気の早期発見に努め，

適切な治療方法の指導等により学生の健康を保持・増進させることにあります。 

学生は，必ずこの健康診断を受診してください。やむを得ない事情により受診できないと

きはその旨，保健室へ届け出て，後日の健康診断についての指示を受けてください。 

（３）健康相談 

健康相談を受けたい場合には，申し出により学校医による健康相談を受けることができま

すので保健室に相談してください。 

（４）感染症にかかった場合 

感染症に罹患した際は，学校保健安全法第 19条により出校停止となります。 

治癒し登校及び帰寮する際は，特別欠席願に医師の診断書（出席停止期間が明記されたも

の）又は治癒証明書を添えて，学生課教務係へ提出してください。この間の欠席は特別欠席

扱いになります。 

ただし，インフルエンザ（特定鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く）

については，改めて治癒したかどうか医師の診断を受ける必要はありませんが，診察時に医

師に発症日の確認を必ず行い，所定のインフルエンザ治癒報告書に記入の上，医療機関の領

収書及び処方された薬の説明書（受診者氏名及び処方日が記入されたもの）を添付して，保

◎ 障害のある学生（以下「障害学生」という。）として相談を希望する方，または障害

学生として合理的配慮の提供を希望する方 

① 相談窓口：学生課教務係 

② 窓口時間：平日 8:30～13:00，13:45～17:00 

◎ 体調不良の方，又は健康相談を希望する方 

    ① 相談窓口：保健室（希望があれば別室で相談を受けることができます。） 

② 窓口時間：平日 8:30～13:00，13:45～17:00 

- 90 -



健室に提出してください。保健室にて治癒が確認された後，授業への出席及び帰寮を認めま

す。併せて，特別欠席願を学生課教務係へ提出してください。 

出校停止の疾病 

 病名 出校停止の期間 

第

一

種 

エボラ出血熱，クリミア・コンゴ出血熱，

痘そう，南米出血熱，ペスト，マールブル

グ病，ラッサ熱，急性灰白髄炎，ジフテリ

ア，重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ），特

定鳥インフルエンザ，新型インフルエンザ

等感染症，指定感染症及び新感染症 

治癒するまで 

第

二

種 

インフルエンザ（特定鳥インフルエンザ及

び新型インフルエンザ等感染症を除く） 

発症後５日を経過し，かつ，解熱した後２

日を経過するまで ※ 

百日咳 

特有の咳が消失するまで又は５日間の適

正な抗菌性物質製剤による治療が終了す

るまで 

麻しん（はしか） 解熱した後３日を経過するまで 

流行性耳下腺炎（おたふくかぜ） 

耳下腺，顎下腺又は舌下腺の腫脹が発現

した後５日を経過し，かつ，全身状態が良

好になるまで 

風しん（三日はしか） 発疹が消失するまで 

水痘（みずぼうそう） すべての発しんが痂皮化するまで 

咽頭結膜熱（プール熱） 主要症状が消退した後２日経過するまで 

結核 医師の許可があるまで 

髄膜炎菌性髄膜炎 医師の許可があるまで 

第

三

種 

コレラ，細菌性赤痢，腸管出血性大腸菌感

染症，腸チフス，パラチフス，流行性角結

膜炎，急性出血性結膜炎その他の感染症 

医師の許可があるまで 

※ インフルエンザ：出校停止の期間の発症後５日とは，発症日及び出校日を除いた期間が５

日間必要であること。 

４ ハラスメント防止 

 

 

◎ ハラスメントに関して相談したい方 
① 相談窓口：保健室（別室で相談を受けます。） 
② 執務時間：平日 8:30～13:00，13:45～17:00 

③ Ｔ Ｅ Ｌ: 0565-36-5844 

④ ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：soudan@toyota-ct.ac.jp 
⑤ 相 談 員：学生主事       安藤 浩哉 

（情報工学科棟４階 TEL0565-36-5868） 
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高専では，人間関係で強い絆が生まれる半面，独自の慣習が形成されやすく，一人ひとりの意

識，感覚の違いに配慮を欠くと，パワーハラスメント，セクシュアルハラスメント，アカデミッ

クハラスメントなどを招く場合があります。 

他の人への配慮不足による不適切な言動や，節度を超えた付き合い，コミュニケーション不足

や，公私混同などによるトラブルが起こることがあります。 

悪意のない気軽な言動でも，ハラスメントに該当するかどうか，基本的には，その言動の受け

手がそれを不快に感じるかどうかによって決まります。しかし，当事者の受け手が不快に感じな

くても，閉鎖的な人間関係，独自の習慣などによって，ハラスメントの環境が形成されていく場

合もあります。 

（１）ハラスメントの種類 

ア パワーハラスメント 

職務上の地位や影響力に基づき，相手の人格や尊厳を侵害する言動を行うことにより，

その人や周囲の人に身体的・精神的な苦痛を与え，その就業環境を悪化させること。 

イ セクシュアルハラスメント 

優越的地位や継続的関係において，相手の意に反する性的な言動のこと。相手の対応

により，就学・研究・就業上の不利益を与える『対価型』と，性的な言動により相手の

就学・研究・就業環境を悪化させる『環境型』がある。 

『環境型』の具体例 

・ツイッターなどに同級生の性的な噂の書き込みをする。 

・パソコンのスクリーンセイバーをアイドルの水着姿にする。 

・先輩が後輩の髪の毛をなでたり，触ったりする。 

ウ アカデミックハラスメント 

       教育・研究上の地位や優位性に基づき，相手の人格や尊厳を侵害する言動を行うこと

により，その人や周囲の人に身体的・精神的な苦痛を与え，その就学・研究環境を悪化

させること。 

具体例 

・粗野な言動や暴力 

・不適切な言葉を用いた注意・誹謗中傷 

・必要な範囲を超える指導，執拗な指導 

・指導の拒否，無視，隔離 

・実績の横取り 

・プライバシーの侵害，公私混同 

学生サポート室長 榎本 貴志 
（建築学科棟１階 TEL0565-36-5802） 

高村 明 
（一般学科・管理棟３階 TEL0565-36-5819） 
看護師      木之本 奈美 
学生相談員 
（保健室 TEL0565-36-5844） 
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（２）ハラスメント防止のために一人ひとりが気をつけること 

ア 加害者にならないために 

         ・ハラスメントについて知り，人権意識を持ちましょう 

         ・思い込みは危険（相手も受け入れている，と思い込んではダメ） 

         ・相手の気持ちに気がついて（相手を尊敬する気持ちが大切） 

         ・必要な指導は適切に（先輩から後輩，先生から学生，コーチから部員） 

イ 被害に遭わないために 

         ・気が進まない場合には毅然と断る。 

         ・人格や能力を否定される発言には不快感を表明してよい。 

（３）ハラスメントをされていることを知ったら・・・ 

ハラスメントをされている友達がいたら，傍観者ではなく，抑止する力，第三者の力にな

ってあげてください。 

ア 不快な場面を目撃したら，加害者に伝えるようにしましょう。 

イ 相談窓口に行くように勧め，同行してあげましょう。 

ウ 被害者の相談にのって精神的に支えてあげましょう。（被害者を責めてはいけません。） 

エ 必要なら証人になってあげましょう。 

 

学生サポート室は，学生のプライバシーや名誉，その他の人権は必ず守ります。 

・苦情は公平に対処します。 

・相談することで，あなたの不利益になることはありません。 

・相談内容の秘密は必ず守りますので，安心して相談してください。 

 

保険制度 

日本スポーツ振興センター 

独立行政法人日本スポーツ振興センターは，学生の健康の保持増進を図るとともに，学校の管理

下における学生の災害に対して必要な給付を行い，もって国民の心身を健全な発達に寄与すること

を目的としています。 
 

１ 加入 
学校の設置者が，保護者の同意を得て，日本スポーツ振興センターの災害共済給付制度に，掛

金学生１人当たり，設置者負担額及び保護者負担額あわせて年額 1,930円で，全員に加入いただ

いています。日本スポーツ振興センターの災害共済給付制度の概要は次のとおりです。学校安全

Web（災害共済給付）でも確認できます。 
（１）給付の種類と内容（災害共済給付の給付基準は，センター法施行令第３条によります。） 
災害の種類 災害の範囲 給 付 金 額  

負傷 
学校の管理下の事由によるもの

で，療養に要する費用の額が

5,000円以上のもの 

医療費 
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災害の種類 災害の範囲 給 付 金 額  

疾病 

学校の管理下の事由によるもの

で，療養に要する費用の額が

5,000 円以上のもののうち，文部

科学省令で定めているもの 

・学校給食等による中毒 

・ガス等による中毒 

・熱中症  

・溺水 

・異物の嚥下 

・漆等による皮膚炎 

・負傷による疾病 

・外部衝撃等による疾病 

・医療保険並の療養に要する費用の額の

4/10（そのうち 1/10は，療養に伴って要

する費用として加算される分） 

ただし，高額医療費の対象となる場合は，

自己負担額（所得区分により限度額が異

なる）に，「療養に要する費用月額」の

1/10を加算した額 

・入院時食事療養費の標準負担額がある場

合は，その額を加算した額 

障害 

学校の管理下の負傷及び上欄の

疾病が治った後に残った障害 

障害見舞金 

4,000万円（１級）～ 88万円（14級） 

（通学中の災害は半額） 

死亡 

学校の管理下の事由による死亡

及び上欄の疾病に直接起因する

死亡 

死亡見舞金 

3,000万円（通学中の災害は 1,500万円） 

突

然

死 

学校の管理下において運動

などの行為に起因あるいは

誘因となって発生したのも

の 

死亡見舞金 

3,000万円（通学中の災害は半額） 

学校の管理下において運動

などの行為と関連なしに発

生したもの 

死亡見舞金 

1,500万円（通学中の災害は半額） 

なお，学校の管理下とは，次の場合をいいます。 
 ①授業中 
②学校の教育計画に基づく課外指導中  
③休憩時間中及び学校の定めた特定時中 
④通常の経路及び方法による通学中  
⑤寄宿舎にあるとき等 

（２）給付基準 
ア 同一の災害の負傷又は疾病について医療費の支給は，初診から最長 10年間行われます。 

イ 災害共済給付を受ける権利は，その給付事由が生じた日から２年間行わないときは，時

効によって消滅します。 

ウ 損害賠償を受けたときや他の法令の規定による補償や給付（例えば，地方公共団体の条

例等による乳幼児医療費助成制度，ひとり親家庭医療費助成制度）等を受けたときは，そ

の価格の限度において，給付を行いません。 
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エ 生活保護法による保護を受けている世帯に属する義務教育諸学校及び保育所の児童生徒

に係る災害については，医療費の給付は行いません。 

オ 高等学校の生徒及び高等専門学校の学生が自己の故意の犯罪行為により，又は故意に負

傷し，疾病にかかり又は死亡したときは，当該医療費，障害又は死亡に係る災害共済給付

を行いません。 

カ 高等学校の生徒及び高等専門学校の学生が自己の重大な過失により，負傷し，疾病にか

かり又は死亡したときは，当該障害又は死亡に係る災害共済給付の一部を行わない場合が

あります。 
（３）給付の制限 

ア 医療費が健康保険法等の定めるところによって算定されることに伴う制限 
イ 医療費の支給期間満了の制限 
ウ 損害賠償を受けた場合の制限 
エ 災害について国又は地方公共団体の負担で補償等が行われた制限 
オ 非常災害の場合の制限 
カ 生活保護法による保護を受けている世帯の学生についての制限 
キ 学生の故意又は重大な過失による災害の場合の制限 

２ 災害給付の手続について 
（１）災害事故が起きた時は，直ちに保健室又は学生課学生支援係に連絡すること。 
（２）「災害報告書」に記入し，発生の日から１週間以内に保健室に提出すること。 
（３）災害発生日と初診日に７日以上の開きがある時は，その間の事情を別紙（様式自由）によ

り状況報告として添付すること。なお，原則として災害発生から数えて初診日までの期間が

１週間を超えるものは対象としない。 
（４）災害給付金は，申し出が無い限り授業料納入者の銀行口座に送金されます。 
 
団体学生総合補償制度（任意加入） 

この制度は，学校管理下はもとより，学校管理下以外における交通事故・スポーツ・レジャー・

アルバイト中の傷害や学資負担者の事故での死亡などの災害に幅広く対処できます。この保険は，

学校が斡旋に関わらない任意であり，団体扱いで保険料の団体割引が適用されており，入学時に保

険会社が加入案内を配布し募集しています。また，入学時に加入された方で在学中に保険有効期限

が切れてしまう場合は，直接保険会社に問い合わせてください。 
 

地震防災対策 

基本方針 

学生の安全を第一に考え，地震に関連した重大な情報が発せられた時点で，本校における災害対

策本部の設置について検討を行い，設置の場合は，学生避難などの対策を指示する。 

 

災害対策本部設置の際の対応 

１ 災害対策本部の設置 
校長を本部長とする災害対策本部を設置する。 
本部長は学生の生命，身体の安全を考え避難を命令する。 
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２ 学生の安全対策 
直ちに授業や部活動，学校行事などを打ち切る。 
当日予定されている授業や学校行事は全て中止又は延期とする。 
上記の授業又は学校行事の中止又は延期は安全が確認されるまでの間継続する。 

３ 学生の避難  
（１）学生が在学中の場合 

災害対策本部長の指示により，安全な場所に誘導，避難させ，点呼・確認を行う。 
その後，安全を確認し，速やかに帰宅させる。安全が確認できない学生については，保

護者へ連絡し，迎えに来ていただく。 
（２）学生が登下校中の場合 

交通機関の情報を収集し，帰宅する。交通機関に乗車中はその指示に従う。 
（３）学生が在宅中 

自宅待機とする。 
安全が確認されるまでの間，臨時休講とする。 

 

施設利用案内 

図書館 

入館，貸出には図書館利用カード（学生証）が必要です。 
高専における学習に必要な各種参考書，英語等多読図書，工学・文学・美術関連図書及び視聴覚

資料を備えています。館内では CD プレーヤーの貸出や DVD の視聴ができます。また，電子書籍

は手続きを行えば館外でも閲覧可能です。 
 
１ 開館時間：月曜日～金曜日  8:45～20:00（休業期間中は 8:45～17:00） 

土曜日      10:00～17:00（休業期間中は閉館） 
２ 休館日：日曜日，祝日，年末年始（12月 28日から翌年１月４日まで） 

蔵書点検期間，その他臨時の休館日は，その都度，Ｗｅｂページでお知らせします。 

３ 館外貸出冊数及び貸出期間： 

通常，１人 10冊まで２週間を限度として貸出できます。 
返却期限を過ぎている貸出資料がある場合，新規貸出はできません。 
５年生，専攻科生で卒業（特別）研究のため必要な場合は，１人 10冊まで１か月を限度とし

て貸出できます。 
４ 図書館内での飲食と撮影は禁止です。ただし，水筒・ペットボトルなどの密封できる容器に

入った飲み物に限り，持ち込みを許可します。 
携帯電話での通話は，閲覧室の外でお願いします。 

 
ICTセキュリティ教育センター 

ICT セキュリティ教育センターは，共同利用施設として，ICT教育事業，学内のコンピュータと

ネットワークの管理から各学科における情報処理教育や卒業（特別）研究などで利用できる演習室

（パソコン）まで，幅広いサービスを提供しています。 
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１ 開館時間：月曜日～金曜日  8:50～17:00 
２ 休館日：土曜日，日曜日，祝日，試験期間，休講日，長期休業日（春，夏，秋，冬） 
３ 演習室内は飲食禁止です。 

 
また，センターの演習室と同じ環境で動作するサテライト端末（パソコン）が図書館と寮のメデ

ィアルームに設置してあるため，図書館の開館時間や寮の運用規則の時間内に利用できます。 
 

土日祝日・臨時休業日及び長期休業期間中における 

警報又は特別警報発令時の課外活動について 

午前６時の時点で，愛知県下（田原市を除く）に台風による暴風警報が発令されている場合，

又は愛知県下（田原市を含む）に大雨特別警報，暴風特別警報又は暴風雪特別警報が発令されて

いる場合，当日の課外活動支援業務は行わないものとし，当日の課外活動は中止とします。 
ただし，当日の午前 10時までに上記警報又は特別警報が解除された場合には，各部及び同好会

の顧問教員の判断により，その指導の下で，中止した課外活動を午後から行うことができるもの

とします。 
課外活動中に上記警報又は特別警報が発令された場合は，直ちに課外活動を中止し，速やかに

帰宅してください。 
 

授業時間外における教室等の使用について 

授業時間外に教室，実験室・実習室・演習室等を使用する場合には，事前に申請し，許可を受け

てから使用してください。 
また，使用に当たっては安全に心がけるとともに次の事項について注意してください。 
・使用時間及び使用目的を厳守すること。 
・設備等を大切に取扱い，他人に迷惑をかけないこと。 
・使用責任者は鍵の授受及び使用後は，整理整頓，清掃，消灯，施錠をすること。 
・何らかの支障が生じた場合は，管理者及び学生課等に速やかに連絡し，指示に従うこと。 
・その他，使用場所の定めを厳守すること。 
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た

だ
し

，
特

段
の

理
由

が
あ

る
と

認
め

る
場

合
，

16
:4
5～

18
:3
0
ま
で
は
，
申
請
書
を
一
週
間
前
ま
で
に

提
出
し
，
許
可
を
受
け
る
こ
と
。
ま
た
，
指
導
教
員
が
立

ち
会
い
，
学
生
は

18
:3
0
ま
で
に
下
校
す
る
こ
と
。
 

長
期
 

休
業

中
 

9:
00

か
ら

16
:4
5

ま
で
 

●
16
:4
5
ま
で
可
 

対
外
・
公
式
試
合
等
の
場
合
，
事
前
に
学
内
課
外
活
動
許
可
願

及
び
施
設
・
設
備
使
用
願
を
提
出
す
る
こ
と
。
な
お
，
学
生
は

16
:4
5
ま
で
に
下
校
す
る
こ
と
。
 

●
16
:4
5
ま
で
は
，
申
請
書
を
一
週
間
前
ま
で
に
提
出

し
，
許
可
を
受
け
る
こ
と
。
 

 
な
お
，
指
導
教
員
の
管
理
の
下
，
学
生
は

16
:4
5
ま
で

に
下
校
す
る
こ
と
。
 

●
研
究
指
導
教
員
が
出
勤
し
て
い
る
月
曜
か
ら
金

曜
に
お
い
て
は
，
平
日
の
対
応
と
同
様
と
す
る
。
 

●
土
曜
，
日
曜
，
祝
祭
日
に
お
い
て
は
，
そ
れ
ぞ
れ

の
対
応
日
と
同
様
に
扱
う
も
の
と
す
る
。
 

上
記

を
超

え
る

場
合
 

●
対
外
・
公
式
試
合
等
の
場
合
，
16
:4
5
ま
で
に
試
合
終
了
が

困
難
な
場
合
。
担
当
教
員
に
よ
り
延
長
申
請
が
で
き
る
。
 

 
な
お
，
担
当
教
員
が
立
ち
会
い
，
試
合
終
了
後
速
や
か
に
学

生
を
下
校
さ
せ
る
こ
と
。
 

●
特

段
の

理
由

が
あ

る
と

認
め

る
場

合
,1
6:
45

～

18
:3
0
ま
で
は
，
申
請
書
を
一
週
間
前
ま
で
に
提
出
し
，

許
可
を
受
け
る
こ
と
。
 

 
な
お
，
指
導
教
員
が
立
ち
会
い
，
学
生
は

18
:3
0
ま
で

に
下
校
す
る
こ
と
。
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施設使用心得 

合宿研修所 

１ 施設，設備及び備品を大切に取扱い，合宿研修所以外の場所への持ち出しはしないこと。 

２ 破損等した場合は，速やかに学生課学生支援係まで届け出ること。 

３ 使用中は衛生に留意し，室内を清潔にしておくこと。 

４ 火気の取扱いは，十分注意すること。 

５ 備え付け以外のガス器具，電気器具等の使用は認めない。 

６ 合宿研修以外の使用は，原則として 9:00から 18:30までとする。 

７ 他人に迷惑をかける行為をしないこと。 

８ 貴重品その他の管理は，各自で行うこと。 

９ 使用責任者は使用後復元し，整理整頓，清掃，戸締まり等を行うこと。 

10 その他細部については，学生主事，部長教員，指導教員又は学生課学生支援係の指示に従う

こと。 

 

体育館 

１ 土足で体育館内に入らないこと。靴は，体育館専用のものを使用すること。 
２ 体育館内では飲食をしないこと。 
３ ロッカーは学生全員が使用するので，使用後は着衣等を残さないこと。 
４ 体育館使用中に施設，設備あるいは用具を破損したときは，速やかに学生課学生支援係に申

し出てその指示を受けること。 
５ 休日及び時間外に使用する場合には，所定の使用願を事前に学生課学生支援係に提出し，使

用許可を受けなければならない。 
６ シャワーの使用後は必ず電源を切ること。 
７ 電気の使用後は必ず電源を切ること。 
８ 使用区分及び使用時間を厳守すること。使用時間は，8:30から 18:30までとする。 

９ 貴重品その他の管理は各自で行うこと。 

10 使用後は必ず清掃し，復元すること。 

11 器具庫等に無断で入らないこと。 

12 その他，学生課学生支援係の指示に従うこと。 

 

武道場 

１ 靴で道場内に入らないこと。 
２ 武道場では飲食をしないこと。 
３ 道場使用中に施設，設備あるいは用具を破損したときは，速やかに学生課学生支援係に申し

出て，その指示を受けること。 
４ 休日及び時間外に使用する場合には，所定の使用願を事前に学生課学生支援係に提出し，使

用許可を受けなければならない。 
５ 電気の使用後は必ず電源を切ること。 
６ 使用区分及び使用時間を厳守すること。使用時間は 8:30から 18:30までとする。 
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７ 貴重品その他の管理は各自で行うこと。 
８ 使用後は必ず清掃し，復元すること。 
９ 礼儀を重んじ，清潔整頓に留意すること。 
10 その他，学生課学生支援係の指示に従うこと。 

 

ウェイトトレーニング器具 

１ 重量の軽い重いにかかわらず，正しい基本姿勢に徹して行うこと。 
２ 重い器具を扱うときはグループで行うこと。 
３ 十分準備運動を行い，あとには整理運動を行うこと。 
４ 呼吸は意識して行い，止めたままで行わないこと。 
５ 器具の整理・整頓に心掛けること。 
６ 器具の安全を確かめてから行うこと。特に次の確認を行うこと。 
ア）止め金（カラー）はゆるんでいないか。 
イ）重り（プレート）と止め金との間にすきが作ってあるか。 

７ 無理と思われる重量に挑戦することは絶対に避けること。 
８ 十分気を引き締めて行い，遊び半分では決して行わないこと。 
９ 身体の不調のときはやめること。 
10 必ず，屋内シューズを履いて使用すること。 

11 その他，学生課学生支援係の指示に従うこと。 
 

テニスコート 

１ コート内にはテニスシューズ以外の履物で入らないこと。 

２ コートに入る前には，靴に付着している土を完全に落とすこと。 

３ 使用後は，コート整理（オムニコートはブラシ掛け）をすること。 

４ 使用時間は 8:30から 18:30までとする。 

５ 夜間照明の使用方法は，学生課学生支援係の指示に従うこと。 

６ 使用後，ネットは所定の場所に保管するか，張ったままの場合には，必ずロープを緩めてお

くこと。 

７ フェンス際の雑草を常に除去しておくこと。（毎週１回除草すること。） 

８ 使用中に出たごみは，使用後必ず処分すること。 

９ その他，学生課学生支援係の指示に従うこと。 
 

賞罰 

学生表彰 

学生の模範として推奨できる行為又は功労等のあった者，及び課外活動に卓越した成果をおさめ，

本校の名誉を高めた者に対し，表彰する制度があります。 

 

懲戒 

教育上必要があるときは，学生に退学，停学，訓告，又はその他の懲戒を加えることがあります。 
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学生の飲酒・喫煙 

二十歳未満の者が，酒を飲んだり，たばこを吸ったりすることは法律で禁止されています。 

本校では，学生の飲酒・喫煙については，校内（学寮を含む）だけでなく，学校周辺及び通学経

路上においても一切禁止しています。それらの場所で飲酒・喫煙行為を発見した場合は二十歳以上・

二十歳未満にかかわらず指導や懲戒の対象となりますので絶対に行わないでください。  

なお，二十歳に達した学生であっても，自宅等におけるこの種の行為は，これが習慣性をもつも

のであることを考え，自粛してください。 

 

麻雀・花札等の禁止 

麻雀，花札及びそれらに類する遊技は，賭け事につながるおそれがあるため校内（学寮を含む）

禁止としています。麻雀，花札等の行為を発見した場合は学生指導の対象となります。 

 

海外旅行をする場合 

本校では学生が海外旅行等を行う場合は「海外旅行届」を学生課学生支援係に提出することを義

務付けています。 

海外で災害，テロ，事故，病気感染等が発生した場合，学校として渡航中の学生の行動把握や安

否確認に必要な情報となりますので，必ず２週間前までに提出をしてください。 

 

アルバイト 

１年生，２年生は原則禁止です。 

３年生以上が保護者の同意を得て行う場合は，「アルバイト届」により指導教員を経て学生課学生

支援係に申請してください。 

アルバイトに従事する日時は学習に差し支えない程度とし，22時以降にわたるものは避けてくだ

さい。また，本校の学生にとって望ましくない職種については，禁止します。 

 

下宿 

１ 下宿する場合には「下宿届」により指導教員を経て学生課学生支援係に提出してください。 

２ 下宿先においては本校の学生としての品位を保ち，規律ある生活を行い，他人の迷惑となるよ

うな行為をしてはいけません。 

３ 下宿先を変更する場合は，事前に学生課学生支援係に届け出てください。 

 

忘れ物・落とし物 

忘れ物や落とし物を見つけた場合には，学生課学生支援係に届け出てください。 

届けられた忘れ物・落とし物は学生課学生支援係事務室前のガラスケース等に保管しています。

心当たりの学生は学生課学生支援係の窓口に申し出てください。 

なお，学用品等所持品には，学年及び氏名を書き，普段から管理を十分に行い，物を大切にする

習慣を身につけてください。 
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学生会 

本校には，学生全員を会員として構成される「学生会」が設けられています。学生会の目的は「創

立の精神と民主主義の精神にのっとり，会員の自治活動を通じて学生生活の充実と良い校風の樹立

を図り，もって良い社会人としての資質を養うこと」であり，学校の助言・指導を受けて各種の学

生会行事，クラブ活動，同好会活動などを運営しています。詳細は豊田工業高等専門学校学生会ホ

ームページ http://nit-toyota.org/ を参照してください。 

 

学生会役員 

役職 職務 人数 

会長 学生会を代表し，会務を統括する。 １名 

副会長 会長を補佐し，会長に事故があるときはその職務を代行する。 ２名 

書記 各議事録・通信文等の作成及びその保管にあたる。 ２名 

一般会計 学生会一般の財務を処理する。 １名 

議長 評議員会を代表し，総会並びに評議員会での審議の進行を務める。 １名 

内務 学生会活動における物品の貸借等，内務を担当する。 １名 

広報 学生会活動における広報を担当する。 １名 

監査部長 監査部を代表し，学生会の会計に関する監査を行う。 １名 

選挙管理部長 選挙管理部を代表し，役員の選挙に関する事務を統括する。 １名 

一般執行部員 執行部職務や行事運営の補助を行う。 相応数 

 

総会 

総会は学生会の最高議決機関であり，全会員で構成されています。定期総会は毎年４月及び 11
月に開催され，主に予算の承認，部・同好会等の新設及び改廃の審議をします。 
 

評議員会 

評議員会は総会の代行機関であり，総会議案を除くすべての議案を審議します。評議員会は各学

級から２名ずつ選出された評議員によって構成されています。 

 

執行部 

執行部は，学生会の執行機関であり，会長，副会長，書記，一般会計，内務，広報，一般執行部

員によって構成されています。一般執行部員は他の役員の承認をもって会長によって任命されます。 

 

監査部 

 監査部は，学生会の会計に関する監査を行い，各学級から１名ずつ選出された部員によって構成

されています。 

 

選挙管理部 

 選挙管理部は，一般執行部員を除く役員の選挙に関する事務を統括し，選挙を円滑に運営するこ

とを目的としており，各学級から１名ずつ選出された部員によって構成されています。  
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部及び同好会 

〈文化部門〉 〈体育部門〉 

・ 吹奏楽部 

・ 写真部 

・ 放送研究部 

・ 自動車部 

・ インターアクトクラブ 

・ 軽音楽部 

・ コンピュータ部 

・ 囲碁・将棋部 

・ 茶道部 

・ 演劇部 

・ 美術部 

・ スペース・デザイン研究部 

・ ジャグリング部 

・ 鉄道航空研究同好会 

・ 機巧同好会 

・ 天文同好会 

・ アートクリエイト同好会 

 

 

・ 陸上競技部 

・ 水泳部 

・ 硬式野球部 

・ ソフトテニス部 

・ テニス部 

・ 卓球部 

・ サッカー部 

・ バスケットボール部 

・ 女子バスケットボール部 

・ バレーボール部 

・ 女子バレーボール部 

・ ハンドボール部 

・ 柔道部 

・ 剣道部 

・ 弓道部 

・ 山岳部 

・ 空手道部 

・ バドミントン部 

・ ラグビーフットボール部 

・ オリエンテーリング部 
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７ 寮生活 
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学寮生活指針 

本校の学寮は，教育の場であり，次のような目的を持っています。 

１ 高専における学園生活の適応を促進し，高等教育の徹底を図る。 

２ 教員との生活を通じた接触により一般教養を高め，社会的視野を広める。 

３ 共同生活を営むことにより，社会に適応してゆく能力を養い，また，団体の一員として判断し，

行動する能力を養う。 

４ 規則正しい日常生活を通じて「規律の遵守」の態度を身につける。 

 

寮生心得 

寮生は，寮務主事，寮監，寮務主事補，宿日直教員，寮務係職員，学生寮指導員及び寮母，そし

て特に低学年寮生（第１・２学年の寮生）は指導寮生及び班長の指導のもとに「学寮生活指針」を

十分に理解し，将来有為な社会形成者となる基礎を養ってほしい。 

また，生活上の相談については遠慮なく，寮務主事，寮監，寮務主事補，宿日直教員，指導寮生，

班長，フロアリーダーあるいは学生課寮務係に申し出て適宜の処置をとってほしい。 

 

日課 

１ 次の日課にしたがって生活する。 

平 日：授業日の朝から休業日の前日の昼食時まで 

休業日：休業日の前日の夕食時から休業日の消灯まで 

（１）低学年（第１・２学年男子寮生） 
 日  課 平日（月～金昼） 休業日（金夕～日夕） 

朝 の 日 課 

起床 

グランド集合 

点呼・体操・伝達 

食事・清掃 

出校及び玄関施錠 

指導寮生点検 

7：20 

7：27まで 

7：30 ～  7：50 

7：50 ～  8：40 

8：40 

8：40 ～  8：50 

 

 

 

7：30 ～  8：40 

 

 

昼 の 日 課 
昼食時間帯 

玄関開錠 

12：10 ～ 13：00 

14：30 

12：00 ～ 13：00 

 

夜 の 日 課 

夕食時間帯 

入浴時間帯 

点呼 

学習時間帯 

門限 

反省・連絡・就寝準備 

玄関施錠・完全消灯 

17：30 ～ 19：20 

17：30 ～ 19：50 

20：00 

20：00 ～ 22：30 

22：00 

22：30 ～ 23：30 

23：30 

17：30 ～ 19：20 

17：30 ～ 20：30 

21：00 

 

22：00 

 

23：30 

（２）高学年（第３～５学年男子寮生） 
 日  課 平日（月～金昼） 休業日（金夕～日夕） 

朝 の 日 課 食事・清掃 7：30 ～  8：40 7：30 ～  8：40 

昼 の 日 課 昼食時間帯 12：10 ～ 13：00 12：00 ～ 13：00 

夜 の 日 課 

夕食時間帯 

入浴時間帯 

点呼・門限 

玄関施錠・天井灯消灯 

17：30 ～ 19：20 

17：30 ～ 22：30 

22：00 

23：30 

17：30 ～ 19：20 

17：30 ～ 22：30 

22：00 

23：30 

- 108 -



（３）女子寮生（低：第１・２学年，高：高学年） 
 日  課 平日（月～金昼） 休業日（金夕～日夕） 

朝 の 日 課 

起床（低） 

グランド集合（低） 

点呼・体操・伝達（低） 

食事・清掃（低） 

出校及び玄関施錠（低） 

指導寮生点検 

7：20 

7：27まで 

7：30 ～  7：50 

7：50 ～  8：40 

8：40 

8：40 ～  8：50 

 

 

 

7：30 ～  8：40 

 

 

昼 の 日 課 
昼食時間帯 

玄関開錠（低） 

12：10 ～ 13：00 

14：30 

12：00 ～ 13：00 

 

夜 の 日 課 

夕食時間帯 

入浴時間帯（低） 

入浴時間帯（高） 

点呼 

学習時間帯（低） 

門限・玄関施錠 

反省・連絡（低）・就寝準備 

在寮確認（低） 

完全消灯(低)・天井灯消灯(高) 

17：30 ～ 19：20 

17：30 ～ 19：50 

17：30 ～ 22：30 

20：00 

20：00 ～ 22：30 

22：00 

22：30 ～ 23：30 

23：20 

23：30 

17：30 ～ 19：20 

17：30 ～ 19：50 

17：30 ～ 22：30 

21：00 

 

22：00 

 

23：20 

23：30 

２ 点呼・門限・玄関施錠について 

（１）点呼 
ア 学生寮では毎日定められた時刻に点呼をとる。寮生の所在の確認は学校にとって重要

なことである。点呼者（原則として指導寮生又はフロアリーダー）は，所定の時刻に，

点呼簿をもとに，寮生の在寮を確認した後，宿直教員に報告すること。この時刻には寮

生は自分の居室にいること。 
イ 点呼までに帰寮できず，遅刻する場合は「外出届」，健康上の理由や家の用事などでや

むを得ず自宅へ帰省する場合は「臨時帰省届」を平日の 16 時 30 分までに学生課寮務係

へ提出すること。なお，病気，事故，その他緊急の理由で事前に届出（帰省簿も含め）

ができずに臨時帰省・遅刻をする場合は，点呼時刻前までに必ず宿日直教員室に加え，

自分の階の指導寮生もしくはフロアリーダーへ直接連絡すること。 
ウ 点呼に遅れて帰寮した時は，直ちに宿直教員に加え，自分の階の指導寮生もしくはフ

ロアリーダーに必ず報告すること。 
エ 点呼後は，学寮区域内に留まること。 

（２）門限 
22 時とする。門限を過ぎての帰寮は原則として認めない。門限までに帰寮できない場

合は帰省すること。 
（３）玄関施錠 

ア 女子寮は22時。寮母室にいる男子寮生は特別に許可を得た場合を除き22時までに退 
出すること。 

イ 男子寮は23時 30分。玄関が施錠された後は翌朝まで寮の外に出ないこと。 
３ 外出・帰省について 
（１）点呼時間までに帰寮できず，遅れて帰寮する場合，「外出届」を平日の16時 30分までに

学生課寮務係へ提出し，帰寮した時に宿直教員に加え，自分の階の指導寮生もしくはフロ

アリーダーに必ず報告すること。 
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（２）休業日の前日に帰省を希望する場合，「帰省簿」に記載すること。 
（３）健康上の理由や家の用事などでやむを得ず休業日以外に帰省をする場合は，「臨時帰省 

届」を平日の16時 30分までに学生課寮務係へ提出すること。３日以上連続して臨時帰省

をする場合は，寮監又は寮務主事補の事前承認が必要である。 
 

日常生活 

１ 居室の生活について 
（１）寮生は，指定の居室に住居すること。 
（２）居室からの避難の妨げとなるような家具の移動は行わないこと。 

２ 学習について 
各自学習計画を立て，常に学力の向上を努める習慣を身に付けるように心掛けること。 
低学年においては，学習時間帯は静粛にし，他人に迷惑とならないように心掛け学習に専念

すること。 
３ 食事について 
（１）食事は，定められた時間内に行うこと。 
（２）食堂においては，すべてセルフサービスである。食器類は大切に，かつ清潔に取り扱う

こと。 
（３）病人食を除き食器類は食堂の外へは持ち出さないこと。 
（４）食堂には寝間着，パジャマでの出入りをしないこと。 
（５）休業日の前日の夕食から休業日夕食までは食券制となっており，食券を購入することに

より食堂で食事を摂ることができる。金曜日夕食～日曜日夕食の食券販売締切りは木曜日

の17時まで，その他休業日の食券は所定の期日までに購入すること。 
（６）やむを得ない理由で欠食（原則として１日単位でしか認められない）する場合は，３営

業日（食券日は含まない）前までに欠食届を提出すること。 
（７）食費は１か月ごとに指定の銀行口座から，食堂業者の銀行口座に引き落とされる。 

４ 集会，掲示物について 
（１）集会は，目的，場所及び時間等を明示し，寮務主事の許可を受けて行うこと。 
（２）掲示物は，手続の上，定められた場所に掲示すること。 

５ 礼儀，服装について 
（１）寮生は，教職員，来訪者並びに寮生相互間において，常に礼儀正しく，言葉使い等に注

意すること。 
（２）服装は端正，質素，清潔なものを用いること。 

６ 災害防止及び設備の保全 
（１）電気配線に工作を施さないこと。配管に物をぶらさげないこと。 
（２）居室において，防災上危険な器具及び消費電力が大きい電気器具（ヒーター，トースタ

ー，コンロ，ポット，アイロン，あんか等），ガス器具等の使用は認めないので，持ち込ま

ないこと。 
ただし，電気蚊取器については，リキッドタイプの物に限り認める。 

（３）電気洗濯機，ガスコンロ，冷蔵庫等は，設置場所で使用すること。 
（４）停電，断水又は建物等異常が見つかったときは，宿日直教員又は学生課寮務係に連絡し，
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その指示に従うこと。 
（５）災害又は事故発生を知ったときは，「学寮のしおり」に記載の災害対策マニュアルを参照

し，臨機の処置をとるとともに宿日直教員又は学生課寮務係に報告し，その指示に従って

行動すること。 
（６）備付けの消火器，消火栓及び避難器具にみだりに触れないこと。ただし，それらの器具

の使用方法は平素から熟知しておくよう心掛けること。 
（７）勝手に施設，設備の改変を行わないこと。使用に際しては，常に大切に取り扱い，保全

に留意すること。 
（８）廊下に私物を置かないこと。また居室の扉の前には荷物を置かず，居室に２つ扉がある

場合でも，どちらもいつでも開けられる状態にしておくこと。 
７ 健康管理及び保健衛生について 
（１）寮内において身体的，精神的に異常を認めた場合，指導寮生・班長・フロアリーダー又

は学生課寮務係・宿日直教員に申し出てその指示に従うこと。 
（２）病気等で安静の必要のある者は，看護師，寮母，学生寮指導員又は宿日直教員に申し出

て，保健室又は静養室で静養すること。 
（３）平常用いる薬等は各自で用意すること。 
（４）寮生が寮生活の中で発生した病気，事故等で病院へ行く場合，病院での応急処置が必要

な緊急時にのみタクシーを往復利用することができる。その場合は，宿日直教員，看護師，

学生課寮務係へ申し出ること。 
８ 来訪者の取り扱いについて 
（１）寮生に寮外者の訪問のあった場合，宿日直教員又は学生課寮務係に申し出て許可を受け

た後，面会すること。 
（２）寮外者は，19時以降寮内に留めないこと。 
（３）校長が特に許可した者以外は，宿泊させることはできない。 

９ その他 
（１）寮内においては，飲酒，喫煙をしないこと。酒類・タバコの持込みも禁止とする。 
（２）教育寮としてふさわしくない遊戯（電子ゲーム，麻雀，花札，スケートボード等）は持

ち込まないこと。 
 
貴重品・私物の持込み 

１ 貴重品は居室のロッカーに入れて施錠するなど，各自で管理すること（錠はナンバーロック）。

また，居室の鍵は必ず持ち歩き，居室に居住者が不在になるときは，必ず施錠すること。 

２ パソコンの持込みは，第３・４・５学年に限り許可する。許可を受ける場合は「パソコン・

LAN 寮内使用許可願」を学生課寮務係に提出し許可を受けること。 
 
自転車・自動二輪等の使用 
１ 自動二輪車，原動機付き自転車の寮内への持込みは，学生課学生支援係で許可を受けた後，

DMC 委員会へ誓約書を提出し，持ち込むこと。（自転車と自動二輪等の二重登録はできない。） 
２ 寮内に自転車を持ち込む場合は，「自転車使用届」を学生課学生支援係へ提出し，DMC 委員

会へ誓約書を提出すること。 
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３ 決められた場所に駐輪すること。 
４ 自転車を持ち込む場合は，必ず二重ロックをすること。 
５ 自動車の臨時入構は学生課学生支援係で許可を受けること。なお，自動車等使用説明会，自 
動車等使用講習会及び自動車等使用実技研修会の三つを受講すること。 

 

共同施設の利用 

１ 学寮集会室・学習室の利用について 
（１）学寮集会室・学習室は，寮生の集会，学習及び文化行事等に使用すること。 
（２）利用目的以外の使用と認めた場合，使用を中止させることがあるので注意すること。 
（３）使用する場合（寮内イベントも含む）は，実施希望日の１週間前までに，学生課寮務係

へ届け出て許可を受けること。 
２ 公衆電話について 
（１）外部への連絡用に公衆電話２台（高志寮，明志寮玄関前）が設置されている。ただし，

テレホンカード専用の公衆電話なので利用の際は注意すること。 
 
アルバイト 

１ アルバイト届は指導教員を経て学生課学生支援係に提出し，学生主事及び寮務主事の許可を

得ること。ただし，原則として第１・２学年のアルバイトは許可しない。 
２ アルバイト時間は点呼までとする。点呼に間に合わないアルバイトは許可しない。 

 ３ 災害時の緊急連絡先を確認するため，必ずアルバイト届を提出すること。 
 
学寮経費 

学寮の運営を経済的，効率的に行うために別に定める経費を所定の期日まで納入すること。 
やむを得ない理由により期日までに納入できない場合は，学生課寮務係まで申し出ること。 

 
冷暖房 

夏季と冬季はエアコンが使用できる。設定温度（夏季下限26度・冬季上限22度）を厳守し，節

電に努めること。 
 
寝具 

寮生は全員レンタルの寝具を使用する（ふとん上下各１枚，毛布１枚，枕１個）。寝具は夏季閉寮

及び学年末閉寮の時にレンタル会社へ返却するので，大切に使用すること。 
シーツ（上下各１枚），枕カバーは２週間に１度原則木曜日に交換すること。 

 
健康保険被保険者証 

病院へかかる場合，健康保険被保険者証を必ず持参すること。 
 
入寮・退寮 

１ 第２学年以上の入寮を希望する学生を対象に入寮選考を行う。 
２ 寮の規則に違反した場合，退寮を命ずることがある。 
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開寮・閉寮 

１ 開寮，閉寮の期日は，学校行事により異なるので注意すること。 
２ 閉寮期間中は寮内へは入れないので，閉寮日には，必要な荷物を必ず持って帰ること。 

 

学寮集会室・学習室利用心得 

１ 集会，学習，体育及び文化活動等に利用すること。 
２ 利用できる時間は，寮生の生活に差し障りの無いこと。 
３ 集会室のビデオ機器の使用は，授業時間外の寮生の起床後から消灯前までとする。 
４ 利用したいときは，使用願を学生課寮務係へ提出して許可を得ること。 
５ 目的以外に使用している場合は，利用を取り消す場合があるので注意すること。 
６ 使用責任者は，使用後，整理整頓，清掃，戸締り，消灯等を確認し，施錠すること。 
７ 玄関の出入口の鍵は，平日の17時までは学生課寮務係，それ以外は大志寮宿直教員室・高志寮

宿日直教員室から借りること。 
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８ 学生関係諸規程 
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学
生
関
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規
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豊田工業高等専門学校学則 

制  定  昭和38年４月１日 

最終改正  令和 ２年３月２日 

第１章 本校の目的 
第１条 本校は，教育基本法の精神にのっとり，及び学校教育法に基づき，深く専門の学芸を教授し，職業に必要な

能力を育成することを目的とする。 
２ 本校は，前項の目的を実現するための教育を行い，その成果を広く社会に提供することにより，社会の発展に寄

与するものとする。 
第１条の２ 本校は，前条の目的及び社会的使命を達成するため，学科ごとの教育上の目的を定め，本校における教

育研究活動等の状況について，自ら点検・評価を行い，その結果を公表するものとする。 
２ 前項の措置に加え，本校の教育研究活動等の総合的な状況について，文部科学大臣の認証を受けた者による評価

を受けるものとする。 
３ 前２項の点検・評価並びに検証についての必要な事項は，別に定める。 

第２章 修業年限，在学期間，学年，学期，休業日及び授業終始の時刻 
第２条 修業年限は，５年とする。 
第２条の２ 第１学年に入学した学生は，10 年を超えて在学することはできない。 
２ 第 21 条に規定する休学の場合を除き，同一学年に２年を超えて在学することができない。 
３ 第 18 条，第 18 条の２及び第 24 条第２項の規定により相当学年に入学を許可された学生の在学期間は，校長が

決定する。 
第３条 学年は，４月１日に始まり，翌年３月31日に終わる。 
第４条 学年を分けて，次の２学期とする。 

前学期 ４月１日から９月30日まで 
後学期 10月１日から翌年３月31日まで 

第５条 休業日は，次のとおりとする。ただし，特別の必要があるときは，校長は，これらの休業日を授業日に振り

替えることがある。 

一 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

二 日曜日及び土曜日 

三 春季休業 

四 夏季休業 

五 冬季休業 

六 学年末休業 

２ 前項第３号から第６号までに規定する休業日は，校長が別に定める。 

３ 第１項に規定する休業日のほか，臨時の休業日は，校長がその都度定める。 

第５条の２ ４月20日を，本校の開校記念日とする。 

第６条 授業の終始の時刻は，校長が別に定める。 
第３章 学科，学級数，入学定員及び教職員組織 

第７条 学科，学級数及び入学定員は，次のとおりとする。 
学  科 学級数 入学定員 
機械工学科 
電気・電子システム工学科 
情報工学科 
環境都市工学科 
建築学科 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

40人 

40人 

40人 

40人 

40人 

２ 前項の規定にかかわらず，校長は，教育上有益と認めるときには，異なる学科の学生をもって学級を編制するこ

とができる。 
３ 学科ごとの教育上の目的は，別に定める。 
第８条 本校に，校長，教授，准教授，講師，助教，助手，事務職員及び技術職員を置く。 
２ 教職員の職務は，学校教育法その他法令の定めるところによる。 
第９条 本校に，教務主事，学生主事及び寮務主事を置く。 
２ 教務主事は，校長の命を受け，教育計画の立案その他教務に関することを掌理する。 
３ 学生主事は，校長の命を受け，学生の厚生補導に関すること（寮務主事の所掌に属するものを除く。）を掌理す

る。 
４ 寮務主事は，校長の命を受け，学寮における学生の厚生補導に関することを掌理する。 
第１０条 本校に，庶務，会計及び教務その他学生の厚生補導に関する事務を処理するため，事務部を置く。 
第１１条 前二条に規定するもののほか，本校の内部組織は，別に定めるところによる。 

第４章 教育課程等 
第１２条 １年間の授業を行う期間は，定期試験等の期間を含め，35週にわたることを原則とする。 
第１３条 教育課程は，授業科目及び特別活動により体系的に編成するものとする。 
２ 学年ごとの授業科目及びその単位数は，一般科目にあっては別表第１－１，別表第１－２及び別表第１－３，専

門科目にあっては別表第２－１，別表第２－２，別表第２－３及び別表第２－４，外国人留学生にあっては別表第

３－１のとおりとする。 
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３ 特別活動は，第１学年，第２学年，第３学年に実施するものとする。 
第１３条の２ 各授業科目の単位数は，30単位時間（１単位時間は，標準50分とする。）の履修を１単位として計

算するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，別表に定める授業科目については，１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする

内容をもって構成することを標準とし，授業の方法に応じ，当該授業による教育効果，授業時間外に必要な学修等

を考慮して，次の基準により単位数を計算することができる。 

一 講義及び演習については，15時間から30時間までの範囲の授業をもって１単位とする。 

二 実験，実習及び実技については，30時間から45時間までの範囲の授業をもって１単位とする。 

三 一の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合について

は，その組み合わせに応じ，前二号に規定する基準をもって１単位とする。                                          

３ 前項の規定により計算できる授業科目の単位数の合計は，60単位を超えないものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず，卒業研究，卒業制作等の授業科目については，これらの学修の成果を評価して単位

の修得を認定することが適当と認められる場合には，これらに必要な学修等を考慮して，単位数を定めることがで

きる。 

５ 特別活動は，第1学年から第3学年までの各学年30単位時間以上，計90単位時間以上実施するものとする。 

第１３条の３ 校長は，文部科学大臣の定めるところにより，多様なメディアを高度に利用した授業を，当該授業を

行う教室等以外の場所で履修させることができる。 
２ 校長は，授業を外国において履修させることができる。前項の規定により，多様なメディアを高度に利用した授

業を，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても同様とする。 
３ 前二項の授業の方法により認定することができる単位数は，30単位を超えないものとする。 

４ 第１項及び第２項に関し必要な事項は，別に定める。 

第１３条の４ 校長は，教育上有益と認めるときは，学生が他の高等専門学校において履修した授業科目について修

得した単位を，60単位を超えない範囲で本校における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 第１項に関し必要な事項は，別に定める。 

第１３条の５ 校長は，教育上有益と認めるときは，学生が行う大学における学修その他文部科学大臣が別に定める

学修を，本校における授業科目の履修とみなし，単位の修得を認定することができる。 
２ 前項により，認定することができる単位数は，前条により修得したものとみなす単位数と合わせて60単位を超

えないものとする。 

３ 第１項の規定は，学生が，外国の大学又は高等学校に留学する場合及び外国の大学が行う通信教育における授業

科目を我が国において履修する場合に準用する。この場合において認定することができる単位数は，前条及び第１

項により修得したものとみなし，又は認定する単位数と合わせて60単位を超えないものとする。 

４ 第１項及び第３項に関し必要な事項は，別に定める。 

第１４条 校長は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに前学期，後学期の授業の計画をあらかじめ明示するも

のとする。 
第１４条の２ 各学年の課程の修了又は卒業を認めるに当たっては，平素の成績を評価し，客観性及び厳格性を確保

するため，学生に対して試験等の評価基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがって適切に行うもの

とする。 
第１４条の３ 前条の認定の結果，原学年にとどめられた者は，原則として当該学年に係る未修得授業科目を再履修

するものとする。 
第１５条 校長は，授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

第５章 入学，転科，休学，退学，転学，留学及び卒業 
第１６条 入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 
一 中学校又はこれに準ずる学校を卒業した者 
二 義務教育学校を卒業した者 
三 中等学校の前期課程を修了した者 
四 外国において，学校教育における９年の課程を修了した者 

五 文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課程を修了した

者 

六 文部科学大臣の指定した者 

七 就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定規則（昭和４１年文部省令第３６号）により，中学校を卒業した

者と同等以上の学力があると認定された者 

八 その他相当年齢に達し，本校が中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

第１７条 校長は，入学志願者について，学力検査の成績，出身学校の長から送付された調査書その他必要な書類等

を資料として入学者の選抜を行う。 
２ 校長は，前項の選抜方法によるほか，入学定員の一部について，出身学校の長の推薦に基づき，学力検査を免除

し，面接及び出身学校の長から送付された調査書その他必要な書類等を資料として入学者の選抜を行うことができ

る。 
３ 校長は，前二項の選抜の結果に基づき，第28条に規定する入学料を納付した者に対して入学を許可する。ただ

し，入学料の免除又は徴収猶予の申請書を受理された者にあっては，この限りではない。 

第１８条 第１学年の途中又は第２学年以上に入学を志願する者があるときは，校長は，その者が相当年齢に達し，

当該学年に在学する者と同等以上の学力があると認められた場合に限り，前条の規定に準じて相当学年に入学を許
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可することがある。 
第１８条の２ 他の高等専門学校から転入学を希望する者があるときは，校長は，選考の上，入学を許可することが

ある。 

２ 転入学に関して必要な事項は，別に定める。 

第１９条 入学を許可された者は，所定の期日までに在学中の保証人と連署した誓約書及び校長が定めた書類を提出

しなければならない。 
２ 前項の手続きを終了しない者があるときは，校長は，その入学の許可を取り消すことがある。 
第２０条 転科を希望する者があるときは，校長は，第２学年までに限り選考の上，転科を許可することがある。 
第２１条 学生は，疾病その他やむを得ない理由により，３月以上継続して修学することができないときは，校長の

許可を受けて，休学することができる。 
第２１条の２ 休学の期間は，１年以内とする。ただし，特別の理由がある場合は，１年を限度として休学期間の延

長を認めることができる。 
２ 休学期間は，通算して５年を超えることができない。 
３ 休学期間は，第２条に規定する修業年限に算入しない。 
第２２条 休学した者は，休学の理由がなくなったときは，校長の許可を受けて，復学することができる。 
第２３条 学生に伝染病その他疾病があるときは，校長は，出席停止を命ずることがある。 
第２４条 学生は，疾病その他やむを得ない理由により退学しようとするときは，校長の許可を受けて，退学するこ

とができる。 
２ 前項の規定により退学した者で再入学を志願する者があるときは，校長は，選考の上，相当学年に入学を許可す

ることがある。 
第２５条 他の学校に入学，転学又は編入学を志望しようとする者は，校長の許可を受けなければならない。 
第２５条の２ 校長は，教育上有益と認めるときは，学生が外国の高等学校又は大学に留学することを許可すること

ができる。 
２ 前項の許可を得て留学した期間は，第２条に定める修業年限に含めることができる。 
３ 校長は，第13条の５第３項及び第４項の規定により単位の修得を認定された学生について，学年の途中におい

ても，各学年の課程の修了又は卒業を認めることができる。 

４ 前三項に関し，必要な事項は別に定める。 

第２６条 全学年の課程を修了した者には，校長は，所定の卒業証書を授与する。 
第２６条の２ 卒業した者は，準学士と称することができる。 

第６章 検定料，入学料，授業料及び寄宿料 
第２７条 入学を志願する者は，願書提出と同時に，独立行政法人国立高等専門学校機構における授業料その他の費

用に関する規則（以下「費用規則」という。）に定める検定料を納付しなければならない。 
第２８条 入学料の額は費用規則に定める額とする。 
第２９条 学生は，費用規則に定める授業料を前期及び後期の２期に区分して納付するものとし，それぞれの期にお

いて納付する額は年額の２分の１に相当する額とする。 
２ 前項の授業料は，前期にあっては４月，後期にあっては10月に納付するものとする。ただし，入学年度の前期

に係る授業料については，入学を許可されるときに納付することができる。 
３ 前二項の規定にかかわらず，当該年度の後期に係る授業料は，前期に係る授業料を納付するときに，申出により

併せて納付することができる。 
第３０条 学年の中途において入学した者が，前期又は後期において納付する授業料の額は，授業料の年額の12分

の１に相当する額に入学の日の属する月から次の納付の時期前までの月数を乗じて得た額とし，入学の日の属する

月の末日までに納付するものとする。 

第３１条 学年の中途で退学する者は，退学する日の属する時期が前期であるときは授業料の年額の２分の１に相当

する額の授業料を，退学する日の属する時期が後期であるときは授業料の年額に相当する額の授業料をそれぞれ納

付するものとする。 
第３２条 学寮に入寮している学生は，入寮した日の属する月から退寮する日の属する月までの間，費用規則に定め

る寄宿料を納付するものとする。 
第３２条の２ 既納の検定料，入学料及び授業料は，返還しない。ただし，入学を許可された者が，３月31日まで

に入学を辞退した場合には，納付した授業料に相当する額を，前期分授業料徴収の際，後期分授業料を併せて納付

した者が，後期分授業料の徴収時期前に休学又は退学した場合には，後期分に相当する額を，それぞれ返還する。 

第３３条 入学前１年以内において，入学する者の学資を主として負担している者が死亡し，又は風水害等の災害を

受けた場合その他やむを得ない事由により入学料の納付が著しく困難であると認められる場合には，入学料の全額

若しくは半額を免除することがある。 
２ 経済的理由により納付期限までに入学料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場合若しくは入学前

１年以内において，入学する者の学資を主として負担している者が死亡し，又は風水害等の災害を受けた場合，そ

の他やむを得ない事由により納付が困難であると認められる場合には，入学料の徴収を猶予することがある。 
３ 経済的理由により授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場合又は休学，死亡その他やむを得

ない事情があると認められる場合には，授業料の全部若しくは一部を免除し，又はその徴収を猶予することがある。 
４ 風水害等の災害を受けたことにより，寄宿料の納付が困難であると認められる場合には，寄宿料の全部を免除す

ることがある。 
５ 前四項に関し，必要な事項は別に定める。 
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第７章 学生準則，賞罰及び除籍 
第３４条 学生は，この学則に定めるもののほか，別に定める学生準則を遵守しなければならない。 
第３５条 学生として表彰に値する行為があるときには，表彰することがある。 
第３６条 教育上必要があるときは，学生に退学，停学，訓告その他の懲戒を加えることがある。ただし，退学は，

次の各号のいずれかに該当する者について行うものとする。 
一 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 
二 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 
三 正当な理由がなくて出席常でない者 
四 学校の秩序を乱し，その他学生としての本分に反した者 

第３７条 次の各号のいずれかに該当する者は，校長がこれを除籍する。 
一 死亡した者又は長期間にわたり行方不明の者 

二 第２条の２に規定する在学期間及び同一学年に在学できる年数を超えた者 

三 第21条の２に規定する休学期間を超えてなお修学できない者 

四 授業料又は寄宿料の納付を怠り，督促してもなお納付しない者 

五 第17条第３項に規定する入学料の免除又は徴収猶予の申請書を受理され，免除若しくは徴収猶予を不許可と

された者又は半額免除の許可をされた者で，それぞれ免除若しくは徴収猶予の不許可又は半額免除の許可を告知

した日から起算して14日以内に入学料を納付しない者 

六 入学料の徴収猶予の申請書を受理され，徴収猶予を許可された者で，徴収猶予期限までに入学料を納付しない

者 

第８章 専攻科 
第３８条 本校に専攻科を置く。 
第３９条 専攻科は，高等専門学校の基礎の上に，精深な程度において工業に関する高度な専門的知識と技術を教授

し，その研究を指導することを目的とする。 
第４０条 専攻科の修業年限は，２年とする。ただし，４年を超えて在学することはできない。 
第４１条 専攻科の専攻及び入学定員は，次のとおりとする。 

電子機械工学専攻 ８人 
建設工学専攻   ８人 
情報科学専攻   ４人 

２ 専攻ごとの教育上の目的は，別に定める。 
第４２条 専攻科に開設する授業科目及びその単位数は，別表第４－１，別表第４－２及び別表第４－３のとおりと

する。 
２ 授業科目の単位数は，１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とし，

授業の方法に応じ，当該授業による教育効果，授業時間外に必要な学修等を考慮して，次の基準により単位数を計

算することができる。 

一 講義及び演習については，15時間から30時間までの範囲の授業をもって１単位とする。 

二 実験，実習及び実技については，30時間から45時間までの範囲の授業をもって１単位とする。 

３ 前項の規定にかかわらず，特別研究等の授業科目については，履修期間を延長することによって学修成果が見込

める場合は，履修期間を延長して単位の修得を認定することができる。 

第４３条 専攻科に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 
一 高等専門学校を卒業した者 

二 高等学校の専攻科の課程を修了した者のうち学校教育法第５８条の２の規定により大学に編入学することが

できる者 

三 短期大学を卒業した者 

四 専修学校の専門課程を修了した者のうち学校教育法第132条の規定により大学に編入学することができる者 

五 外国において，学校教育における14年の課程を修了した者 

六 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育にお

ける14年の課程を修了した者 

七 我が国において，外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 14 年の課程を修了した

とされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，

文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 
八 その他専攻科において，高等専門学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

第４４条 校長は，専攻科の入学志願者について，別に定めるところにより選考のうえ，入学を許可する。 
第４５条 専攻科の学生の休学期間は，通算して２年を超えることができない。 
２ 休学の期間は，第40条に規定する修業年限及び在学期間に算入しない。 
第４６条 校長は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに前学期，後学期の授業の計画をあらかじめ明示するも

のとする。 
第４６条の２ 専攻科に２年以上在学し，所定の授業科目を履修し，単位を修得した者について，修了を認定する。

単位認定に当たっては，客観性及び厳格性を確保するため，学生に対して試験等の評価基準をあらかじめ明示する

とともに，当該基準にしたがって適切に行うものとする。 
２ 前項の修了の認定は，第３条に規定する学年の途中においても，第４条に規定する学期の区分に従い行うことが

できる。 
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３ 修了を認定した者には，校長は，所定の修了証書を授与する。 
４ 第１項に規定する単位の修得については，別に定める。 
第４７条 第３条から第６条，第12条，第13条の３，第13条の５（第２項及び第４項は別に定める。），第19条，

第21条，第21条の２第１項，第22条から第24条，第25条の２第１項及び第４項，第27条から第36条，第37

条（第２号は在学期間に係る部分に限る。）の規定は，専攻科に，これを準用する。この場合において，第13条の

５第３項及び「外国の高等学校又は大学」とあるのは「外国の大学」，第25条の２第１項中「外国の高等学校又は

大学」とあるのは「外国の大学」，同条第４項中「前三項」とあるのは「第１項」，第37条第２号中「第２条の

２」とあるのは「第40条」，同条第３号中「第21条の２」とあるのは「第45条」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 

第４８条 本章に関し必要な事項は，別に定める。 
第９章 研究生，聴講生，特別聴講学生及び科目等履修生 

第４９条 本校において特定の専門事項について研究しようとする者があるときは，選考の上，研究生として入学を

許可することがある。 
２ 研究生に関して必要な事項は，別に定める。 
第５０条 本校において開設する授業科日のうち，特定の科目について聴講を希望する者があるときは，選考の上，

聴講生として入学を許可することがある。 
２ 聴講生に関し必要な事項は，別に定める。 
第５０条の２ 他の高等専門学校又は大学（短期大学を含む。）の学生で，本校との単位互換協定に基づき本校の授

業科目の履修を希望する者があるときは，選考の上，特別聴講学生として入学を許可することがある。 
２ 特別聴講学生に関し必要な事項は，別に定める。 
第５１条 本校において，一又は複数の授業科目を履修し，単位を修得しようとする者があるときは，本校の教育研

究に支障のない場合に限り，選考の上，科目等履修生として入学を許可することがある。 
２ 科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。 

第１０章 外国人留学生 
第５２条 外国人で高等専門学校において教育を受ける目的をもって入国し，本校の第２学年以上に入学を志願する

者があるときは，特別の選考により外国人留学生として入学を許可することがある。 
２ 外国人留学生は，定員外とすることができる。 
３ 外国人留学生に関し必要な事項は，別に定める。 

第１１章 公開講座 
第５３条 社会人の教養を高め，地域社会の教育文化の向上に資するため，本校に公開講座を開設することができる。 
２ 公開講座の実施に関し必要な事項は，別に定める。 

第１２章 学寮 
第５４条 本校に学寮を設ける。 
２ 学寮の運営その他必要な事項は，別に定める。 

附 則（省略） 
１ この学則は，令和２年４月１日から施行する。 
２ 改正後の別表第４－１は令和２年度以降に入学した者，改正後の別表第４－２は平成３０年度及び平成３１年

度に入学した者，改正後の別表第４－３は平成２９年度に入学した者にそれぞれ適用する。 
別 表（省略） 

 
 
 
豊田工業高等専門学校学生準則 

制  定  昭和40年４月 １日 

最終改正  平成30年７月17日 

第１章 総則 
第１条 豊田工業高等専門学校学則第34条の規定に基づき，この準則を定める。 
第２条 学生は，学則，学生準則その他の規則を遵守し，本校学生として本分を全うするよう，常に心掛けなければ

ならない。 
第２章 誓約書・保証人 

第３条 入学を許可された者は，所定の期日までに保証人が連署した誓約書（様式１）を校長に提出しなければなら

ない。 
第４条 保証人となる者は，独立の生計を営む成年者で，次の各号の一つに該当しない者でなければならない。 
一 禁錮以上の刑に処せられた者 
二 破産者でいまだ復権しない者 
三 成年被後見人及び被保佐人 

第５条 保証人が死亡し，又は資格を失った場合は，速やかに保証人となる者を定めて，保証人変更届（様式２）を

校長に提出しなければならない。 
２ 保証人が，住所又は氏名を変更した場合は，保証人住所（氏名）変更届（様式３）を校長に届け出なければなら

ない。 
第３章 学生証 
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第６条 学生は，入学時又は第４学年の始めに交付する学生証を常時携帯し，本校教職員，警察官又は鉄道職員等か

ら請求があったときは，これを提示しなければならない。 
第７条 学生証は，その有効期間が終了したとき，又は退学するときは，校長に返さなければならない。 
第８条 学生証を紛失，破損，又は記載内容等に変更が生じたときは，速やかに学生証再交付願（様式４）を校長に

提出し，再交付を受けなければならない。 
第４章 休学，退学，欠席等 

第９条 学生が疾病その他の事由により，継続して３か月以上修学できない見込みのときは，休学願（様式５－１），

又は，休学期間変更許可願（様式５－２）に医師の診断書又は詳細な理由書を添え，指導教員を経て校長に提出し，

その許可を受けなければならない。 
第１０条 休学している者は，休学の理由がなくなったことにより復学しようとするときは，復学願（様式６）を指

導教員を経て校長に提出し，その許可を受けなければならない。この場合，疾病により休学した者は，医師の診断

書を添えなければならない。 
第１１条 学生が退学しようとするときは，退学願（様式７）を指導教員を経て校長に提出し，その許可を受けなけ

ればならない。 
第１２条 学生は，改氏名その他一身上に異動があったときは，身上異動届（様式８）を校長に提出しなければなら

ない。 
第１３条 学生が住所を変更したときは，住居変更届（様式９）を校長に提出しなければならない。ただし，保証人

と同居の学生が保証人とともに，住所を変更したときは，第５条第２項に定める届をもって，この届け出を省略す

ることができる。 
第１４条 学生が欠席（１日のすべての授業を欠課）したときは，欠席届（様式 10）を事後速やかに指導教員を経

て校長に提出しなければならない。ただし，欠席が２日以上にわたるときは，取りあえず電話等で指導教員に連絡

し，欠席初日を含めて３日以内に欠席届を提出しなければならない。 
２ 疾病のため引き続き，１週間以上欠席するときは，前項の届けに医師の診断書を添えなければならない。 
第１５条 父母近親の喪に服するときは，忌引願（様式 11）とそれを証明する書類を添えて，指導教員を経て校長

に提出し，その許可を受けなければならない。 

２ 忌引きの期間は，父母７日，祖父母・兄弟姉妹３日，伯叔父母・曾祖父母１日とする。 

第１６条 学生が旅行又は帰省しようとするときに学割の交付を希望する場合は，学生旅客運賃割引証交付願（様式

12）を校長に提出しなければならない。 

第５章 服装 
第１７条 学生は，登下校時の服装について，本校学生としての体面を失わないように留意しなければならない。 

第６章 健康診断 
第１８条 学生は，定期又は臨時の健康診断及び予防接種を受けなければならない。 
第１９条 校長は，必要に応じて，学生に治療を命ずることがある。 

第７章 学生会等 
第２０条 本校に学生全員をもって構成する学生会を置く。 
２ 学生は，入学と同時に学生会の会員となるものとする。 
第２１条 学生会は，学校の指導の下に，学生会の自発的な活動を通じて，会員それぞれの人間形成を助長し，本校

の教育目的達成に資することを目的とする。 
第２２条 学生会は，前条の目的を達成するために，次の各号に掲げる目標の達成に努めなければならない。 
一 学生生活を楽しく，豊かで規律正しいものにし，併せてよい校風をつくる。 
二 健全な趣味や，豊かな教養を養い，個性の伸長を図る。 
三 心身の健康を助長し，余暇を活用する態度を養う。 
四 学校生活における集団の活動に積極的に参加し，自主性を育てるとともに，集団生活において協力し，民主的

に行動する態度を養う。 
五 学校生活において自治的能力を養うとともに，公民としての資質を向上させる。 

第２３条 学生会は，規約を制定して，校長の承認を受けるものとする。規約の改正についても同様とする。 
２ 規約中には，少なくとも次の事項を記載しなければならない。 
一 名称 
二 目的 
三 構成 
四 組織 
五 役員の種類，人数，任務，任期及びその選出方法 
六 総会，評議会等会議の種類と権限 
七 部及び同好会の種類とそれらの内容 
八 会費に関すること。 
九 会計に関すること。 
十 部長教員に関すること。 
十一 会議の招集に関すること。 
十二 部活動の連絡調整に関すること。 
十三 選挙に関すること。 
十四 事業計画及び予算決算に関すること。 

- 121 -



十五 規約の改正に関すること。 
十六 規約発効に関すること。 

第２４条 学生会は毎年度，事業計画書及び収支決算書について校長の承認を受け，また事業報告書及び収支決算書

を校長に提出するものとする。 
２ 臨時の事業計画についても，同様の手続きを受けるものとする。 
３ 学生会の決議事項を実施する場合には，校長の許可を受けるものとする。 
第２５条 学生会の指導については，校長の命を受けて学生主事が総括する。 
２ 部及び同好会にそれぞれ部長教員を置く。 
３ 部長教員は校長が任命し，学生主事の総括の下に部活動の指導にあたる。 
第２６条 学生会活動に当たっては，次の各号を遵守するとともに，法令及び学則，学生準則その他学校の定める諸

規則に違反してはならない。 
一 学生会は，学校の教育方針に基づき，学校の教育使命達成に寄与すること。 
二 学生会は，本来の目的使命に従い，その目的を逸脱し，学校の秩序を乱すような活動を行わないこと。 
三 学生会は，会員の総意に基づいて運営され，また，いかなる場合においても個人の思想，良心等に関する基本

的な自由を侵さないこと。 
四 学生会は，学外活動を行うに当たっては，学校の承認と指導を受け，学生会の目的の範囲内において行動する

こと。 
五 学生会会員の校外団体への加盟は，校長が，校外団体に加盟することが学生会の目的の達成上必要があり，か

つ，学生会の自主性が阻害されないと認めた場合に限るものとする。 
六 校外団体に加盟しようとするときは，校外団体加盟願（様式 13）に当該校外団体の目的，規約及び役員に関

する事項を記載した文書を添え，学生主事を経て校長に願い出なければならない。 
七 加盟を許可した後においても，前号の趣旨に違反することが発見された場合は，校長は許可を取り消すことが

ある。 
第２７条 学生が，学生会以外の団体を結成しようとするときは，当該団体の規約及び全員の名簿を添え，学生団体

結成願（様式14）を学生主事を経て校長に提出し，その許可を受けなければならない。 

２ 校長は，前項の許可を与えるに当たっては，その団体に担当教員を置くものとする。 

３ 学生会以外の団体が，校外団体に加盟しようとするときは前条第５号から第７号までの規定を準用する。 

第２８条 学生でもって構成される部，同好会及び前条に掲げる団体の行為が，本校の目的に反すると認められると

きは，校長は解散を命ずることがある。 
第８章 集会 

第２９条 学生が，本校名又は学生会名（第 27 条の規定により許可された団体名を含む。以下同じ。）を使用して

集会，催物その他の行事を実施しようとするときは，集会（行事）許可願（様式 15）を，特にやむを得ない場合

のほかは，その１週間以前に，実施責任者から学生主事を経て校長に提出し，許可を受けなければならない。この

場合，その実施に関しては，学生主事の指示に従うものとする。 

２ 前項により許可を受けた実施責任者は，集会等の終了後，その最終日を含め３日以内に学生主事を経て校長にそ

の経過報告を文書で行わなければならない。 

第３０条 前条の場合，本校学生の本分に反するような行為が認められるときは，校長はその中止を命ずることがあ

る。 
第９章 印刷物の配布及び販売 

第３１条 学生が雑誌，新聞，パンフレット等の印刷物を配布し，又は販売の目的で作成しようとするときは，印刷

物作成配布（販売）許可願（様式 16）及び当該印刷物原稿を，学生主事を経て校長に提出し，その許可を受けな

ければならない。 

２ 前項により許可された印刷物等は，配布又は販売の事前に５部を学生課学生支援係を経て，学生主事に提出しな

ければならない。 

３ 学生が行う放送，寄稿及びこれに類するものについても，前２項の規定を準用する。 

第１０章 掲示 
第３２条 学生がビラ，ポスター類を掲示しようとするときは，掲示許可願（様式 17）及び当該掲示物を，学生主

事又は寮務主事を経て校長に提出し，その許可を受けなければならない。 

２ 前項の掲示物は，所定の掲示板に掲示しなければならない。 

３ 学生主事又は寮務主事は，前２項に定める手続きを経ない掲示物については，撤去させることができる。 

第１１章 施設・設備の使用 
第３３条 学生及びその団体が，本校の施設，設備を使用しようとするときは，施設・設備使用許可願（様式 18）

を，学生主事又は教務主事を経て校長に提出し，その許可を受けなければならない。 

第１２章 雑則 
第３４条 本則施行に必要な細則は，別に定める。 

附 則（省略） 
この規則は，平成30年７月17日から施行し，平成30年４月１日から適用する。 
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豊田工業高等専門学校授業科目の履修，単位の修得，進級及び卒業等の認定に関する規程 

制  定  昭和57年４月 １日 

最終改正  平成30年３月29日 

（趣旨） 
第１条 豊田工業高等専門学校（以下「本校」という。）における授業科目の履修，単位の修得，進級及び卒業等の

認定については，別に定めるもののほか，この規程の定めるところによる。 
（授業科目の履修の認定） 

第２条 次の要件をすべて満たした場合に当該授業科目の履修を認定する。 
一 出席時間数が学期授業時間数又は学年授業時間数の４分の３以上であること。 
二 学習態度が良好であること。 
三 所定の課題に対する報告書等を提出していること。 
四 原則として，定期及び中間等の試験を受けていること。 
五 各学期ごとに履修申請をしていること。 

２ 平成23年度から27年度の入学生においては，以下に挙げる人文科学系の並行開講科目で修得可能な単位数の合

計は計10単位までとする。 
人文科学系の並行開講科目の一覧 
 「哲学Ⅰ」，「哲学Ⅱ」，「歴史特論Ⅰ」，「歴史特論Ⅱ」，「現代社会学Ⅰ」，「現代社会学Ⅱ」， 
「法学Ⅰ」，「法学Ⅱ」，「経済学Ⅰ」，「経済学Ⅱ」，「英語ⅡA」，「英語ⅡB」，「ドイツ語 A」， 
「ドイツ語 B」，「英語Ⅲ」，「文学特論」，「人文科学特論Ⅰ」，「人文科学特論Ⅱ」，「社会科学特論Ⅰ」，「社

会科学特論Ⅱ」 
３ 平成 28 年度以降の入学生においては，並行開講科目で修得可能な単位数の合計は，学則（昭和３８年４月１日

制定）別表第１－１によるものとする。 
（単位の修得の認定） 

第３条 前条に規定する授業科目の履修が認定され，かつ，学期成績及び学年成績が「豊田工業高等専門学校試験及

び学業成績評価規程」に定める所定の評定であるとき，当該授業科目の単位の修得を認定する。 
２ 前項に規定する授業科目の履修の認定及び当該授業科目の単位の修得の認定は，各学期末に行う。学年別に配当

されている単位は，前学期，後学期ごとに分割してその修得を認定することができる。ただし，実験実習，製図，

卒業研究等の通年科目及び校外実習，課題研究の単位の修得の認定は学年末に行う。 
（平成３０年度以降入学者に適用する進級及び課程修了の認定） 

第４条 第１学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 第１学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題研究によって認定

された単位数の累計が，28単位以上であること。 

二 特別活動の履修状況が良好であること。 
２ 第２学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 第１・２学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題研究によって認

定された単位数の累計が，機械工学科においては60単位以上，電気・電子システム工学科においては61単位以

上，情報工学科においては62単位以上，環境都市工学科においては60単位以上，建築学科においては62単位

以上であること。 

二 特別活動の履修状況が良好であること。 
３ 第３学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 第１・２・３学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題研究によっ

て認定された単位数の累計が，機械工学科においては 95 単位以上，電気・電子システム工学科においては 93

単位以上，情報工学科においては 95 単位以上，環境都市工学科においては 95 単位以上，建築学科においては

99単位以上であること。 

二 機械工学科にあっては，授業科目「機械設計製図Ⅰ」，「メカトロニクス実習」及び「創造総合実習」の全単

位の修得が認定されていること。 
三 特別活動の履修状況が良好であること。 

４ 第４学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 
一 修得が認定された単位数の累計が，機械工学科においては139単位以上（専門科目62単位以上），電気・電

子システム工学科においては135単位以上（専門科目56単位以上），情報工学科においては137単位以上（専

門科目57単位以上），環境都市工学科においては137単位以上（専門科目53単位以上），建築学科においては

139単位以上（専門科目60単位以上）であること。ただし，一般科目の修得が70単位以上認定されていること。

また，他学科専門科目の単位は進級に必要な単位に含めない。 

二 機械工学科にあっては，授業科目「機械設計製図Ⅱ」及び「工学実験」の全単位の修得が認定されていること。 
三 電気・電子システム工学科にあっては，授業科目「創造電気実験実習」，「電気基礎実験」，「電気電子工学

実験Ⅰ」，「電気電子工学実験Ⅱ」及び「電気電子工学ゼミ」の全単位の修得が認定されていること。 
四 情報工学科にあっては，授業科目「情報工学ゼミⅡ」，「工学実験Ⅰ」，「工学実験Ⅱ」，「エンジニアリン

グデザインⅠ」及び「エンジニアリングデザインⅡ」の全単位の修得が認定されていること。 
五 第４学年までに開講された全ての必履修科目が履修認定されていること。 

５ 各学年の課程の修了については，所定の単位を修得したものについて認定する。 
６ 単位の修得が認定された授業科目の単位数の累計が，その在籍する学年より上位の学年の進級基準を満たしても，
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その上位の学年より一つ上の学年への進級を認定しない。 
（平成２８～２９年度入学者に適用する進級及び課程修了の認定） 

第４条の２ 第１学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 第１学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題研究によって認定

された単位数の累計が，28単位以上であること。 

二 特別活動の履修状況が良好であること。 

２ 第２学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 第１・２学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題研究によって認

定された単位数の累計が，機械工学科においては60単位以上，電気・電子システム工学科においては61単位以

上，情報工学科においては62単位以上，環境都市工学科においては60単位以上，建築学科においては62単位

以上であること。 

二 特別活動の履修状況が良好であること。 

３ 第３学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 第１・２・３学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題研究によっ

て認定された単位数の累計が，機械工学科においては 95 単位以上，電気・電子システム工学科においては 93

単位以上，情報工学科においては 95 単位以上，環境都市工学科においては 95 単位以上，建築学科においては

99単位以上であること。 

二 機械工学科にあっては，授業科目「機械設計製図Ⅰ」，「メカトロニクス実習」及び「創造総合実習」の全単

位の修得が認定されていること。 

三 特別活動の履修状況が良好であること。 

４ 第４学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 修得が認定された単位数の累計が，機械工学科においては139単位以上（専門科目62単位以上），電気・電

子システム工学科においては135単位以上（専門科目56単位以上），情報工学科においては137単位以上（専

門科目57単位以上），環境都市工学科においては137単位以上（専門科目53単位以上），建築学科においては

139単位以上（専門科目60単位以上）であること。ただし，一般科目の修得が70単位以上認定されていること。

また，他学科専門科目の単位は進級に必要な単位に含めない。 

二 機械工学科にあっては，授業科目「機械設計製図Ⅱ」及び「工学実験」の全単位の修得が認定されていること。 

三 電気・電子システム工学科にあっては，授業科目「創造電気実験実習」，「電気基礎実験」，「電気電子工学

実験Ⅰ」，「電気電子工学実験Ⅱ」及び「電気電子工学ゼミ」の全単位の修得が認定されていること。 

四 情報工学科にあっては，授業科目「情報工学ゼミⅡ」，「工学実験Ⅰ」，「工学実験Ⅱ」，「エンジニアリン

グデザインⅠ」及び「エンジニアリングデザインⅡ」の全単位の修得が認定されていること。 

５ 各学年の課程の修了については，所定の単位を修得したものについて認定する。 

６ 単位の修得が認定された授業科目の単位数の累計が，その在籍する学年より上位の学年の進級基準を満たしても，

その上位の学年より一つ上の学年への進級を認定しない。 

（平成２３～２７年度入学者に適用する進級及び課程修了の認定） 
第４条の３ 第１学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 第１学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題研究によって認定

された単位数の累計が，機械工学科においては28単位以上，電気・電子システム工学科においては29単位以上，

情報工学科においては 28単位以上，環境都市工学科においては 28単位以上，建築学科においては 29単位以上

であること。 

二 特別活動の履修状況が良好であること。 

２ 第２学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 第１・２学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題研究によって認

定された単位数の累計が，機械工学科においては62単位以上，電気・電子システム工学科においては64単位以

上，情報工学科においては 60単位以上，環境都市工学科においては 61単位以上，建築学科においては 63単位

以上であること。 

二 特別活動の履修状況が良好であること。 

３ 第３学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 第１・２・３学年に開講される授業科目のうち単位の修得が認定された授業科目の単位数及び課題研究によっ

て認定された単位数の累計が，機械工学科においては98単位以上，電気・電子システム工学科においては99単

位以上，情報工学科においては 97 単位以上，環境都市工学科においては 97 単位以上，建築学科においては 99

単位以上であること。 

二 機械工学科にあっては，授業科目「基礎製図Ⅱ」，「機械設計製図Ⅰ」，「メカトロニクス実習」及び「創造

総合実習」の全単位の修得が認定されていること。 

三 特別活動の履修状況が良好であること。 

４ 第４学年の進級の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 修得が認定された単位数の累計が，機械工学科においては 140 単位以上（専門科目 63 単位以上），電気・電

子システム工学科においては 141単位以上（専門科目 60単位以上），情報工学科においては 135単位以上（専

門科目54単位以上），環境都市工学科においては136単位以上（専門科目55単位以上），建築学科においては

138単位以上（専門科目60単位以上）であること。ただし，一般科目の修得が70単位以上認定されていること。

また，他学科専門科目の単位は進級に必要な単位に含めない。 

- 124 -



二 機械工学科にあっては，授業科目「機械設計製図Ⅱ」及び「工学実験」の全単位の修得が認定されていること。 

三 電気・電子システム工学科にあっては，授業科目「創造電気実験」，「電気基礎実験」，「電気電子工学実験

Ⅰ」及び「電気電子工学実験Ⅱ」の全単位の修得が認定されていること。 

四 情報工学科にあっては，授業科目「工学実験Ⅰ」，「工学実験Ⅱ」，「エンジニアリングデザイン」及び「エ

ンジニアリングデザイン実習Ⅰ」の全単位の修得が認定されていること。 

５ 各学年の課程の修了については，所定の単位を修得したものについて認定する。 

６ 単位の修得が認定された授業科目の単位数の累計が，その在籍する学年より上位の学年の進級基準を満たしても，

その上位の学年より一つ上の学年への進級を認定しない。 

（平成３０年度以降入学者に適用する卒業の認定） 

第５条 卒業の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 必修科目の単位の修得が認定されていること。 

二 一般科目及び専門科目の授業科目群に必要とされる修得単位数が記されている場合，授業科目群ごとにその単

位数以上の単位修得が認定されていること。 

三 修得が認定された単位数の累計が 167 単位以上（一般科目 75 単位以上，専門科目 82 単位以上）であること。

ただし，他学科専門科目の単位は卒業に必要な単位に含めない。 

四 必履修科目の履修が認定されていること。 

（平成２８～２９年度入学者に適用する卒業の認定） 

第５条の２ 卒業の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 必修科目の単位の修得が認定されていること。 

二 一般科目及び専門科目の授業科目群に必要とされる修得単位数が記されている場合，授業科目群ごとにその単

位数以上の単位修得が認定されていること。 

三 修得が認定された単位数の累計が 167 単位以上（一般科目 75 単位以上，専門科目 82 単位以上）であること。

ただし，他学科専門科目の単位は卒業に必要な単位に含めない。 

  （平成１８～２７年度入学者に適用する卒業の認定） 

第５条の３ 卒業の認定は，次の要件をすべて満たしていなければならない。 

一 必修科目の単位の修得が認定されていること。 

二 機械工学科，電気・電子システム工学科にあっては，専門科目の授業科目群に必要とされる修得単位数が記さ

れている場合，授業科目群ごとにその単位数以上の単位修得が認定されていること。 

三 修得が認定された単位数の累計が 167単位以上（一般科目75単位以上，専門科目 82単位以上）であること。

ただし，他学科専門科目の単位は卒業に必要な単位に含めない。 

（留学した者の修学期間の取扱い） 

第６条 留学により休学した者の休学前における当該学年の修学期間は，修学年度の当該相当期間に振り替えること

ができる。 
２ 本校学則第25条の２の規定及び本校学生留学規則に基づき留学した者で，30単位の修得を認定された者は，留

学時の学年から進級することができる。 

３ 第２条から第５条までの規定は，前項の規定の適用を受けたものに準用する。 

（原級留置） 

第７条 進級又は卒業が認められない者は原級に留置する。 
２ 原級留置（休学による原級留置を除く）となった者については，当該学年で修得した科目（卒業研究を含む）の

単位を認定する。したがってその修得単位を原級留置前の修得単位に加算できるものとする。 
３ 第１・２・３・４学年において一度原級留置（休学による原級留置を除く）となった者は，原級留置以降第５学

年進級時まで，在籍する学年の１年上位学年における科目を履修の上，単位を修得することができる。ただし，第

４学年での卒業研究の単位の修得は認めない。 
附 則（省略） 

この規程は，平成30年４月１日から施行する。 

 
 
 
豊田工業高等専門学校専攻科の単位の修得に関する規程 

制  定  平成６年４月１日 

最終改正  令和２年４月１日 

（趣旨）  
第１条 豊田工業高等専門学校学則第 46 条の２第４項の規定に基づき，専攻科の修了に必要な単位の修得について

は，この規程の定めるところによる。  

（修了要件）  

第２条 専攻科を修了するためには，次に掲げる要件を満たすものとする。 

一 学則第 42 条第１項に定める授業科目のうちから計 62 単位以上を修得しなければならない。ただし，一般科

目にあっては 10 単位，専門関連科目にあっては 12 単位以上，専門科目にあっては 36 単位以上を含むものと

する。 

二 各教育プログラムに定める科目の修得及び履修に関する要件を満たさなければならない。 

三 前２項に定めるもののほか，校長が教育上必要と認め，学則第 13 条第２項に定める授業科目を指定したとき
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は，当該科目を履修し，修得しなければならない。  

２ 前項第１号の専門科目の授業科目及びその単位数は，大学改革支援・学位授与機構の定める専攻区分に応じ，別

表のとおりとする。  

３ 第１項第２号に定める各教育プログラムの科目の修得及び履修に関する要件は，別に定める。  

 （修了に必要な単位の特例）  

第３条 校長は，教育上有益と認めるときは，学生が行う大学における学修を，本校における授業科目の履修とみな

し単位の修得を認定することができる。  

２ 前項により認定することができる単位数は，一般科目の選択科目にあっては４単位を超えないものとし，専門関

連科目及び専門科目の選択科目にあっては一般科目と合わせて 16 単位を超えないものとする。  

 （他専攻での単位の修得）  

第４条 学生は，学則第42条第１項に定める授業科目のうちから，他専攻の専門科目を履修し，単位を修得するこ

とができる。この場合，科目担当教員の許可を受けなければならない。  

２ 前項の規定により修得できる単位は，３科目６単位以内とする。  

第５条 第２条及び第３条に規定する選択科目の単位の修得に当たっては，指導教員の指導を受けるものとする。 
附 則（省略） 

この規程は，令和２年４月１日から施行する。 

別 表（省略） 
 
 
 
豊田工業高等専門学校進級判定，卒業判定及び修了判定に関する規則 

制  定  昭和46年 4月 1日 

最終改正  平成27年 4月 1日 

 
第１条 進級判定会議，卒業判定会議及び修了判定会議は，校長が主宰し，全教員をもって構成する。ただし，必要 
がある場合には非常勤講師に出席を求めることができる。 

第２条 進級判定，卒業判定及び修了判定は，判定会議の結論を尊重して校長が行う。 
第３条 原級留置となった者への注意の方法は，その都度審議する。 
第４条 引き続き同一学年に在籍できる年数は本学科においては２年（休学による原級留置と認められた年度を除

く。）を，また総在籍年数は本学科においては10年，専攻科においては４年を限度とする。 

   附 則（省略） 
第１条 この規則は，平成27年４月１日から施行する。 
 
 
 
豊田工業高等専門学校試験及び学業成績評価規程 

制  定  昭和 57 年４月１日 

最終改正  平成 30 年１月９日 

（趣旨） 
第１条 豊田工業高等専門学校における試験（課題研究の対象となる技能検定等の団体受験を含むすべての試験）及

び学業成績の評価は，この規程に基づいて行うものとする。 
（試験） 

第２条 定期試験は，年２回各学期末に行う。 
２ 中間試験は，授業科目担当教員が必要と認める場合に，各学期に１回適切な時期に行う。 
３ 追試験は，病気，事故その他やむを得ない理由により，定期試験又は中間試験等を受けることができなかった者

について行う。 
４ 前各号の規定にかかわらず平素の成績で評価できる授業科目については，試験の全部又は一部を行わないことが

ある。 
第３条 正当な理由なく試験を受けなかった者，試験中不正行為のあった者又は懲戒処分中のため試験を受けること

ができなかった者は，追試験を受けることができない。 
第４条 試験中不正行為のあった者は，その当該試験の受験を停止させ試験を受けなかったものとして扱う。特に，

定期試験期間において不正行為のあった者は，その時間以降の受験を停止させ，当該期間の全試験を受けなかった

ものとして処理する。 
（学業成績の評価） 

第５条 学業成績の評価は，履修が認定された授業科目について年２回，前学期末と後学期末とに行い，前者の結果

を前学期成績，後者のそれを後学期成績という。また，通年科目については前学期並びに後学期の成績を総合して

学業成績の評価とし，これを学年成績という。芸術，実験実習，製図，卒業研究等の通年科目及び校外実習，課題

研究については，学年末のみに評価を行うことができる。 
２ 学期成績の評価は，当該学年各学期全期間の成績を対象に，学年成績の評価は，当該学年全期間の成績を対象に

それぞれ100点を満点として評価する。 

３ 学業成績の評価は，定期試験，小テスト，課題，レポート等の成績によって達成度を判断して行う。 
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４ 学業成績の評価は，授業科目ごとにシラバスに明記された評価方法に基づいて行う。 
５ 授業時間数及び欠課時間数には，中間試験の時間数を含む。この場合90分の試験は２単位時間，120分の試験

は３単位時間に換算する。 

６ ２単位時間（90分）授業の場合，遅刻，早退は計３回をもって欠課２単位時間とする。ただし，30分以上の時

間を遅刻，早退した場合，当該授業は欠課とする。また，１単位時間授業の場合の遅刻，早退の取扱いは，２単位

時間授業に準ずる。 

第６条 学期成績及び学年成績の評定は，Ａ，Ｂ，Ｃ又はＦとする。 
２ 前条第２項の成績の評価が60点以上の授業科目については，学期成績及び学年成績の評定をＡ，Ｂ又はＣとし

単位の修得を認定し，60点未満の授業科目については，評定をＦとし単位の修得を認定しない。 
３ 学期成績及び学年成績を指導要録に記載する場合には，第１項の規定にかかわらず，Ａは優，Ｂは良，Ｃは可と

する。 
４ 学期成績及び学年成績については，成績通知日に個票を配布する。通知された成績の内容に疑義がある場合，当

該学生は指導教員を通じて教務係に申立てることができる。この疑義に関する申立て期間は，成績通知日から起算

し，３日以内とする。 
（雑則） 

第７条 この規程の施行に関して必要な事項は別に定める。 
附 則（省略） 

この規程は，平成30年４月１日から施行する。 
 
 
 
豊田工業高等専門学校退学者の再入学に関する規程 

制  定  平成 ４年４月７日 

最終改正  平成 23 年４月１日 

（趣旨） 
第１条 豊田工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第24条第２項の規定に基づき，本校を退学した者で

再入学を志願する者の取扱いに関し，この規程を定める。 
（再入学許可） 
第２条 本校の退学者で，勉学の意志強固で再入学を希望する者は，再入学試験の結果，再入学を許可されることが

ある。 
（再入学願書） 
第３条 再入学を志願する者は，再入学願書を11月末日までに校長あてに提出する。ただし，次の各号に掲げる者

の再入学願書は，これを受理しない。 

一 退学した当該年度中の者 

二 学則第36条により退学した者 

（再入学学科） 

第４条 再入学が許可される学科は，退学時に在籍していた学科とする。 
（再入学学年） 
第５条 再入学が許可される学年は，退学時に在籍していた学年と同一学年又は１年上位の学年とし，再入学試験の

結果及び退学時の修得単位を勘案して，入学試験委員会において決定する。 
（既修得単位数） 
第６条 再入学を許可された学生の既修得単位数は，再入学を許可された学年以前の修得単位数とする。 

附 則（省略） 

この規程は，平成23年４月１日から施行する。 

 

 

 

課題研究による単位修得の認定について 

制  定  平成 ７年４月 １日 

最終改正  平成 31 年２月 13 日 

教務委員会決定 

１ 課題研究は課題研究甲並びに課題研究乙の２種類とする。 

２ 課題研究甲は，学校が適当と認める技能検定について教員の指導のもとに研究に従事し，合格した者に対して単

位の修得を認定する。ただし，休学期間中および休学（留学による休学を除く）により原級留置となった年度中に

受検して合格した場合は，課題研究による単位の修得は認定しない。単位を認定する学科，単位の修得を認定する

課題研究の名称，級（種別），認定される単位数，単位認定の条件は別表１のとおりとする。 

なお，別表１に記載の技能検定の中には，主催団体などの都合により名称や試験内容が変更されたり，廃止され

ることがある。このような場合，年度途中であっても別表１の内容が一部変更される可能性がある。 

３ 課題研究乙は, 教員の指導のもとに学校が適当と認める課題について研究に従事し，一定の成果をあげた学生に

対して単位の修得を認定する。単位を認定する学科，単位の修得を認定する課題の名称，認定される単位数，単位

認定の条件は別表２のとおりとする。 
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４ 課題研究の内容及び研究に従事した時間は，認定される単位数に見合うものでなければならない。その詳細は別

表１並びに別表２に定めるほか，各学科において定める。 

５ 特別校外実習については，以下に定めるとおりである。 

（１）特別校外実習において単位認定の対象となるボランティア活動は，国際機関，政府組織，都道府県・市・町・

村及び財団，協会などの公共団体が管理・運営しているものを原則とする。また，その活動内容が授業科目と

密接な関連のあるものに限る。その関連性の有無についての判断は学科が行う。 

（２）ボランティア活動に従事し，単位の認定を希望する学生は，ボランティア活動に参加する前にボランティア

活動従事・単位認定申請書（ボランティア活動従事申請欄に記入）を指導教員に提出し，学科に申し出て了承を

得ること。 

  ボランティア活動終了後に，次の書類等を指導教員に提出するものとする。 

・ボランティア活動従事・単位認定申請書（ボランティア活動単位認定申請欄に追加記入済み） 

・ボランティア日誌 

・ボランティア活動終了証明書・ボランティア活動報告書（ボランティア日誌に添付のもの） 

・ボランティア活動の主旨や内容を詳しくまとめた報告書（ボランティア活動を紹介したパンフレット・印刷

物や，活動中の写真などを添付） 

（３）ボランティア活動は２週間を標準として２単位を認定し，評価は「Ａ」とする。 

（４）ボランティア活動の単位認定は学年当り１回を限度とする。 

（５）ボランティア活動の単位認定は前記（２）の資料に基づき，学科の審査・承認を経て，教務委員会が行うも

のとする。 

（６）ボランティア活動の認定単位はボランティア活動の単位が認定された日の属する年度の単位とする。 

６ 産学連携実践セミナーについては，以下に定めるとおりである。 

（１）産学連携実践セミナーにおいて単位認定の対象となる活動は，校外の企業技術者等とともに，ものづくりの

企画，設計，製作などの実践的な教育を行っているものを原則とする。また，その活動内容がものづくりある

いはデザインに関するものであり，かつ専門学科教育に関連する実践的なものに限る。その関連性の有無につ

いての判断は学科が行い，事前に教務委員会の了承を得ることを条件とする。 

（２）活動の実施方法については，所属学科と受け入れ先との間で詳細に定め，活動終了後に活動報告書及び実習

日誌，さらに設計書等取り組んだ内容が判るものを提出するものとする。 

（３）単位の認定は，40時間の実習と５時間の報告書作成時間を合わせて「産学連携実践セミナー（短期）Ⅰ」

ないしは「産学連携実践セミナー（短期）Ⅱ」として１単位を認定し，80時間の実習と10時間の報告書作成

時間を合わせて「産学連携実践セミナー（長期）」として２単位を認定する。 

（４）実習時間が40時間に満たないときは，原則として単位の認定は行わない。また，実習時間が40時間以上か

つ80時間未満の場合には，２単位としての認定は行わない。 

（５）「産学連携実践セミナー（短期）Ⅰ」，「産学連携実践セミナー（短期）Ⅱ」及び「産学連携実践セミナー

（長期）」について，これらを合わせて２単位を超えて修得することはできない。なお，「産学連携実践セミ

ナー（短期）Ⅱ」の認定は，「産学連携実践セミナー（短期）Ⅰ」が既に認定されていることを前提とする。 

（６）活動に対する評価は，実習指導者の評価を参考とし，前記（２）の資料に基づき，学科の審査・承認を経て，

教務委員会が行うものとする。 

（７）受け入れ先等の規律，秘密保持に努め，インターンシップ対応の保険に加入すること。 

７ 課題研究甲の評価は，技能検定の合格者について「Ａ」とする。課題研究乙の評価は課題研究の内容，従事時間，

成果，熱意等を学科において総合的に判定し，｢Ａ｣，｢Ｂ｣，｢Ｃ｣，｢Ｆ｣または「Ｎ」のいずれかに判定する。評価

の詳細は学科において定める。 

８ 課題研究によって修得を認定できる単位数は５学年を通じて12単位を超えないものとする。 

９ 既に課題研究甲の単位を認定された学生が，更に上位の等級の技能検定に合格した場合は，当該上位の等級の単

位数と既に認定された単位数との差を修得単位として認定する。 

１０ 課題研究甲の合格によって単位修得の認定を希望する学生は「課題研究甲単位修得申請書」に合格を証する書

類の写しと必要に応じて受検日が確認できる書類の写しを添えて，指定期日までに校長に提出しなければならない。 

１１ 修得を認定された単位は，受検した日付に在籍する学年の単位とする。単位修得申請締切日までに上記８の手

続きをすればその単位は進級単位に加算する。また，受検した日付の年度の次年度４月末日までに単位修得申請を

すれば修得単位として認定する。 

１２ 別表1並びに別表２の学科欄に一般学科と記載された課題研究の認定単位は一般科目の単位とする。学科欄に

専門学科名が記載された課題研究の単位は専門科目の単位とする。 

附 則 
この申合せは，平成31年４月１日から施行する。 

別 表（省略） 
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豊田工業高等専門学校学生自動車等及び自転車使用内規 

制  定  昭和 14 年４月 １日 

最終改正  平成 30 年１月 15 日 

（目的） 
第１条 この内規は，豊田工業高等専門学校（以下「本校」という。）における学生（専攻科生，研究生，聴講生及

び科目等履修生を含む。）の安全を確保するため，学生が道路交通法第２条第１項に掲げる自動車，自動二輪車及

び原動機付自転車（以下「自動車等」という。）並びに自転車を通学又は学寮において使用する場合の取扱いにつ

いて定めることを目的とする。 
（使用許可基準） 

第２条 自動車等の使用許可基準は，次の各号による。 
一 第３学年以上の学生であること。 
二 本校が開催する自動車等使用説明会及び自動車等使用講習会を受講していること。 
三 本校が定める機会に自動車等使用実技研修会に参加していること。 
四 保護者の同意があること。 
五 任意自動車保険に加入していること。 

２ 寮生については，第６条に該当する場合を除き，前項の規定にかかわらず，原則として自動車の使用は許可しな

い。 
（使用許可申請） 

第３条 学生は，自動車等を使用しようとするときは，指導教員の同意を得て，「自動車等使用許可申請書」，「誓

約書」及び「任意自動車保険証の写し」を校長に提出し，その許可を得なければならない。 
（使用許可） 

第４条 校長は，前条の申請が適当であると認めるときは，学生一名につき自動車，自動二輪車又は原動機付自転車

のいずれか一台に対してのみこれを許可する。 
２ 前条の許可を得て通学又は学寮において使用できる場合は，使用許可証（シール）を交付する。 
３ 使用許可証は，自動車等の指定箇所に貼らなければならない。 
（使用車種等の変更等） 

第５条 学生は，許可された当該使用車種に変更が生じた場合は，速やかに「自動車等使用許可申請書」及び「任意

自動車保険証の写し」を，再度校長に提出し，その許可を得なければならない。 
２ 使用車種の変更により使用許可証の再交付を受けた時は，変更前の使用許可証を学生課学生支援係に返却しなけ

ればならない。 
３ 自動車等を廃車又はその使用を中止した場合は，速やかに学生課学生支援係に届け出て，使用許可証を返却しな

ければならない。 
（臨時自動車使用許可） 

第６条 学生は次の各号に該当し，一時的に自動車を使用しようとするときは，それぞれの担当教員の同意を得て，

「臨時自動車使用許可申請書」及び「任意自動車保険証の写し」を校長に提出し，その許可を得なければならない。 
一 卒業研究又は特別研究のため，自動車の使用が必要と担当教員が認めた学生。 
二 年度途中の入寮又は退寮等のため，自動車の使用を寮務主事が認めた学生。 
三 長期休業中に課外活動や卒業研究等のため，自動車の使用が必要と担当教員が認めた学生。 

２ 前項の許可を得て通学に使用ができる場合は，臨時使用許可証を交付する。 
３ 臨時使用許可証は，自動車の運転席前面に表示し，自動車を使用しなくなったとき又は使用許可期間終了後は学

生課学生支援係に返却しなければならない。 
（自転車の使用届等） 
第７条 学生は，自転車を使用しようとする場合は，必ず防犯登録及び補償金額５，０００万円以上の個人賠償責任

保険に加入し，指導教員の同意を得て，「自転車使用届」及び「個人賠償責任保険証券（自転車保険証券）の写し」

を校長に提出しなければならない。 

２ 前項の使用届が提出された場合は，学生一名につき一台に対して自転車登録証を交付する。 

３ 自転車登録証は，自転車の指定箇所に貼らなければならない。 

４ 自転車の車種に変更が生じた場合は，速やかに自転車使用届を再度提出し，自転車登録証の再交付を願い出なけ

ればならない。 

５ 自転車を廃車又はその使用を中止した場合は，速やかに学生課学生支援係に届け出て，自転車登録証を返却しな

ければならない。 

（遵守事項） 
第８条 自動車等又は自転車を使用する学生は，次の各号に掲げる事項を守らなければならない。 
一 交通法規に違反する行為はしないこと。 
二 常に整備し，不必要な改造をしないこと。 
三 他人に貸与しないこと。 
四 自動二輪車，原動機付自転車及び自転車の二人乗りはしないこと。 
五 自動二輪車及び原動機付自転車を運転する場合は，必ずヘルメットを着用すること。 
六 自動車に乗車する場合は，必ず全席でシートベルトを着用すること。 
七 校内では歩行者等を優先し，徐行すること。 
八 校内所定の場所に駐車すること。 
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九 騒音等の防止のため自動車等の過度の空ぶかしをしないこと。 
十 その他，別に定める申合せに基づく事項。 
（許可の取消し等） 

第９条 校長は，第８条の規定に違反した学生に対して当該自動車等の使用の停止又はその許可を取り消すことがで

きるものとする。 
２ 自動車の使用許可を得ている学生が，使用許可証の有効期限内に通学生から寮生になった場合，その許可は取り

消されるものとする。 
３ 前二項により許可を取り消されたときは，使用許可証を学生課学生支援係に返却しなければならない。 
（有効期限及び更新手続） 

第１０条 使用許可証及び自転車登録証の有効期限は，次のとおりとする。 
一 使用許可証は，当該学期（前学期又は後学期）の末日までとする。 
二 自転車登録証は卒業年度の末日までとする。 

２ 使用許可証の有効期限内に任意自動車保険が満了する場合は，速やかに更新又は新規に契約した任意自動車保

険証の写しを学生課学生支援係に提出しなければならない。 
３ 後学期に自動車等を使用しようとする場合は，自動車等使用講習会を受講しなければならない。また，前学期

末日までに任意自動車保険が満了している場合は，前項の要件を満たすまで許可を保留とする。 
４ 引き続き翌年度に自動車等を使用しようとする場合は，自動車等使用説明会を受講するとともに，更新手続期

間内に第３条の手続きを再度行わなければならない。 
５ 更新手続期間は，自動車等使用説明会で告知する。 

（破損・被害） 
第１１条 校長は，校内における自動車等又は自転車の盗難，破損及び事故等による被害について，本校の責に帰す

るものを除き，その補償等の責任を負わない。 
（弁償） 

第１２条 学生は，自動車等又は自転車によって校内の標示又は構築物等を破損した場合は弁償しなければならない。 
（事故） 

第１３条 学生は，自動車等又は自転車による交通事故又は重大な道路交通法違反を行った場合は，速やかに交通（違

反・事故）届を学生課学生支援係に提出しなければならない。 
（指導又は処分） 

第１４条 本内規に違反した者は，別に定める申合せに基づき指導又は処分する。 
（その他） 

第１５条 本内規に定めるもののほか，具体的取扱い等については，別に定める申合せによるものとする。 
附 則（省略） 

この内規は，平成30年４月１日から施行する。 
 
 
 
自動車等使用に関する申合せ 

制  定  昭和 14 年４月 １日 

最終改正  平成 30 年１月 15 日 

 

１ 豊田工業高等専門学校（以下「本校」という。）における学生（専攻科生，研究生，聴講生及び科目等履修生を

含む。）が道路交通法第２条第１項に掲げる自動車，自動二輪車及び原動機付自転車（以下｢自動車等｣という。）

を使用する場合の取扱いについては，学生自動車等及び自転車使用内規（以下「内規」という。）に定めるものの

ほか，この申合せ（以下「申合せ」という。）によるものとする。 

２ 使用許可基準の補足 

一 第１学年又は第２学年時に自動車等を使用して指導又は処分を加えられた学生は，第３学年に進級後１年間は

自動車等の使用許可を得ることができない。 

二 内規第２条第１項第三号に定める「本校が定める機会」とは，原則，使用許可申請前に開催する自動車等使用

実技研修会とし，その機会に受講できない場合は，使用許可申請直後に開催する自動車等使用実技研修会とする。

後者の場合，自動車等使用実技研修会を受講するまでの間は，一時的に使用を許可する。 

三 任意保険は次の補償額を満たすこと。 

 

 

 

   

 

 １２５ｃｃ未満の自動二輪車及び原動機付自転車は自動車保険の原付特約でも可 

四 研究生，聴講生及び科目等履修生は内規第２条第１項第一号の「第３学年以上の学生」を「１８歳以上」と読

み替えるとともに，第二号から第三号の基準を適用しない。 

３ 代車の登録 

一 許可された自動車等が自動車検査証の有効期限を延長させる検査（車検）又は修理等で使用できず，代車で校

 自動車 自動二輪車, 原動機付自転車 

対 人 無制限 無制限 
対 物 1000万円以上 300万円以上 
搭乗者 1000万円以上  
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内に乗り入れる場合は，速やかに学生課学生支援係で代車登録を行わなければならない。代車登録の使用許可期

間は最大１週間とし，交付される臨時使用許可証は自動車等の指定箇所に表示しなければならない。 

二 代車を使用しなくなった時又は使用許可期間終了後は速やかに臨時使用許可証を学生課学生支援係に返却す

ること。 

４ 自動車等使用説明会  

自動車等の使用許可を申請しようとする学生は，自動車等使用説明会に出席しなければならない。出席するべき説

明会は次のとおりとし，指定された説明会以外の参加は原則出席として認めない。 

 一 １月開催 翌年度に第３学年以上になる学生 

 二 ４月開催 再入学生，編入学生，専攻科入学生，留学冬季帰国学生 

 三 ９月開催 留学夏季帰国学生 

５ 自動車等使用講習会 

自動車等使用講習会は年に１回開催し，自動車等使用許可を申請する学生は必ず受講しなければならない。自動車

等使用講習会を受講しなかった学生は，後学期の自動車等使用許可を得ることができない。 

６ 自動車等使用実技研修会 

自動車等使用実技研修会は，自動車等使用許可を申請する学生は在学中に必ず１回受講しなければならない。第２

第二号に定める機会の自動車等使用実技研修会に参加していない学生は，自動車等使用許可を得ることができない

（第２第二号に定める一時的な使用許可を得ている学生にあっては許可を取り消す）。 

７ 警告ステッカー 

内規及び申合せに違反した場合は，警告ステッカーが自動車等に貼られ，違反履歴が記録される。このステッカー

を貼られたときは，速やかに学生課学生支援係に出頭しなければならない。 

８ 違反点数制度 

内規及び申合せに違反した学生は，次の各号に示す違反点数が加算される。 

一 １点 

イ 校内指定駐車場外の駐車 

ロ ヘルメットのあごひも着用の不備 

ハ 自動二輪車の二人乗り 

二 使用許可証等の非表示（不提示） 

ホ 代車の未登録 

へ 整備不良 

ト 改造（指導後，１週間以内に改善しなかった場合） 

二 ２点 

イ ヘルメットの未着用 

ロ 原動機付自転車の二人乗り 

ハ 校内での無謀運転 

ニ 使用許可証の貸借 

ホ 自動車等の貸借 

へ 運転中の携帯電話等の使用 

ト シートベルトの未着用（後部座席を含む） 

チ 運転中のイヤホンの使用 

リ 定員外乗車（定員オーバー） 

三 ３点 

イ 自動車等の無許可使用 

ロ 学校周辺での違法駐車 

ハ 自動車等使用実技研修会受講義務違反 

四 その他 

・上記以外の違反又は寮則に違反した学生で寮務主事の要請があった場合については，その都度協議する。 

９ 指導又は処分 

内規及び申合せに違反した学生については違反回数に応じて次の各号に掲げる指導又は処分を加える。ただし，悪

質な違反の場合又は違反の結果に重大性がある場合は重い処分を加える場合がある。 

なお，違反回数は累積するものとし，卒業まで抹消されない。 

一 違反回数が１回の場合，指導教員説諭 

二 違反回数が２回の場合，指導教員説諭及び学生主事補説諭 

三 違反回数が３回の場合，指導教員説諭，学生主事補説諭及び専門学科長説諭 

四 違反回数が４回の場合，学生主事訓戒 

五 違反回数が５回以上の場合，その都度協議 

１０ 違反点数の抹消 

 一 違反点数の合計が１点の学生は，学生課学生支援係に出頭した日から９０日間の無違反で違反点数は抹消され

る。二 違反点数の合計が２点以上の学生は，交通違反者講習を受講すれば違反点数は抹消される。 

１１ 交通違反者講習 

違反点数の合計が２点以上になった学生は，交通違反者講習を受講しなければならない。 

交通違反者講習の受講票は指導教員を経由して受講対象者に配付する。 
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１２ 清掃作業 

違反点数が３点以上になった学生は，担当教員の監督の下で，清掃作業を行わなければならない。 

１３ 使用許可停止 

次の各号に該当する学生は，当該各号に掲げる一定期間，自動車等使用許可停止を受ける。許可停止の適用時期に

ついては学生委員会で協議の上，指導教員を通じて学生に連絡する。 

なお，複数の許可停止を受けた場合には，すべての停止期間を合算する。 

一 交通違反者講習及び自動車等使用実技研修会の受講義務があるにもかかわらず欠席した場合は，２週間の許可

停止とする。 

二 清掃作業時に担当教員の指示に従わなかった場合は，１週間の許可停止とする。 

三 違反点数が４点以上の場合は，３点を超える１点毎に１週間の許可停止とする。 

１４ 使用許可証等の交付の保留 

許可を得ていない間に許可停止に相当する処分を加えられた学生が許可を申請した場合には，その許可停止期間に

相当する期間，使用許可証等の交付を保留する。 

１５ 無許可使用 

自動車等を無許可で使用した学生については，違反点数に応じた指導のほか，次の指導を行う。 

一 無許可使用の事実について保護者へ連絡をする。ただし，第１学年又は第２学年で自動車等を使用した場合は，

直ちに使用を中止させ，保護者召喚とする。 

二 違反後に開催される交通違反者講習を受講しなかった場合は，学生主事訓戒とする。 

三 無許可使用を３回以上行った場合は，原則学生主事訓戒並びに保護者召喚とするが，悪質な場合は処分を協議

する。 

１６ 学校周辺での違法駐車 

学校周辺に違法駐車をした学生は，違反点数に応じた指導を受けるほか，担当教員の監督の下で学校周辺の清掃作

業を行わなければならない。 

附 則（省略） 
この申合せは，平成30年４月１日から施行する。 

 
 
 
豊田工業高等専門学校図書館規則 

制  定  昭和 59 年２月 21 日 

最終改正  平成 26 年３月 31 日 

（目的） 
第１条 この規則は，豊田工業高等専門学校学則第１１条の規定に基づき，豊田工業高等専門学校に図書館を置き，

その管理運営に関し，必要な事項を定めるものとする。 
（開館時間） 
第２条 図書館の開館時間は，次のとおりとする。 
一 月曜日から金曜日 ８時４５分から２０時まで 
二 土曜日 １０時から１７時まで 

２ 前項の規定にかかわらず，豊田工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第５条第４号から第７号までに

掲げる休業日の開館時間については，８時４５分から１７時までとする。 
３ 前二項の規定にかかわらず，本校図書館長（以下「館長」という。）が必要と認めるときは，開館時間を変更す

ることができる。 
（休館日） 
第３条 図書館の休館日は，次のとおりとする。 
一 日曜日 
二 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法待第１７８号）に規定する休日 
三 １２月２８日から翌年１月４日まで 
四 学則第５条第４号から第７号までに掲げる休業日である土曜日 
五 その他蔵書点検等のため館長が定めた日 

２ 前項の規定にかかわらず，館長が必要と認めるときは，休館日を変更することができる。 
（閲覧及び貸出） 
第４条 本校の学生，教職員及び一般の利用者は，図書等の閲覧及び貸出を受けることができる。 
（情報提供） 
第５条 図書館は，必要な情報の提供を希望する者があるときは，これに応ずることができる。 
（図書館間相互利用） 
第６条 図書館は，大学の附属図書館その他これに準ずる機関の図書館（以下「他大学等の図書館」という。）の利

用を希望する者があるときは，これに応ずることができる。 
２ 図書館は，他大学等の図書館から利用の依頼があったときは，これに応ずることができる。 
（文献複写） 
第７条 図書館は，図書等の文献複写を希望する者があるときは，これに応ずることができる。 
２ 前項に規定する文献複写に関する事項は，別に定める。 
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（損害賠償） 
第８条 図書等を損傷若しくは亡失した者，又は図書館の設備若しくは備品に損害を加えた者は，館長が指定する図

書等又は相当価格で賠償しなければならない。 
（利用の制限） 
第９条 館長は，この規則又はこの規則に基づく定めに違反した者があるときは，その者の図書館の利用を停止し，

又は禁止することができる。 
（寄託） 
第１０条 図書館は，図書等の寄託を受けることができる。 
（個人情報の漏えい防止） 
第１０条の２  図書館において管理する歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料に記録されている個人

情報（公文書の管理に関する法律施行令第４条第５号で規定する個人情報をいう。）については，独立行政法人国

立高等専門学校機構個人情報管理規則（機構規則第６５号第４０条）の規定に基づき，その漏えい防止のための措

置を講ずるものとする。 
（細則） 
第１１条 この規則に定めるもののほか，図書館の利用に関し必要な事項は，別に定める 

附 則（省略） 
この規則は，平成26年４月１日から施行する。 

 
 
 
豊田工業高等専門学校図書館利用細則 

制  定  昭和 59 年２月 21 日 

最終改正  令和 ２年１月 27 日 

（趣旨） 
第１条 豊田工業高等専門学校図書館規則第１１条の規定に基づく豊田工業高等専門学校図書館（以下「図書館」と 
いう。）の利用に関し必要な事項は，この細則の定めるところによる。 
（図書等の種類） 

第２条 図書等を分けて，次の６種とする。 
一 貴重図書 
二 参考図書 
三 一般図書 
四 逐次刊行物 
五 視聴覚資料 
六 その他特殊資料 

２ 前項のほか，図書館に視聴覚機器等備付け備品を置く。 
（利用者の範囲） 

第３条 図書館を利用できる者（以下「利用者」という。）は，次の各号の一に該当するものとする。 
一 豊田工業高等専門学校（以下「本校」という。）の学生 
二 本校の教職員 
三 一般の利用者 
（利用手続） 

第４条 利用者は，図書館を利用しようとするときは，図書館利用願（別紙様式第１号）に必要事項を記入のうえ， 
本校図書館長（以下「館長」という。）に提出しなければならない。ただし，前条第１号及び第２号に掲げる者に 
ついては，この限りでない。 

２ 利用者は，図書等の貸出を受けるときは，前項の手続を経て，身分を証明する証書を提示し，図書館利用カード 
（別紙様式第２号）の発行を受けなければならない。 

３ 利用者は，図書館利用カードが不要になったときは，速やかに図書館職員（以下「係員」という。）へ返納しな 
ければならない。 
（閲覧） 

第５条 利用者は，図書等を閲覧するときは所定の場所で行い，閲覧後は元の位置に戻すものとする。 
２ 利用者は，保存書庫備付けの図書等を閲覧するときは，係員から入庫証の交付を受け，退庫の際はこれを返納す 
るものとする。 
（貸出） 

第６条 利用者は，図書等の貸出を受けるときは，当該図書等に図書館利用カードを添付して係員へ申し出なければ 
ならない。 

２ 利用者は，雑誌及び視聴覚資料の貸出を受けようとするときは，特別貸出票（別紙様式第３号）に必要事項を記 
入のうえ，前項の手続を行うものとする。 
（貸出冊数及び貸出期間） 

第７条 図書館が貸出を行う図書等の冊数及びその期間は，次のとおりとする。 
利用者の区分 貸出冊数 貸出期間 
第３条第１号及び第３号の者 10冊以内 ２週間以内 
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第３条第２号の者 20冊以内 ３月以内 
備考 視聴覚資料は１人２点までとし，翌日返納を原則とする。 

２ 図書館は，前項に規定するもののほか，第３条第１号の者が卒業研究又は特別研究を目的として利用するときは， 

10冊を限度として図書等の貸出を行うことができる。この場合における貸出期間は，１月以内とする。 

３ 図書館は，豊田工業高等専門学校学則第５条第４号から第６号までに掲げる休業日の期間中は，第３条第１号の 

者に限り図書等の貸出冊数を増やし及び貸出期間を延長することができる。 

４ 前三項の規定にかかわらず，図書館は，図書等の貸出を受けた者から貸出期間の更新の申出があったときは，差 

し支えのない限り，２週間の範囲でこれに応ずることができる。 

５ 利用者は，貸出を受けた図書等を所定の期日までに返納しなければならない。 

（転貸の禁止） 

第８条 利用者は，貸出を受けた図書等を転貸してはならない。 
（貸出期間中の返納） 

第９条 館長は，必要と認めるときは，第８条の規定にかかわらず，貸出期間中の図書等の返納を求めることができ 
る。 

２ 利用者は，図書等の貸出期間中にその身分を失ったときは，直ちに当該図書等を返納しなければならない。 
（貸出禁帯図書等） 

第１０条 図書館は，次の各号に掲げる図書等の貸出を行わないものとする。ただし，館長が特に認めたときは，こ 
の限りでない。この場合における貸出期間は，館長が定める。 
一 貴重図書 
二 参考図書 
三 新着逐次刊行物 
四 その他特に指定した図書 
（視聴覚機器等の利用） 

第１１条 図書館は，利用者から視聴覚機器等備付け備品の利用（図書館内利用の場合に限る。）の申出があったと 
きは，これに応ずることができる。 
（情報提供） 

第１２条 図書館が行う情報提供の範囲は，次のとおりとする。 
一 図書等の所在その他書誌に関する情報の提供 
二 事項調査に関する情報の提供 
三 その他教育研究上参考とするために必要な情報の提供 

２ 前項に規定する情報提供が特に経費又は時間を要し，他の図書館業務に支障を来す場合は，図書館は，これを行 
わないことができる。 
（他大学等の図書館の利用） 

第１３条 利用者は，他大学等の図書館の利用を希望するときは，他大学等図書館利用申請書（別紙様式第４号）に 
必要事項を記入のうえ，館長に提出するものとする。 

２ 前項による申請があったときは，館長は，利用を希望する他大学等図書館あて利用願（別紙様式第５号）を申請 
者に交付するものとする。 
（特別閲覧） 

第１４条 学科備付け図書等の閲覧を必要とする者があるときは，館長は，これに応ずることができる。 
（利用上の遵守事項） 

第１５条 利用者は，次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 
一 入館に際しては，図書館利用に必要な物以外の物品を持込まないこと 
二 静粛を保つこと 
三 図書，器具等を汚損し，及び損傷しないこと 
四 掲示，はり紙等をしないこと 
五 その他他人に迷惑を及ぼす行為及び図書館運営に支障を来す行為をしないこと 
（雑則） 

第１６条 図書館資料を利用者の閲覧に供するため，図書館資料の目録及びこの規程を常時閲覧室内に備え付けるも 
のとする。 

２ この細則に定めるもののほか，図書館の利用に関し必要な事項は，館長が定める。 
附 則（省略） 

この細則は，令和２年４月１日から施行する。 
 
 
 

豊田工業高等専門学校ICTセキュリティ教育センター利用規則 

制  定  平成 31 年１月 22 日 

（趣旨） 
第１条 この規則は，豊田工業高等専門学校 ICT セキュリティ教育センター管理運営規則第６条の規定に基づき，

豊田工業高等専門学校 ICT セキュリティ教育センター（以下「センター」という。）の利用について必要事項を

定める。 
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（利用の範囲） 
第２条 センターの利用の範囲は，次のとおりとする。 
一 学生・教職員の情報セキュリティ確保に関する教育と啓発 
二 教職員の学術研究及び教材作成 
三 学生の情報処理教育に関する講義並びに実験 
四 センターのシステムの開発 
五 その他センター長が承認したもの 
（利用者の資格） 

第３条 センターを利用できる者は，次のとおりとする。 
一 本校の教職員 
二 本校の学生 
三 その他，センター長が認めた者 
（利用の申請） 

第４条 センターを利用しようとする者は，利用申請書をセンター長に提出しなければならない。ただし，学生につ

いては，入学時にセンター長が一括して申請することもできる。 
（利用の承認） 

第５条 センター長は，前条の申請が適当であると認めた時は，承認する。 
（学内ネットワーク接続申請） 

第６条 学内ネットワークを利用して，情報機器を接続しようとする者は，定められた情報セキュリティ教育を受け，

接続申請書をセンター長に提出し，承認を得なければならない。 
（他大学大型計算機センター等利用申請） 

第７条 センターを経由して他大学大型計算機センター等を利用しようとする者は，センター長及び他大学大型計算

機センター等の利用承認を得なければならない。 
（利用承認の取消等） 

第８条 利用者がこの規則に違反した場合，又はセンターの運営に困難をきたすおそれのある場合は，センター長は，

センター利用の一時停止又は利用許可の取り消しをすることができる。 
（報告） 

第９条 利用者がセンターを利用して得た研究の成果を論文等により公表するときは，センターを利用した旨を明記

し，当該論文の写しをセンター長に提出するものとする。 
２ センターを経由して他大学大型計算機センター等を利用した者は，他大学大型計算機センター等への報告の写を

センター長に提出するものとする。 
（経費の負担） 

第１０条 センターの利用にかかる経費は，その一部を利用負担金として利用者（学生を除く。）が負担しなければ

ならない。 
２ 前項の規定にかかわらずセンター長が特に必要と認めた場合は，利用にかかる経費を負担させないことができる。 
３ 利用負担金の額及び徴収方法は別に定める。 
（施行細則） 

第１１条 センターの利用時間，利用方法等この規則を施行するために必要な事項は別に定める。 
（雑則） 

第１２条 この規則の変更は，豊田工業高等専門学校総務会議の議を経て行うものとする。 
附 則 

１ この規則は，平成31年４月１日から施行する。 
２ 豊田工業高等専門学校マルチメディア情報教育センター利用規則（平成８年10月９日制定）は，廃止する。 

 
 
 
豊田工業高等専門学校授業時間外における教室等安全利用の申合せ 

制  定  平成 20 年５月 13 日 

最終改正  平成 31 年２月 ４日 

校長裁定 

 
（目的） 

第１ この申合せは，豊田工業高等専門学校において，授業時間外の教育活動，研究活動及び課外活動における学生

の安全確保を目的として，教室等の利用手続きを定めるものである。 
（対象と定義） 

第２ 教室等とは，次の各号の一に該当するものをいう。 
一 教室 
二 実験室，実習室，演習室等の授業に使用する室 
三 教員研究室 
四 共同利用の施設（合宿する場所等は除く） 
五 その他特に指定したもの 
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２ 卒業研究・特別研究を担当する教員を研究指導教員，学級を担任する教員を指導教員とし，その他関係教員を示 
す場合は，担当教員とする。 

３ 授業時間外とは，専攻科及び本科の授業時間割に記載された授業時間以外をいう。 
（申請と方法） 

第３ 授業時間外で教室等を使用する教育活動，研究活動及び課外活動については，安全と施設の効率的利用を踏ま

えて別紙１のとおり扱うものとする。 
２ 教育活動及び研究活動で使用する際は，別紙２の「授業時間外教育活動許可申請書及び施設・設備使用願」（豊

田工業高等専門学校学生準則に定めた様式18を準用）（以下，「申請書」という。）により申請し，許可を受け

るものとする。 

なお，活動の際，同時に教室等複数を使用する場合は，主に使用する場所を使用施設・設備の名称に記載し，そ

れ以外の場所にあっては備考に必要事項を記入の上，第５の提出先に提出するものとする。 

ただし，学科が管理する実験室，実習室等については，学科長の許可を事前に得るものとする。 

３ 学生の課外活動で使用する際は，活動月の前月指定日までに月間予定表を提出するものとする。 

ただし，特別に使用する場合は，別紙３の「学内課外活動許可願及び施設・設備使用願」により申請し，許可を

受けるものとする。 

（教室等使用上の注意） 

第４ 施設使用に当たっては，安全に心がけるとともに次の号に注意すること。 
一 使用時間及び使用目的を厳守すること。 
二 設備等を大切に取り扱い，他人に迷惑をかけないこと。 
三 使用責任者は鍵の授受及び使用後は，整理整頓，清掃，消灯，施錠をすること。 
四 何らかの支障が生じた場合は，管理者及び学生課等に速やかに連絡し，指示に従うこと。 
五 その他，使用場所の定めを厳守すること。 

２ 使用に当たっては，管理上支障がある場合，使用の許可を取り消すことがある。 
（提出先等） 

第５ 申請書の提出先は次のとおりとする。（ただし，年末年始は除く。） 
使用場所 提出先 備考 
供用施設（教室等） 課外活動は学生課学生支援係 

課外活動以外は学生課教務係 
担当教員の印を受けること。 
指導教員等の印を受けること。 

研究関連施設 
（実験室，教員研究室等） 

課外活動以外は学生課教務係 研究指導教員等の印を受けること。 

２ 提出時間は，平日9:00から17:00までとする。 
第６ 提出後，許可された申請書は，必要に応じて守衛室等に連絡することとする。 

附 則（省略） 

１ この申合せは，平成31年２月４日から施行する。 

２ 学外で活動する場合は，学外課外活動許可願（別紙４）を別途提出し，活動後，課外活動報告書を提出すること。

別 紙（省略） 

 
 
 
豊田工業高等専門学校福利厚生会館管理運営規則 

制  定  昭和 56 年４月１日 

最終改正  平成 18 年４月１日 

（趣旨） 
第１条 この規則は，豊田工業高等専門学校福利厚生会館（以下「会館」という。）の管理運営に関し，必要な事項 
を定めるものとする。 
（目的） 

第２条 会館は，学生の課外活動の発展を助成するとともに，学生及び教職員の福利厚生に寄与することを目的とす 
る。 
（管理運営） 

第３条 会館の管理運営については，校長の命を受けて学生主事がこれに充たる。 
第４条 会館に関する事務は，学生課学生支援係において処理する。 
（損害賠償） 

第５条 使用者が，故意又は過失により施設，設備及び備品を破損し，又は滅失した場合は，その損害を賠償しなけ 
ればならない。 
（使用心得） 

第６条 会館２階の課外活動用各室の使用にあたっては，別に定める使用心得を遵守しなければならない。 
附 則（省略） 

この規則は，平成18年４月１日から施行する。 
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豊田工業高等専門学校福利厚生会館２階の課外活動用各室使用心得（暫定） 

制  定  昭和 56 年４月１日 

 

豊田工業高等専門学校福利厚生会館2 階の課外活動用各室の使用については，次に定める事項を遵守しなければ

ならない。 

１ 使用者の範囲 

（１）本校の学生 

（２）校長が許可した者 

２ 使用時間は，原則として午前９時から午後６時30分までとする。 

ただし，校長が必要と認めた場合についてはこの限りではない。 

３ 使用の手続き 

（１）使用を希望する者は責任者を定め，所定の使用願を事前に学生課学生支援係に提出し，使用許可を受けなけ 

ればならない。 

（２）使用願の提出は，平日午前８時30分から午後４時までとする。 

（３）使用許可を受けた使用責任者は，当該室の鍵を学生課学生支援係から受け取り，開室後直ちに返却すること。 

４ 使用上の注意 

（１）許可された使用日時は厳守すること。 

（２）許可された使用目的以外には使用しないこと。 

（３）特に認められた場合以外は室内での飲食を禁止する。 

（４）室内の秩序を乱し，他人の迷惑になるような行為をしないこと。 

（５）備え付け以外の機器等を持ち込む場合は，事前に申し出て許可を受けること。 

（６）施設，設備及び備品は大切に取り扱い，備品等は許可なく室外へ持ち出しはしないこと。また，破損した場 

合は，速やかに学生課学生支援係へ届け出ること。 

（７）施設の壁や窓ガラスには貼紙はしないこと。 

（８）使用責任者は使用後，整理整頓，清掃，戸締まり，消灯等を行い，必ず施錠すること。 

（９）使用責任者は使用終了後，学生課学生支援係に終了報告をすること。 

ただし，勤務時間外の場合には守衛室に報告すること。 

５ その他 

（１）管理上支障があると思われるときは，使用を取り消すことがある。 

（２）使用に当たっては，使用上の注意及び学生課学生支援係の指示に従うこと。 

 

 

 

豊田工業高等専門学校合宿研修所管理運営規則 

制  定  昭和 54 年６月 13 日 

（趣旨） 

第１条 この規則は，豊田工業高等専門学校合宿研修所（以下「合宿研修所」という。）の管理運営について必要な

事項を定める。 
（目的） 

策２条 合宿研修所は，豊田工業高等専門学校（以下「本校」という。）の課外活動施設として使用し，学生の研修

並びに集会を通じ，健全な学生生活と豊かな人間性の育成に寄与することを目的とする。 
（管理運営） 

第３条 合宿研修所の管理運営については，校長の命を受けて学生主事がこれに当たる。 
（使用者の範囲） 

第４条 合宿研修所を使用できる者は，本校の学生とする。ただし，校長が特に許可した者は使用することができる。 
（使用の許可） 

第５条 合宿研修所の使用を希望する者は，あらかじめ所定の使用願を提出し，校長の許可を受けなければならない。 
（雑則） 

第６条 合宿研修所の使用に関する細則は，別に定める。 
附 則（省略） 

この規則は，昭和54年６月13日から施行し，昭和54年４月１日から適用する。 
 
 
 
豊田工業高等専門学校合宿研修所使用細則 

制  定  昭和 54 年６月 13 日 

最終改正  平成 18 年４月 １日 

（趣旨） 
第１条 この細則は，豊田工業高等専門学校合宿研修所（以下「合宿研修所」という。）管理運営規則第６条の規定

に基づき，合宿研修所の使用についての必要な事項を定める。 
（使用の範囲と制限） 
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第２条 合宿研修所の使用の範囲は次の各号に掲げるものとする。 
一 豊田工業高等専門学校（以下「本校」という。）学生の合宿研修 
二 本校の学生の研修，集会及びクラブ活動 
三 校長が特に許可したもの 

２ 前項第１号においては，部長教員，指導教員又はこれに代る教員（以下「部長教員等」という。）が宿泊し，指

導監督に当たるものとする。 
３ 第１項第２号において本校学生が使用する場合には，部長教員等が指導監督に当たるものとする。 
４ 合宿研修所の使用は原則として５名以上の団体でなければならない。 
（使用の申請及び許可） 

第３条 合宿研修所を使用する場合には，原則として使用する日の１週間前までに所定の使用願を学生課学生支援係

に提出し，学生主事を経て校長の許可を受けなければならない。 
２ 使用許可後において，その使用を取り消す場合，又は使用期間若しくは人員の変更等をするときは，使用許可を

受けた者がすみやかに学生課学生支援係に届け出なければならない。 
（使用許可の取り消し） 

第４条 校長は，この細則並びに別に定める使用心得に違反する行為，又は合宿研修所の管理運営上支障があると認

められるときは，使用許可を取り消すことがある。 
（使用終了時の点検） 

第５条 合宿研修所の使用を終了した時は，学生課学生支援係による施設設備及び備品等の点検を受けるものとする。 
（鍵の保管） 

第６条 合宿研修所の鍵は，学生課学生支援係が保管する。 
鍵の受け渡しは学生課学生支援係で行い，使用期間中の鍵の管理は，部長教員等の責任において行うものとする。 
（使用上の注意） 

第７条 合宿研修所を使用する者は，使用心得を厳守しなければならない。 
（弁償） 

第８条 合宿研修所を使用する者が施設設備及び備品等を破損又は紛失した場合には，その事情により損害の一部あ

るいは全部を弁償させることがある。 
（経費の負担） 

第９条 第２条第１項により許可された者が合宿研修所を使用する場合に要する諸経費は，その団体で負担する。 
附 則（省略） 

この細則は，平成18年４月１日から施行する。 
 
 
 
豊田工業高等専門学校学生表彰規程 

制  定  昭和 54 年２月 ７日 

最終改正  平成 24 年１月 24 日 

（趣旨） 
第１条 豊田工業高等専門学校学則第35条の規定に基づく本校学生の表彰（以下「表彰」という。）については， 
この規程の定めるところによる。 
（表彰者の決定） 

第２条 関係教員は，次の各号の一に該当する者と認めたときは，校長あて表彰の上申を行うものとする。 
一 学生の模範として推奨できる行為又は功労等のあった者 
二 課外活動に卓越した成果をおさめ，本校の名誉を高めた者 

２ 校長は，前項の上申があった都度，指導教員会議で審議し，決定する。 
（表彰及び記念品の支給） 

第３条 表彰及び記念品の支給については，別表に定めるところによる。 
（表彰の時期） 

第４条 前条第１項に規定する表彰は，被表彰者が決定したときに行う。 
（表彰の方法） 

第５条 表彰は，別紙様式による表彰状を授与し，学生指導要録に記載するものとする。 
２ 前項の表彰状にあわせて，記念品を授与することができる。 
（表彰者の公表） 

第６条 被表彰者の氏名及びその行為等は，掲示をもって公表し，広報に登載する。 
（庶務） 

第７条 表彰に関する事務は，学生課長が担当する。 
附 則（省略） 

この規程は，平成24年１月24日から施行し，平成23年 11月1日から適用する。 
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豊田工業高等専門学校学生会会則 

制  定  昭和 42 年４月１日 

最終改正  平成 27 年４月１日 

第１章 総則 
（準拠） 

第１条 豊田工業高等専門学校学生準則第 23 条の規定に基づきこの会則を定める。 
（目的） 

第２条 本会は本校創立の精神と民主主義の精神にのっとり，会員の自治活動を通じて学生生活の充実と良い校風の

樹立を図り，もって良い社会人としての資質を養うことを目的とする。 
（名称） 

第３条 本会は豊田工業高等専門学校学生会（以下「学生会」という。）と称する。 
（構成） 

第４条 学生会は豊田工業高等専門学校本科学生を会員として構成する。 
（会員の権利義務） 

第５条 会員はこの会則に定める権利を有し義務を負う。 
第２章 機関 

（機関） 
第６条 学生会に次の各号の機関を置く。 
一 学生総会（以下「総会」という。） 
二 評議員会 
三 執行部 
四 選挙管理部 
五 監査部 
六 学級会 
七 部及び同好会  
（役員） 

第７条 学生会に次の各号の役員を置く。 
一 会長 １名 
二 副会長 ２名 
三 書記 ２名 
四 一般会計 １名 
五 議長 １名 
六 内務 １名 
七 広報 １名 
八 監査部長 １名 
九 選挙管理部長 １名 

２ 役員は，同一人が複数の役職を重複して務めることはできない。  
（役員の職務） 

第８条 会長は学生会を代表し，会務を統轄する。 
２ 副会長は会長を補佐し，会長に事故があるときはその職務を代行する。 
３ 書記は各議事録通信文等の作成及びその保管にあたる。 
４ 一般会計は学生会一般の財務を処理する。 
５ 議長は評議員会を代表し，総会並びに評議員会での審議の進行を務める。 
６ 内務は学生会活動における物品の貸借等，内務を担当する。 
７ 広報は学生会活動における広報を担当する。 
８ 監査部長は監査部を代表し，学生会の会計に関する監査を統轄する。 
９ 選挙管理部長は選挙管理部を代表し，役員の選挙に関する事務を統轄する。 
（役員の任期） 

第９条 役員の任期は１年とする。 

２ 会長，副会長，書記，一般会計，内務，広報は毎年１１月に改選を行い，交代は４月に行う。 

（役員の辞任） 
第１０条 会長，副会長，書記，一般会計，内務，広報が辞任するときは，総会の承認を必要とする。 
２ 総会において，役員の不信任決議案が可決され，又は信任の決議案が否決されたときは辞任するものとする。 

第３章 総会 
（総会の構成と任務） 

第１１条 総会は学生会の最高議決機関であり，全会員で構成する。 
（定足数） 

第１２条 総会は会員の過半数の出席をもって成立し，その議決には出席者の過半数の合意を必要とし，可否同数の

ときは議長の決するところによる。ただし，第44条（会則の改正）の場合はこの限りではない。 

２ 総会及び評議員会を除く各機関の会議は，その構成員の３分の２以上の出席で成立し，評議員会は構成員の５分

の３以上の出席で成立する。又，その議決には出席者の過半数の同意を必要とする。 
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（会議の公開） 

第１３条 各機関の会議は原則として公開する。 
（定期総会及び臨時総会） 

第１４条 定期総会は４月及び11月に開催する。 

２ 次のいずれかの要求がある場合には，臨時総会を開催しなければならない。 

一 会員の10分の１以上の要求があったとき 

二 評議員の３分の１以上の要求があったとき 

三 会長が必要と認めたとき 

（総会の招集） 

第１５条 総会は会長が招集する。 
２ 総会の告示は原則として５日前までに行う。ただし，臨時総会の場合はこの限りではない。 

（総会の権限） 
第１６条 総会は次の事項を審議し決定する。 
一 予算の承認 
二 決算報告書の承認 
三 会則の改正 
四 部及び同好会の新設又は昇格 
五 部及び同好会の降格又は廃止 
六 臨時会費徴収の承認 
七 その他会長が重要と認める事項 
八 出席者の６分の１以上が重要と認める事項 

第４章 評議員会 
（評議員会の職務と権限） 

第１７条 評議員会は総会の代行機関であり，総会議案を除くすべての議案を審議する。 
（評議員会の構成） 

第１８条 評議員会は評議員をもって構成する。 
（評議員） 

第１９条 評議員は各学級より２名ずつ選出する。 
２ 評議員は議長を除く役員から選出することはできない。 
３ 評議員の任期は１年とし，交代は４月に行う。 
（評議員会の議長） 

第２０条 議長は評議員会を代表し，これを招集する。ただし，議長不在の場合はこの限りではない。 
（定期評議員会及び臨時評議員会） 

第２１条 定期評議員会は原則として総会前の２週間以内に開催し，次のいずれかの要求があるときは臨時評議員会

を開催しなければならない。 
一 会員の10分の１以上の要求があったとき 

二 評議員の４分の１以上の要求があったとき 

三 執行部が必要と認めたとき 
（評議員会の告示） 

第２２条 評議員会の告示は原則として５日前までに行う。ただし，臨時評議員会の場合はこの限りではない。 
（評議員会への会員の出席） 

第２３条 役員は，議案について発言するために必要に応じて評議員会に出席することができる。 
２ 評議員会が特別な審議を必要と認めるときは，会員の出席を求め意見を聞くことができる。 
（特別委員会） 

第２４条 評議員会が特別な審議を必要と認める案件に関しては，評議員会に調査，研究のための特別委員会を置く

ことができる。 
２ 特別委員会の委員長は評議員会で決定する。 
３ 特別委員会の解散は評議員会の議決によるものとし，特別委員会の委員の任期は同委員会の解散までとする。た

だし，最長で設立日から同年度の３月３１日までとする。 
第５章 執行部 

（執行部） 
第２５条 執行部は学生会の執行機関である。 
（執行部の構成） 

第２６条 執行部は会長，副会長，書記，一般会計，内務，広報をもって構成する。 
（執行部の権限） 

第２７条 執行部は次に掲げる事項を行う。 
一 学生会行事全般に関する立案と実施 

二 総会及び評議員会への議案の提出 

三 総会又は評議員会において議決された事項の執行 

（執行部の部会） 

第２８条 執行部に執行部会を置く。 
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（執行部会） 
第２９条 執行部会は執行部員で構成する。 

２ 執行部会は会長が招集し，第27条に掲げる事項について委員会にそれぞれ分割処理させてこれを統轄する。 

３ 執行部会は会長が必要と認めたときに開催する。ただし，定期評議員会前７日以内及び定期評議員会後７日以内

には必ず開催するものとする。 

（委員会等） 

第３０条 執行部に委員会を置く。 
２ 委員会は前条第２項に定められた事項を処理する。 
３ 委員会に関する事項は別に定める。 

第６章 学級会 
（学級会） 

第３１条 学級会は学生活動の基礎であり，各学級の全員で構成する。 
（クラス委員） 

第３２条 学級会には互選によるクラス委員２名を置く。 
２ 学級会の運営に必要と認められる場合にその他の委員を置くことができる。 
（指導教員） 

第３３条 指導教員は学級会の活動に指導を与える。 
第７章 部及び同好会 

（部及び同好会） 
第３４条 部及び同好会は学生会活動の中心であり，会員は原則として部又は同好会に所属するものとする。 
（部長教員） 

第３５条 部及び同好会に部長教員を置く。 
２ 部長教員は部及び同好会の活動に指導を与える。 
（部及び同好会の経費） 

第３６条 部の経費は学生会から配分される予算による。同好会には原則として学生会予算の配分はない。 
第８章 会計 

（経費の財源） 
第３７条 学生会の経費は，会費，寄附金及びその他の収入をもってこれに充てる。 
（会費） 

第３８条 会費は月額700円とし，原則として４月及び10月にそれぞれ６カ月分を納入する。 

（会計年度） 

第３９条 学生会の会計年度は４月１日に始まり，翌年３月31日に終わる。 

（監査部） 
第４０条 学生会には，すべての財務を監査するため監査部を置く。 
２ 監査部は，各学級から１名ずつ選出された部員によって構成する。 
３ 部員は監査部長を除く役員から選出することはできない。 
４ 部員の任期は１年とし，交代は４月に行う。 
５ 監査部員は，本人が所属する団体について監査することはできない。 
（監査の実施） 

第４１条 監査は年２回の定期監査のほか，次のいずれかの要求がある場合に行う。 

一 評議員の３分の１以上の要求があったとき 

二 会員の10分の１以上の要求があったとき 

三 執行部が必要と認めたとき 

第９章 役員の選挙 
（役員の選挙） 

第４２条 会長，副会長，書記，一般会計，内務，広報の選出は全会員からの立候補制とし，選挙は全会員の参加で

きる直接無記名投票によりこれを選出する。 

２ 議長の選出は評議員の互選による。 

３ 監査部長の選出は監査部員の互選による。 

４ 選挙管理部長の選出は選挙管理部員の互選による。 

５ 役員に欠員を生じたときは，２０日以内に新役員を選出しなければならない。ただし，新役員の任期は前役員の

残任期間とする。 

（選挙管理部） 

第４３条 学生会には，厳正な選挙及び投票を執り行うため選挙管理部を置く。 

２ 選挙管理部は，各学級から１名ずつ選出された部員によって構成する。 

３ 部員は選挙管理部長を除く役員から選出することはできない。 

４ 部員の任期は１年とし，交代は４月に行う。 

５ 部員が役員選挙に立候補する場合は，選挙管理部員を辞任しなければならない。 

第１０章 会則の改正 

（会則の改正） 

第４４条 会則の改正は，評議員会の可決を経たのち３分の２以上の支持を得なければならない。 
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２ 会則改正について前項の同意を経た後，校長の承認を必要とする。 

附 則（省略） 
この会則は，平成27年４月１日から施行する。 

 

 

 

豊田工業高等専門学校部及び同好会に関する細則 

制  定  昭和 42 年４月１日 

最終改正  平成 27 年４月１日 

 

第１条 学生会に部及び同好会を置き，文化部門又は体育部門のいずれかに所属するものとする。文化部門及び体育

部門に所属する部及び同好会の名称については，別に定める。 

第２条 学生会員は原則として，いずれかの部又は同好会に所属する。 

２ 部及び同好会は次に掲げる通り，年間で１回以上活動を展示，披露する場を設けることとする。 

 一 体育部門の部及び同好会は高専体育大会又は高校生大会への出場。 

 二 文化部門の部及び同好会は学校行事，コンクール又は大会等での活動の展示，披露。 

 三 本校の部及び同好会の活動の展示，披露として十分であると認められるもの。 

第３条 各部及び同好会は，毎年定められた期日までに部員名簿を部長教員を経て学生主事に提出する。ただし，定

められた期日を過ぎてから入・退部する者は，部長教員の許可を得なければならない。 

第４条 予算要求は，部長教員の承認を経て会長に提出する。 

第５条 部長教員は，部又は同好会を代表し，その活動を総括指導する。 

２ 副部長教員は，部長教員を補佐し，必要あるときは，部長教員の任務を代行する。 

第６条 各部及び同好会にキャプテン，副キャプテン及びマネージャーを最低各１名置く。 

２ キャプテン，副キャプテン及びマネージャーは，部員の互選により選出する。 

３ キャプテンは，部及び同好会の活動の中心となる。 

第７条 部長教員会議は，文化部門及び体育部門の部長教員で構成し，部及び同好会相互の連絡調整その他必要事項

を協議する。 

第８条 キャプテン・マネージャー会（以下，「ＣＭ会」という。）は，すべての部及び同好会のキャプテン及びマ

ネージャーの代表で構成し，学生委員会の指導・監督の下に執行部が運営する。 

２ すべての部及び同好会のキャプテン及びマネージャーの代表は，ＣＭ会に出席しなければならない。 

３ キャプテン及びマネージャーの代表がＣＭ会へ出席できない場合は部員から代理を立てることができる。 

第９条 部及び同好会の新設・改廃は，次の機関の承認を得なければならない。 

一 部長教員（予定者を含む。） 

二 学生総会 

三 学生委員会 

四 教員会議 

五 校長 

第１０条 評議員会は，部及び同好会が次のいずれかに該当する場合，降格・廃止案について審議しなければならな

い。 

一 部員数が少なく，部及び同好会として活動が困難であると認められる場合 

二 年間活動日数が著しく少なく又は活動実態がないと認められる場合 

三 ＣＭ会への出席状況が良くないと認められる場合 

四 活動内容が部及び同好会として不十分であると認められる場合 

２ 評議員会は，次のいずれかの要求がある場合，降格・廃止案について審議しなければならない。 

 一 学生会執行部の要求 

 二 ＣＭ会会員の３分の２以上の要求 

 三 全学生の１０分の１以上の要求 

 四 評議員の３分の１以上の要求 

３ 会長は，第１項及び第２項により降格・廃止案が評議員会において承認された場合，学生総会に付議しなければ

ならない。 

第１１条 評議員会は，次のいずれかの要求がある場合，同好会の新設・昇格案について審議しなければならない。 

 一 学生会執行部の要求 

 二 ＣＭ会会員の３分の２以上の要求 

 三 全学生の１０分の１以上の要求 

 四 評議員の３分の１以上の要求 

２ 会長は，第１項により新設・昇格案が評議員会において承認された場合，学生総会に付議しなければならない。 

附 則（省略） 

 この細則は，平成27年４月１日から施行する。 
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豊田工業高等専門学校学生会執行部委員会に関する細則 

制  定  昭和 54 年４月 １日 

全部改正  平成 30 年４月 25 日 

 
第１条 豊田工業高等専門学校学生会会則第３０条の規定に基づき，この細則を定める。 
第２条 会長は，執行部が豊田工業高等専門学校学生会会則第２７条に掲げる事項を執行する際に必要な機関を委員

会として設立し，職務を委託することができる。 
第３条 執行部の下に，次の常設委員会を置き，それぞれ関係事項を取り扱う。 
 体育       学生会の体育活動に関する事項 
 こうよう祭実行  こうよう祭に関する事項 
 行事緑化     学校内の緑化活動及び学生会の季節行事に関する事項 
第４条 どの常設委員会にも属さない事項が生じた場合，会長は執行部会の議を経て臨時委員会を設置することがで

きる。ただし，臨時委員会を設置したときは設置から１０日以内に会員に告示しなければならない。 
第５条 各委員会は，会長がこれを総轄する。 
第６条 各委員会はすべての会員より公募し，又は各学級より選出される委員により構成される。 
２ 常設委員会の活動期間は委員長の裁量によるものとする。ただし，最長で設立日から１年間を限度とする。 
３ 臨時委員会の設置期間はその都度定める。 
第７条 各委員会に委員長を置く。委員長は会員中より会長，又は前任の委員長が選出し，会長が任命する。 
２ 学生会予算を執行する委員会については，委員会に会計を置く。会計は会員中より会長，又は前任の委員長が選

出し，会長が任命する。 
３ 委員長及び会計は役員から選出することはできない。 
第８条 各委員会の委員長は，会長からの要請があったとき，執行部会に出席しなければならない。 
第９条 各委員会の構成人数は委員長の裁量により決定することができる。 

２ 委員を各学級より選出する場合，委員長は必要とする選出人数を前年度の学生委員会に申告し，承認を得なけれ

ばならない。 
第１０条 各委員会の委員長は，必要に応じて委員会内に役職を設け，業務を分割処理することができる。 
２ 各委員会の委員長は，前項に設けた役職を委員中より選出し，これを任命することができる。 
第１１条 各委員長，会計及び委員の任期は委員会の活動期間に準ずる。 

附 則（省略） 

この細則は，平成30年４月25日から施行する。 

 
 
 
豊田工業高等専門学校学寮管理運営規則 

制  定  昭和 46 年４月１日 

最終改正  平成 27 年４月１日 

（趣旨） 
第１条 この規則は，豊田工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）及び他の法令等に定めるもののほか学寮

の管理運営等について定める。 
（学寮の目的） 

第２条 学寮は，教育施設の一環として，学生の修学を助成し，共同生活を通じて人間形成を助長することにより本

校の教育目標の達成に資することを目的とする。 
２ 学寮は，前項の目的を実現するため次の各号に掲げる目標の達成に努めなければならない。 
一 第１学年，第２学年（以下「低学年」という。）は寮生活を通し，基本的生活習慣を確立し，人格陶冶及び規

律遵守の態度を養う。 
二 第３学年以上（以下「高学年」という。）は学生生活の経験に基づき，友情，互助寛容等人間相互の関係につ

いて，正しい理解と自主及び自律の精神を養う。 
（遵守義務） 

第３条 学寮に入寮する学生（以下「寮生」という。）は，この規則及び他の規則を遵守し寮生活の充実に心掛けな

ければならない。 
（管理運営） 

第４条 学寮は，校長が管理する。 
２ 学寮の運営並びに寮生の厚生補導に関する事項は，寮務主事が総括する。 
（学寮の名称等） 

第５条 本校の学寮の名称は，栄志寮，高志寮，友志寮，明志寮，大志寮，立志寮及び創志寮とする。 
（寮務運営委員会） 

第６条 学寮の運営並びに寮生の指導に関する事項を協議するため寮務運営委員会を置く。 
２ 寮務運営委員会に関する事項は別に定める。 
（指導寮生及び班長） 

第７条 学寮に低学年寮生の指導を補助させるために指導寮生及び班長を置く。 
２ 指導寮生及び班長の選考，任期は別に定める。 
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（入寮） 
第８条 本校に入学を許可された第１学年で希望する者は入寮できるものとする。 
２ 第２学年以上の学生で入寮を希望する者があるときは，校長は，選考の上，これを許可する。 
３ 第２学年以上の学生の入寮選考に関する事項は，別に定める。 
（在寮期間） 

第９条 入寮を許可された者の在寮期間は４月１日から翌年３月31日までとする。 
（入寮誓約書） 

第１０条 入寮を許可された者は，所定の期日までに入寮誓約書を提出しなければならない。 
２ 入寮を許可された者が前項の手続きをしないときは，その許可を取り消すことができる。 
（入寮の時期） 

第１１条 入寮の時期は，原則として学年の始めとする。 
（居室の決定） 

第１２条 寮生の居室の決定及び変更は寮務主事が行う。 
（退寮） 

第１３条 寮生は，学則第21条及び第23条の規定によるときは，その期間在寮することはできない。 

２ 退寮を願い出てその許可を受けた者は，直ちに退寮しなければならない。 

（退寮措置） 

第１４条 寮生が次の各号のいずれかに該当するときは，寮務主事は，担当指導教員と協議し，必要に応じて，指導

教員会議に諮り，一時退寮又は退寮させることができる。 
一 学則，学生準則その他諸規則に違反したとき。 
二 １カ月以上寄宿料又は学寮生活に必要な経費の納付を怠ったとき。 
三 教育上，保健衛生上共同生活に適しないと判断されたとき。 
（寄宿料） 

第１５条 寄宿料は，独立行政法人国立高等専門学校機構における授業料その他の費用に関する規則第11条の定め

る額とする。 

２ 寄宿料は，入寮の日の属する月から退寮の日の属する月までの分を納付しなければならない。 

３ 風水害等の災害を受けたことにより寄宿料の納付が困難であると認められる場合には，寄宿料の全部を免除する

ことがある。 

（その他の寮費） 

第１６条 寮生は，本校の定める学寮生活に必要な経費を所定の期日までに納付しなければならない。 
（日課） 

第１７条 寮生の日課は，寮務主事が別に定める。 
２ やむを得ない事由により定められた日課と異なる行動をする場合は，事前に寮務主事又は宿日直教員の許可を受

けなければならない。 
（外出，外泊等） 

第１８条 寮生の外出，外泊等については，寮生心得の定めるところによる。 
（寮生会） 

第１９条 学寮に寮生全員で構成する寮生会を置く。 
２ 寮生会は，寮務主事の指導の下に寮生の自主的活動を通じて共同生活の自治能力を養い，学寮の目的達成に資す

ることを目的とする。 
３ 寮生会は，規約を制定，改廃しようとするときはあらかじめ寮務主事の指導を受けなければならない。 
４ 寮生会は，規約を制定，改廃しようとするときは校長の承認を受けなければならない。 
５ 寮生会活動の遵守すべき事項は，学生準則中学生会活動に関する規定を準用する。 
（寮生会以外の組織） 

第２０条 寮生が，寮生会以外の団体を結成しようとする場合は，学生準則第27条第１項，同条第３項及び第28条

の規定を準用する。 

（集会） 

第２１条 寮生が，寮内あるいは寮外において集会を行おうとする場合は，あらかじめ寮務主事の許可を受けなけれ

ばならない。その場合の実施に関しては寮務主事の指示による。 
２ 集会の責任者は，集会終了後速やかに寮務主事に経過を報告しなければならない。 
３ 集会の内容が学校の教育方針に反する場合は，寮務主事はこれを中止させることがある。 
（掲示） 

第２２条 寮生が寮内に掲示をしようとする場合は，寮務主事の許可を受けなければならない。 
２ 掲示の場所，期間及び様式は，寮務主事の指示に従わなければならない。 
３ 掲示責任者は，掲示期間満了後掲示物を撤去しなければならない。 
４ 寮外者が寮内に掲示を希望する場合は寮務主事の許可を受けなければならない。 
（防災安全） 

第２３条 寮生は，火災その他災害防止に注意するとともに学寮の行う防災訓練その他の措置に協力しなければなら

ない。 
（保健衛生） 

第２４条 寮生は，各自健康の維持及び増進に留意するとともに所定の健康診断を受けなければならない。 
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２ 寮生は，身体に異常を感じた場合は速やかに宿日直教員等に申し出なければならない。 
（清潔整頓） 

第２５条 寮生は，常に清潔整頓に心掛けるとともに定められた日時に大掃除をしなければならない。 
（注意義務及び損害賠償等） 

第２６条 寮生は，別に定める寮生心得を遵守するとともに，学寮の施設，設備及び備品を常に管理者の注意をもっ

て使用しなければならない。 
２ 寮生が故意又は重大な過失により，施設，設備及び備品を損傷し，又は減失したときは，これを原状に回復し，

又はその損害を賠償しなければならない。 
３ 寮生は，所持品の管理をするとともに，定められたもの以外を寮内に持ち込んではならない。 
４ 盗難その他の事故が発生した場合は，速やかに寮務主事に届け出なければならない。 
（生活区域） 

第２７条 寮生は，おたがいに異性の寮生活区域（寮務主事が別に指示する。）に立ち入ってはならない。 
２ 寮生が，前項に掲げる区域に立ち入る必要が生じたときは，宿日直教員を含む寮務関係の職員に申し出て，その

指示に従わなければならない。 
（寮外者の立入り） 

第２８条 寮外者が寮生との面会あるいは見学等のため寮内立ち入りを希望する場合は，寮務主事又は宿日直教員の

許可を受け，その指示に従わなければならない。 
（寮外者の施設使用） 

第２９条 寮外者は，校長が特に許可した場合のほか学寮の施設，設備を使用することはできない。 
（管理上必要ある場合の居室への立入り） 

第３０条 学寮施設の管理上必要がある場合は，本校教職員又は本校の委託を受けた業者が居室に立ち入ることがで

きる。 
（雑則） 

第３１条 この規則に定めるもののほか，学寮運営について必要な事項は，寮務主事が定める。 
附 則 

この規則は，平成27年４月１日から施行する。 

 

 

 

豊田工業高等専門学校学寮指導寮生及び班長に関する内規 

制  定  昭和 52 年 ２月 １日 

最終改正  平成 30 年 11 月 26 日 

（趣旨） 

第１条 この内規は，豊田工業高等専門学校学寮管理運営規則第７条の規定に基づき，低学年寮生の生活指導にたず

さわる指導寮生・班長に関する事項について定める。 
（資格及び定員） 

第２条 指導寮生は，原則として本校第４学年以上の在学者で，低学年寮生の生活指導適任者とし，定員は42名以

内とする。 

２ 班長は，原則として本校第３学年の在学者で，指導寮生補助者として低学年寮生の生活指導補助適任者とし，定

員は42名以内とする。 

（選考及び任命） 

第３条 校長は指導寮生委員長が選出した次年度の指導寮生及び班長を寮務主事及び役員会の承認を得て任命する。 
２ 校長は寮務主事及び寮務運営委員会の承認を得て指導寮生・班長を解任することができる。 
３ 欠員を生じた場合の指導寮生・班長の選出，任命は第１項に準じて行うものとする。 
（任期） 

第４条 指導寮生の任期は２年，班長の任期は１年とする。 
２ 前項の補欠者の任期は，前任者の残任期間とする。 

附 則（省略） 

この内規は，平成30年 11月 26日から施行し，平成31年４月１日から適用する。 

 
 
 
豊田工業高等専門学校学寮入寮選考内規 

制  定  昭和 52 年２月 １日 

全部改正  昭和 60 年２月 21 日 

最終改正  平成 25 年４月 １日 

（趣旨） 
第１条 この内規は，豊田工業高等専門学校学寮管理運営規則第８条第３項の規定に基づき，学生の入寮選考につい

て定める。 
（入寮資格） 

第２条 学生で学寮に入寮することのできる者は，入寮誓約書記載の諸事項を確実に履行し，健全な寮風の確立に貢

- 145 -



献しうる学生とする。 
（収容人員） 

第３条 寮生の収容人員は，約620名とする。 

（入寮出願手続） 
第４条 学生で入寮を希望する者は，別に定める入寮願に必要事項を記入の上，所定の期日までに寮務主事を経由し

て，校長に提出しなければならない。 
（入寮選考） 

第５条 寮務主事は，前条により願出のあった者の次の各号に掲げる事項について審査し，入寮侯補者を決定するも

のとする。 
一 通学の困難度 
二 共同生活における指導力及び協調性 
三 クラブ活動参加による生活の充実度 
四 学業成績の優秀性 

２ 前項の規定によるもののほか，願出のあった者で，身体的事情，家庭的特珠事情等やむを得ない事情があると認

めるときは，特別に配慮することがある。 
（入寮許可） 

第６条 校長は，前条の入寮選考の結果に基づき，入寮を許可する。 
（補充入寮） 

第７条 収容人員に欠員が生じたときは，必要に応じて，補充入寮の選考を行うことがある。 
（編入学生の入寮） 

第８条 第４学年に編入学を許可された者は，当該年度の間，入寮することができる。この場合における第４条の入

寮出願手続は，必要としない。 
（外国人留学生の入寮） 

第９条 外国人留学生として入学を許可された者は，当該在学期間中，入寮することができる。この場合における第

４条の入寮出願手続は，必要としない。 
（特別入寮） 

第１０条 通学学生のうち，身体の故障又は家庭的特殊事情等特にやむを得ない事情が生じ，著しく通学が困難であ

ると認めるときは，第４条の規定にかかわらず，特別に入寮させることができる。 
附 則（省略） 

この内規は，平成25年 4月 1日から施行する。 

 

 

 

豊田工業高等専門学校学寮寮生会会則 

制  定  昭和 52 年 ２月１日 

最終改正  平成 30 年 12 月 5 日 

第１章 総則 

第１条 本会は，豊田工業高等専門学校学寮寮生会（以下「寮生会」という。）と称する。 
第２条 本会は，豊田工業高等専門学校学寮管理運営規則第１９条に基づき，寮生相互の親睦を深め，寮生の自主的

な活動を通じて，民主的で健全な共同生活を送ることを目的とする。 
第３条 本会は，豊田工業高等専門学校学寮の全寮生で構成する。 

第２章 機関 

第４条 本会は次の各号の機関を置く。 
一 寮生総会（以下「総会」という。） 
二 高学年寮生総会 
三 低学年寮生総会 
四 役員会 
五 執行部 
六 委員会 
七 特別委員会 

第５条 各機関の会議は，その構成員の過半数の出席をもって成立する。 
２ 議決は，出席者の過半数の合意を必要とし，可否同数のときは，議長の決するところによる。ただし，会則改正

については，第３３条に定めるところによる。 
３ 各機関の会議は，公開を原則とする。 

第１節 総会 

第６条 総会は，本会の最高審議機関であり，全寮生で構成する。 
２ 議長及び副議長は，総会において選出するものとする。書記は，総会において１名選出し，執行部員が兼ねるこ

ともできる。 
３ 総会は，寮長によって招集し，告示は原則として１週間以前に行う。 
第７条 総会は，年度始めより４０日以内に定期総会を開くほか，次の各号のうちいずれかが必要と認めた場合は開

催する。 
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一 役員会 
二 高学年寮生総会 
三 低学年寮生総会 
四 全寮生の５分の１以上 
五 全女子寮生の３分の２以上 

第８条 総会は，次の各号を審議し，決定する。 
一 決算報告の承認 
二 予算の承認 
三 会則の改正 
四 臨時会費徴収の承認 
五 役員会が必要と認める事項 
六 その他出席者の６分の１以上が必要と認める事項 

第２節 高学年寮生総会 

第９条 第３，４，５学年の寮生を高学年寮生と称する。 
第１０条 高学年寮生総会は，全高学年寮生及び役員で構成し，総会につぐ審議機関である。 
２ 議長及び副議長は，高学年寮生総会において選出するものとする。書記は，高学年寮生総会において１名選出し，

執行部員が兼ねることもできる。 
３ 高学年寮生総会は，寮長が招集し，告示は原則として４日以前に行う。 
第１１条 高学年寮生総会は，次の各号のうちいずれかが必要と認めた場合開催する。 
一 役員会 
二 全高学年寮生の５分の１以上 

第１２条 高学年寮生総会は，次の各号を審議し，決定する。 
一 高学年寮生に関する事項 
二 役員会が必要と認めた事項 
三 その他出席者の６分の１以上が必要と認める事項 

第３節 低学年寮生総会 
第１３条 第１，２学年の寮生を低学年寮生と称する。 
第１４条 低学年寮生総会は，全低学年寮生及び役員で構成し，総会につぐ審議機関である。 
２ 議長及び副議長は，低学年寮生総会において選出するものとする。書記は，低学年寮生総会において１名選出し，

執行部員が兼ねることもできる。 
３ 低学年寮生総会は，寮長が招集し，告示は原則として４日以前に行う。 
第１５条 低学年寮生総会は，次の各号のうちいずれかが必要と認めた場合開催する。 
一 役員会（低学年寮生の要請により執行部が必要と認めた場合を含む。） 
二 全低学年寮生の５分の１以上 

第１６条 低学年寮生総会は，次の各号を審議し，決定する。 
一 低学年寮生に関する事項 
二 役員会が必要と認めた事項 
三 その他出席者の６分の１以上が必要と認める事項 

第４節 役員会 
第１７条 執行部員及び各委員会委員長を役員と称し，役員会は，役員で構成する。 
第１８条 役員会は，次の各号の任務を行う。 
一 予算案の作成 
二 決算報告の作成 
三 その他必要な協議，連絡等を行う。 

第５節 執行部 
第１９条 執行部は，寮長１名及び副寮長４名で構成する。 

第２０条 執行部は，次の各号の任務を行う。 
一 寮長は，寮生会のすべての最高責任者であることを自覚し，寮生を代表して，寮務担当教員及び学生課寮務係

の指導・連絡の下に，寮生活の向上につとめる。 
二 寮長は，各委員会委員長を任命し，役員会の招集を行う。 
三 副寮長は，寮長を補佐し，寮長に事故があるとき，又は寮長が欠けたときは，臨時にその職務を代行する。 
四 執行部は，寮生を代表し，寮生の入退寮について寮務主事に意見を述べる。 
五 執行部は，議事録，通信文等文書の作成及びその保管にあたり，本会一般の財務を処理する。 

第２１条 執行部は，次の各号の機関に対し，議案提出権を持つ。 
一 総会 
二 高学年寮生総会 
三 低学年寮生総会 
四 役員会 
五 委員会 
六 特別委員会 

第６節 委員会 
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第２２条 本会に，次の各号の委員会を置く。各委員会は，付記する事項を主管する。 
一 指導寮生委員会 低学年寮生の自主性及び自立性の指導育成に関すること。 
二 内務委員会 風紀及び選挙管理等に関すること。 
三 厚生委員会 保健衛生及び清掃美化に関すること。 
四 広報編集委員会 広報一般及び寮生文集に関すること。 
五 寮内イベント委員会 体育・文化活動に関すること。 
六 食事委員会 食事一般に関すること。 
七 資源回収委員会 寮内の資源回収に関すること。 
八 Ｄ．Ｍ．Ｃ．委員会 寮生の自転車・単車の駐車場管理及び交通安全意識に関すること。 
九 購買委員会 パン等の購入及び販売に関すること。 
十 寮祭実行委員会 寮祭に関すること。 
十一 高学年委員会 寮生会会計監査，高学年寮生の点呼及び高学年寮に関すること。 
十二 メディア委員会メディアルームの運営及び共有パソコンの管理に関すること。 
十三 防災委員会 寮内避難訓練の企画，運営及び寮内の器物保全に関すること。 
十四 ＧＦＡ（Global Friendship Agency）委員会 寮内での留学生のサポート及び異文化交流となるイベントの

企画，運営に関すること。 
第２３条 各委員会委員長は，各々の委員会の中心となり，前年度の委員会の方針に従いその運営にあたる。 
２ 各委員会委員長の選出方法及び任期は別に定める。 
第２４条 各委員会委員は，各委員会委員長が任命し，役員会の承認を得る。 

第７節 特別委員会 
第２５条 特別委員会は，役員会が設置し，委員長を選出する。 
２ 委員の選出，任命及び解任は，委員長が行い，役員会の承認を得る。 

第３章 寮長及び副寮長の選挙及び解任 
第２６条 次年度の寮長及び副寮長４名の選挙は，毎年１２月下旬までに行う。 
２ 寮長及び副寮長の選出は，全寮生からの立候補制とし，選挙は，全員参加のできる直接無記名投票による。なお，

投票は１名１票とする。 
３ 寮長及び副寮長に欠員を生じた場合は，すみやかに選挙を行うものとする。 
第２７条 寮長及び副寮長の任期は４月１日から翌年３月３１日とする。ただし，第２６条第３項により選出された

場合は，前任者の残任期間とする。 
第２８条 寮長又は副寮長の解任は全寮生の過半数の要求があったときに行うことができる。なお，解任された場合

は，すみやかに選挙を行うものとする。 
第４章 会計 

第２９条 本会の経費は，会費，寮生保護者部会補助金及びその他の収入をもってこれに充てる。 
第３０条 会費は，年額３，０００円とし，原則として４月に全額納入する。 
第３１条 本会の会計年度は，４月１日に始まり，翌年３月３１日に終わる。 
第３２条 本会の会計監査には，高学年委員会があたる。 
２ 会計監査は年度末の定期監査のほか，次の各号のうちいずれかの要求がある場合に行う。 
一 役員会 
二 全寮生の５分の１以上 

第５章 会則の改正 
第３３条 会則の改正は，役員の過半数の賛成があるときに発議し，総会において出席者の過半数の賛成を得たのち，

会則の改正承認投票で全寮生の過半数の賛成を得たときに成立する。 
附 則（省略） 

この会則は，平成30年 12月５日から施行し，平成30年４月１日から適用する。 

 
 
 
豊田工業高等専門学校寮生会各委員会委員長の選出申合せ 

 

（趣旨） 
第１条 この申合せは，豊田工業高等専門学校学寮寮生会則第23条の規定に基づき，寮生会各委員会委員長選出方

法について定める。 
（委員長の資格） 

第２条 委員長に立候補できる者は次のとおり。 
一 第３学年以上の寮生であること。ただし，購買委員長は，指導寮生と兼務できない。 
二 寮祭実行委員会委員長については，前年度寮祭実行委員であること。 
（委員長の就任時期及び任期） 

第３条 委員長の就任時期及び任期は次のとおり。 
一 指導寮生委員長は10月１日から翌年９月末日。 

二 寮祭実行委員長は１月１日から12月末日。 

三 前記以外の委員長は，４月１日から翌年３月末日。 
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（選考及び解任） 
第４条 選考及び承認は次のとおりとする。 
一 寮長は，役員会と協議し，委員長を選考する。 
二 寮務主事は，寮務運営委員会の議を経て委員長を承認する。 
三 寮務主事は，寮長及び寮務運営委員会の承認を得て委員長を解任することができる。 
四 委員長に欠員が生じた場合の選考及び承認は第１号及び第２号に準じて行うものとする。 
ただし，新委員長の任期は，前委員長の在任期間とする。 

五 豊田工業高等専門学校学寮寮生会会則第 28 条により寮長が選出された場合は，新たな委員長の選考及び承認

を第４号に準じて行うものとする。また，新たな委員長が任命されるまで，前委員長はその任を継続する。  
附 則（省略） 

この内規は，平成29年４月１日から施行する。 
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豊田工業高等専門学校教育後援会会則 

制  定 昭和 38年 ４月 １日 

最終改正 平成 27年 ５月 ９日 

（名称及び事務所） 
第１条 本会は、豊田工業高等専門学校教育後援会と称する。 
第２条 本会の事務所は、愛知県豊田市栄生町２丁目１番地 豊田工業高等専門学校内に置く。 
（目的及び事業） 
第３条 本会は、豊田工業高等専門学校の教育の充実振興に寄与し、併せて会員と学校の協調を図ることを目的と

する。 
第４条 本会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。 
 一 学生の福利厚生に関する助成 
 二 学生の学習及び課外活動の助成 
 三 学生の生活環境の整備充実の助成 
 四 講演会の開催の助成 
 五 その他必要な事業 
（会員） 
第５条 本会は、豊田工業高等専門学校に在学する学生の保護者をもって組織する。 
（役員） 
第６条 本会に次の役員を置く。 
 一 会 長 １名 
 二 副会長 ２名 
 三 理 事 若干名（うち若干名を常任理事とする。） 
 四 監 査 ２名 
（役員の任務） 
第７条 役員の任務は、次のとおりとする 
 一 会長は、本会を代表し、会務を統轄する。 
 二 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代行する。 
 三 理事は、重要案件を処理する。 
 四 監査は、会計を監査する。 
（役員の選出） 
第８条 役員の選出は、次の方法による。 
 一 会長は、理事の中から互選された候補者について、総会において選出する。 
 二 副会長は、理事の中から会長が指名する。 
 三 常任理事は、各学年から若干名選出する。 
 四 理事は、各学級毎に若干名選出する。 
 五 監査は、総会において選出する。 
 
第９条 役員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 
２ 欠員補充により役員となった者の任期は、前任者の残任期間とする。 
３ 役員は、任期満了となっても、後任者が決定するまでは、その職務を執行しなければならない。 
（顧問） 
第１０条 本会に顧問を置くことができる。顧問は総会の議を経て会長が委嘱する。 
２ 顧問は、本会の運営について、会長の諮問に応ずる。 
３ 顧問は、総会及び役員会に出席して、意見を述べることができる。 
（事務局） 
第１１条 本会の事務を処理するため、事務局を置く。 
（会議） 
第１２条 本会の会議は、総会、役員会及び常任理事会とする。 
２ 総会は、毎年１回５月に開催する。ただし、会長が必要と認めたときは、臨時に開催することができる。 
３ 総会は、会員の過半数（委任状を含む）の出席をもって成立し、その会議を開き、議決することができる。議事

は、出席者の過半数で決する。 
４ 総会は、本会の最高決議機関として、役員の選出、予算、決算等の重要事項を審議決定する。 
５ 役員会は、会長が必要と認めたときこれを開催し、必要な事項を審議する。 
６ 常任理事会は、会長、副会長及び常任理事で組織し、会長が必要と認めたときこれを開催し、必要な事項を審議

する。 
（経費及び会費） 
第１３条 本会の経費は、会費、寄付金及びその他の収入をもってこれに充てる。 
第１４条 会員は、入会金１２，０００円を入会時に納入するものとする。 
２ 会費は、学生１名につき年額２４，０００円とし、４月及び１０月にそれぞれ年額の２分の１を納入するものと

する。 
３ 前２項の会費は，３年毎に役員会で見直しを検討する。 
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４ １項及び２項の規定にかかわらず、総会の議を経て臨時に会費を徴収することができる。 
第１５条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 
（雑件） 
第１６条 会則の改廃は、総会の議を経て行うものとする。 
第１７条 この会則の施行について、各条の規定によりがたいことがある場合は、役員会の議を経て会長が定める。 
   附 則（省略） 
 この会則は、平成２７年５月９日から施行し、平成２７年１０月１日から適用する。 

 
 
 
豊田工業高等専門学校同窓会会則 

制  定 昭和 53年 11月 19日 

最終改正 平成 30年 ３月 10日 

第１章 総  則 
第１条 本会は，豊田工業高等専門学校同窓会（以下「本会」という。）と称する。 
第２条 本会は，本部を愛知県豊田市栄生町２丁目１番地の豊田工業高等専門学校内に置く。 
2 本会は，地方支部を置くことができる。支部に関することは別にこれを定める。 

第３条 本会は，会員相互の親睦と母校との連絡を図り，工業技術振興に寄与することを目的とする。 
第２章 事  業 

第４条 本会は，前条の目的を達成するため次の事業を行う。 
（1）会員相互の連絡に関すること 

（2）会員名簿の発行に関すること 

（3）会誌等の発行に関すること 

（4）その他本会の目的達成に必要な事業 

第３章 会  員 
第５条 本会は，次の会員をもって組織する。 
（1）正会員 豊田工業高等専門学校を卒業した者及び同校専攻科に在籍する者，並びに，同校に在籍したことのあ

る者で，幹事会の承認を得た者 

（2）準会員 豊田工業高等専門学校に在籍する者で，正会員でない者 

（3）特別会員 豊田工業高等専門学校の教職員及び同校の教職員であった者で，幹事会で推薦された者 

（4）賛助会員 本会の目的を賛助する者で，幹事会により推薦された者 

（5）永年会員 本会の正会員で本会細則に則り永年会員と認められた者 

（6）若年会員 本会の正会員で本会細則に則り若年会員と認められた者 

第４章 役  員 
第６条 本会に，次の役員を置く。 
（1）名誉会長（豊田工業高等専門学校長） 

（2）会長 1名 

（3）副会長 5名 

（4）理事 若干名 

（5）監査 1名 

（6）評議員 若干名 

（7）顧問 若干名 

2 前項（2）～（6）の役員は正会員の中から選出する。 

3 幹事会は，第１項（2）～（4）の役員をもって構成する。 

第７条 会長，副会長は幹事会において選出し，総会の承認を得るものとする。 
2 理事は，評議員が推薦した者及び会長の委嘱によるもの若干名とする。 

3 監査は，幹事会の推薦により会長が委嘱する。 

4 評議員は，各学級より１名推薦された者に会長が委嘱する。 

5 顧問は，幹事会の議を経て会長が委嘱する。 

第８条 役員の任期は２年とする。ただし，留任を妨げない。なお，任期終了後も，後任者の決定するまでは，その

職務を継続する。 
第９条 会長は，会を代表し会務を総括する。 
2 副会長は会長を補佐し，会長事故ある時はその職務を代行する。 

3 理事は，次の事業を分担する。 

（1）企 画 本会の事業の企画運営に関する事務を処理する 

（2）会 計 会計事務を処理する 

（3）編 集 編集事務を処理する 

（4）庶 務 他の係に属さない事務を処理する 

4 監査は，本会の財産及び会計を監査する。 

5 評議員は，重要なる会務に参与する。 

6 名誉会長及び顧問は，本会の運営について助言を与え，会長の要請に応じて会議に参加し意見を述べることがで
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きる。 

第５章 会  議 
第１０条 総会は，通常総会及び臨時総会とし，会長が召集する。 
2 通常総会は，隔年１回３月に開催することを原則とする。 

3 臨時総会は，次の場合に開催する。 

（1）会長が必要と認めたとき 

（2）幹事会が必要と認めたとき 

（3）正会員の 1／3以上が会議の目的事項を示してその開催を請求したとき 

第１１条 総会は，次の事項を審議する。 
（1）事業計画及び収支予算 

（2）事業報告及び収支決算 

（3）会則の制定・改廃 

（4）その他運営に関し重要な事項 

第１２条 総会の議決は，出席正会員の過半数の同意を必要とする。ただし，会則の制定・改廃は 2／3 以上の承認

を必要とする。 
第１３条 総会の議長は，その都度正会員の中から選出する。 
第１４条 幹事会は会長が召集し，次の事項を審議する。 
（1）総会の決定に従う会の事業 

（2）総会への事業報告及び決算報告 

（3）総会に提出するその他の議案 

（4）正会員の承認及び監査，顧問等の推薦と承認に関すること 
第１５条 幹事会の議決は，幹事会を構成する役員の過半数が出席（委任状をもつ正会員の代理人の出席を認める。）

し，その過半数の同意を必要とする。だだし，出席できない役員は委任状をもって出席役員に議決を委任すること

ができる。 
第６章 会  計 

第１６条 本会の運営に必要な経費は，入会金，会費，寄付金その他の収入をもってこれに充てる。ただし，必要に

応じて，総会の協議により臨時会費を徴収することができる。 
第１７条 本会の会費は次のとおりとする。（ただし，正会員のみとする。） 
（1）入会金 6,000円 

（2）会 費 3,000円（正会員，年額） 

（3）永年会費 本会の正会員で本会細則に則り永年会員を希望し認められた者は，20,000円の一括納入で以後の会

費を免除する。 

（4）若年会費 本会の正会員で本会細則に則り若年会員を希望し認められた者は，10,000円の一括納入で 8年間の

会費を免除する。 

2 既納の入会金及び会費は原則として返還しない。 
第１８条 本会の会計年度は，毎年４月１日に始まり翌年３月 31日に終わる。 

   附 則（省略） 
本会則は，平成 30年３月 10日から施行する。（細則追加） 
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戦後の教育改革によって，我が国の教育制度は，６・３・３・４の単一な学校体系に改められた。

これは戦後民主国家にふさわしい教育の機会均等を意図したものであったが，教育の機会均等は，

必ずしも教育体系の単純化によって達成されるものではなく，むしろ社会の諸条件に教育の形態と

内容を適応させ，国民のすべてが能力に応じてひとしく，その希望する水準の教育を享受できるよ

うにして，はじめて実現されるものであるという考え方から，単純型の学校体系を我が国の実情に

合った型に改革しようという意見が，戦後数年にして持ち上がってきた。その一つの現れが，昭和

26 年 11 月に出された政令改正諮問委員会の答申であり，これによると「わが国の実情に即しない

画一的な教育制度を改め実際社会の要求に応じ得る弾力性をもった教育制度を確立する」ことを基

本方針とし，その一つの方策として，高等学校と大学の前期２年又は３年を合わせた５年制又は６

年制の職業教育に重点を置く教育機関の設置を提案している。この考え方は，その後の中央教育審

議会に受けつがれ，昭和 29 年の「大学入学者選考及びこれに関連する事項についての答申」昭和

31 年の「短期大学制度の改善についての答申」及び昭和 32 年の「科学技術者の振興方策について

の答申」の中でそれぞれ異なる角度からではあるが，同様主旨の提案がなされてきた。文部省では，

この主旨に従い，昭和 33年３月に「学校教育法の一部を改正する法律案」を第 28回国会に提出し，

専科大学という名称で５年制の教育機関の設置を図ったが，短期大学の恒久化問題などとからんで

いたため，この案は審議未了となってしまった。その後も第 30回国会及び第 31回国会の二度にわ

たって提出されたが，遂に専科大学制度は，実現を見ることができなかった。しかるにこの間，我

が国における経済の発展はめざましく，この発展の担い手である技術者の不足はまことに深刻な状

況となり，その養成の急務が強く叫ばれるようになった。特に国民所得倍増計画の策定をめぐり，

技術者の養成に対する産業界の要望もますます強まり，これを反映して科学技術会議も昭和 35 年

10月に「10年後を目標とする科学技術振興の総合基本方針」の答申で，大量技術者養成の必要を強

調し，特にこのために５年ないし６年制の技術者養成機関を設ける必要があることを勧告したので

あった。そこで文部省は，技術者の養成問題を短大の恒久化と切り離し，大学とは別個の全く新し

い高等教育機関の創設を意図して，昭和 36年４月第 38回国会に「学校教育法の一部を改正する法

律案」を提出し，これが可決され同年６月 17日法律第 144号をもって公布施行された。こうして誕

生したものが高等専門学校制度である。 

かくして昭和 37 年度から高等専門学校が開設されることになり，現在，51 の国立高等専門学校

が設置されている。このほか地方公共団体（公立）の設置したもの及び学校法人（私立）が設置し

たものを含めると，高等専門学校の数は合計 57校になっている。 

その後，平成３年２月の大学審議会答申「高等専門学校教育の改善について」を受け，「高等専門

学校設置基準の一部を改正する省令（平成３年文部省令第 36号）」が平成３年６月 25日に公布，同

年７月１日から施行され，分野の拡大，準学士の称号の創設，専攻科制度の創設などの制度が改正

された。 
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昭和 38 年 ４ 月 国立学校設置法の一部を改正する法律（昭和 38年法律第 69号）が公布され，機械

工学科，電気工学科及び建築学科を置く豊田工業高等専門学校が設置された。 

名古屋大学教授理学博士須賀太郎が初代校長に任命された。 

開校式及び第１回入学式を豊田市トヨタ町トヨタ自動車工業株式会社トヨタ会館

において挙行した。同社本社工場内の施設を仮校舎とし，豊田市西町旧豊田市役所

を仮学生寮として発足した。 

昭和 39 年 ３ 月 第１期工事（校舎，守衛室，車庫，学生寮）が竣工した。 

仮校舎，仮学生寮から新校舎，新学生寮に移転した。 

   12 月 陸上競技場整備工事が竣工した。 

昭和 40 年 ３ 月 第２期工事（校舎，機械実習工場，学生寮）及び野球場整備工事が竣工した。 

昭和 41 年 ３ 月 第３期工事（校舎，学生寮，体育館）が竣工した。 

   ４ 月 国立学校設置法施行規則の一部を改正する省令（昭和 40年文部省令第 17号）の適

用により，事務組織として部制がしかれ，庶務課及び会計課が置かれた。 

   ８ 月 本校が主管して第１回全国高等専門学校体育大会を行った。 

水泳プールが竣工した。 

昭和 42 年 ２ 月 第４期工事（学生寮）が竣工した。 

昭和 43 年 ３ 月 第５期工事（学生寮，武道場，学生集会室）が竣工した。 

第１回卒業証書授与式を挙行した。 

   ４ 月 国立学校設置法施行規則の一部を改正する省令（昭和 43年文部省令第 6号）が公

布され，土木工学科が増設された。 

低学年全寮制を実施した。 

昭和 44 年 ３ 月 第６期工事（土木工学科棟校舎，学生寮）が竣工した。 

昭和 45 年 ４ 月 国立高等専門学校の事務部の課に関する訓令の一部を改正する訓令（昭和 45 年文

部訓令第 19号）が公布され，事務部に学生課が置かれた。 

昭和 47 年 ３ 月 図書館工事が竣工した。 

昭和 48 年 ２ 月 電子計算機室及び豊田記念会館の工事が竣工した。 

   ５ 月 創立 10周年記念式を挙行した。 

昭和 49 年 ４ 月 校長須賀太郎が退官した。 

名古屋大学教授工学博士榊米一郎が第２代校長に任命された。 

昭和 51 年 10 月 校長榊米一郎が豊橋技術科学大学長に就任した。 

名古屋大学教授工学博士市川眞人が第３代校長に任命された。 

   11 月 学生食堂増築工事が竣工した。 

昭和 52 年 ３ 月 身体障害者用エレベータ取設工事，生活排水処理施設その他取設工事が竣工した。 

昭和 53 年 １ 月 機械工学科流体熱工学実験棟新営工事が竣工した。 

   10 月 VTR 編集装置が完成した。 

昭和 54 年 １ 月 建築学科構造物繰返し載荷試験棟新営工事が竣工した。 

   ３ 月 合宿研修所新営工事が竣工した。 

学内共同利用施設としてデータステーションが開所した。 
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昭和 55 年 ３ 月 土木工学科土質実験棟新営工事が竣工した。 

昭和 56 年 １ 月 福利厚生会館新営工事が竣工した。 

   ７ 月 校舎増築工事が竣工した。 

昭和 57 年 ３ 月 第２体育館新営工事が竣工した。 

昭和 58 年 ６ 月 学内共同利用施設として材料・構造物疲労試験センターを設置した。 

   11 月 創立 20周年記念式を挙行した。 

昭和 60 年 ３ 月 校長市川眞人が退官した。 

   ４ 月 名古屋大学教授工学博士岩田幸二が第４代校長に任命された。 

昭和 61 年 ３ 月 学生寮新営工事（大志寮）が竣工した。 

昭和 62 年 ３ 月 学生寮全棟の改修工事が竣工した。 

   ４ 月 国立学校設置法施行規則の一部を改正する省令（昭和 62年文部省令第 10号）が公

布され，情報工学科が増設された。 

昭和 63 年 ９ 月 情報工学科棟新営工事が竣工した。 

平成 ２ 年 ９ 月 校長岩田幸二が退官した。 

   10 月 名古屋大学教授工学博士堀井憲爾が第５代校長に任命された。 

平成 ５ 年 ４ 月 国立学校設置法施行規則の一部を改正する省令（平成５年文部省令第 11 号）が公

布され，土木工学科が環境都市工学科に改組された。 

   11 月 創立 30周年記念式を挙行した。 

平成 ６ 年 ４ 月 学位規則（昭和 28 年文部省令第９号）第６条第１項に規定する学位授与機構が定

める要件を満たす専攻科として認定された専攻科（電子機械工学専攻，建設工学専

攻，情報科学専攻）を設置した。 

平成 ７ 年 ３ 月 校長堀井憲爾が退官した。 

   ４ 月 名古屋大学教授工学博士鬼頭幸生が第６代校長に任命された。 

平成 ８ 年 ３ 月 専攻科棟新営工事が竣工した。 

専攻科第１回修了証書授与式を挙行した。 

   ７ 月 学内共同利用施設データステーションをマルチメディア情報教育センターに改め

た。 

平成 11 年 ４ 月 電気工学科を電気・電子システム工学科に名称変更した。 

   11 月 福利施設（食堂）新営工事が竣工した。 

平成 12 年 ３ 月 校長鬼頭幸生が退官した。 

   ４ 月 名古屋大学教授工学博士髙木不折が第７代校長に任命された。 

平成 13 年 11 月 校舎（土質実験室）新営工事が竣工した。 

平成 14 年 11 月 地域共同テクノセンター新営工事が竣工した。 

平成 15 年 ２ 月 校舎改修工事（教室）が竣工した。 

平成 16 年 ３ 月 校舎改修工事（電気・電子システム工学科棟，建築学科棟）が竣工した。 

   ４ 月 独立行政法人国立高等専門学校機構法により，独立行政法人国立高等専門学校機構

豊田工業高等専門学校となった。 

実習工場をものづくりセンターに名称変更した。 

平成 17 年 ３ 月 校長髙木不折が退任した。 

   ４ 月 名古屋大学教授工学博士末松良一が第８代校長に任命された。 
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   10 月 校舎改修工事（一般管理棟，図書館及び第１体育館の耐震改修）並びに図書館エレ

ベータ工事が完成した。 

平成 18 年 12 月 環境都市工学科棟改修工事が完成した。 

平成 20 年 ４ 月 事務組織改組により，総務課・学生課の２課体制となった。 

平成 21 年 ３ 月 エレベータ工事（環境都市工学科棟及び専攻科棟）が完成した。 

平成 22 年 11 月 ものづくりセンター改修工事が完成した。 

平成 23 年 ３ 月 校長末松良一が退任した。 

平成 23 年 ４ 月 名古屋大学教授工学博士髙井吉明が第９代校長に任命された。 

平成 25 年 ３ 月 学生寮新営工事（創志寮）が完成した。 

   11 月 創立 50周年記念式を挙行した。 

平成 26 年 １ 月 校舎改修工事（機械工学科棟及び一般学科棟）が完成した。 

平成 29 年 ３ 月 校舎改修工事（一般学科棟・管理棟）が完成した。 

校長髙井吉明が退任した。 

平成 29 年 ４ 月 名古屋大学教授工学博士田川智彦が第 10代校長に任命された。 

平成 29 年 ９ 月 学生寮改修工事（大志寮）が完成した。 
平成 31 年 ４ 月 マルチメディア情報教育センターが ICTセキュリティ教育センターに改組された。 
令和 ２ 年 ３ 月 創造工房棟が完成した。 
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